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第89条
第3節　株式会社の指揮および管理
SECTION　III
D亙REC野ON　ET　ADM：亙NISTRAT亙ON
　　DES　SOCE饗ES　ANONY瓢ES
第1款　取　締　役　会
SOUS－SECTION　I．一Conseil（1ラadministration．
　〔前　註〕
　　　1．序説　　1867年，株主総会に出席した株主に最高権限（pouvoir　suP・
rδme）を付与することにした立法者は，会社の管理と会計の監査を担任すべき者は，
総会によって選任・解任され，総会の授権（d616gation）によってその権限を行使
すべき社員の受任者（mandataires　des　associ6s）であると考えた。それゆえ，1867
年の旧会社法は，この受任者の選任条件およびその権限以外についてはなんらの規
制をなすことなく，取締役および監査役（commissaires　aux　comptes）の選任に
ついて定めるにとどめた（旧会社法22条，25条，32条等を参照）。もっとも，これ
らの規定にもかかわらず，規模の大きい会社においては，当時から実務上の慣行と
して別の管理の方式がとられていた。すなわち，取締役は会議体（consei1）を形成
しており，この会議体は，議長（pr6sident）を選び，かつ会社を指揮するために，
この会議体の構成員たる取締役の1人を《administrateur　d616gu6》として，また
は取締役以外の者を《directeur　g6n6ra1》として選任してきたのであった。
　　ところで，その後，立法者は，まず，会計監査（surveillance　des　comptes）
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が十分に行なわれていない点に注目し，監査役（commissariat　aux　comPtes）の
組織の手直しをはかった（Ripert　Par　Roblot，PP．678－679．この点の詳細にっい
ては，中村真澄rフランス新会社法における会計監査役」早稲田法学45巻1・2号
（昭45）79頁以下を参照）。ついで，1943年3月4日法によって修正された1940年
11月16目法は，会社の管理（administration）については取締役会（conseiI
d7＆dministration）を創設し，会社の指揮（direct三〇n）については社長（pr6sident・
directeur96n6ra1）に委ねることにした（この点の詳細は，山口幸五郎・会社取
締役制度の法的構造（昭48）の第2編r管理と指揮の分離」を参照）。本法は，そ
れゆえ，会社構造の新たな展開を示すものであった。すなわち，指揮，管理および
監査をそれぞれ担う者は，法律上の権限を付与されたr法人の機関」（organs　de
la　Personne　morale）となったのである。しかし，この改正は，以下の理由で，な
お不十分でありかつ未解決の問題を残さざるをえなかった。まず，取締役会は株主
総会によって解任しうる取締役によって構成されたが，他方，社長は取締役会によ
って選任され，かつ，これにより解任されるものとされたのであるから，本法は，
機関理論によっているわけではなく，いぜんとして委任理論（t短orie　du　mandat）
にもとずいている。また，本法によれば，取締役会は会社の管理を担当しており，
社長は指揮を担当しているのであるが，本法のいかなる条文中にも，管理と指揮の
意義は明らかにされていない。さらに，比較的規模の大きい会社においては，取締
役会の構成員たる取締役の権限は事実上弱められ，次第に社長の業務執行（gest－
ion）の監視に局限されてきている。すなわち，社長の活動を監督する任務を負う
取締役会の会議を社長自らが主宰することから，社長の地位をますますあいまいな
ものとした。
　　かかる旧会社法のもとでの批判を受けとめて，1966年の新会社法は，後に検討
するごとく，2種類の管理システムを有する株式会社を創設した。前者は，1943年
法により修正された1940年法の方向に若干の改善を加えたいわゆる新型の取締役会
であり，後者は，ドイツ法の影響を受けたいわゆる新型の取締役会である（以上の
叙述は，Ripert　par　Roblot，PP・640－641・）。
　　　2．取締役会の基本的性格　　以上の概観をふまえて，取締役会の3つの基
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本的性格ないし特徴（organe　permanent，organe　co1169ia1，0「9ane　d61ib6「ant）
の側面から，フランス会社法における取締役会制度の歴史的展開を，やや詳しく検
討しておこう（これについては，以下主として，Pierre－Gilles　Gourlay，Le　con・
seil　d’administration　de　Ia　soci6t6anonyme－organis＆tion　et　fonctionnement，
1971．に依拠している）。
　　（1）常設機関性　　常設機関性の原則は，まず，実務により要請されたもので
ある。それは，取締役会の存続期間と会社の存続期間との間の緊密な関係として把
えることができる。すなわち，株式会社の必要的機関（organe　n6cessaire）たる
取締役会は，会社自体の存続期間と同一期間存続しなけれぽならない。このことは，
常設性（permanence）が必要性（n6cessit6）および継続性（continuit6）の2側
面を含んでいることを明らかにする。
　（a）必要的機関性　　取締役会の必要性を明らかにするために，種々の理由が挙
げられている。第1の理由は事実上のものであり，株式会社は人的会社ではない
ので，未知の者相互によってなされる株式引受によって，株主が相互に会社経営の
委任をなし合うものと考えることができることである。それゆえ，会社の管理権限
（pouvoir　d’administrer）を有するのは結局株主集団（masse　des　actionnaires）
である。しかし，この権限自体を取締役会が行使することを株主集団が容認せざる
をえないのは，実務上においては，管理権はかならず1人または数人の手に集中さ
せねばならないからである。
　　第2の理由は理論上のものであり，それは管理されるべき株式会社という会社
形態の特質によるのではなくて，株主の集団性から直ちに導かれるものである。会
社の管理者を取締役とする旧会社法の第22条（または新会社法第89条）は，その意
味でこれに反することのできない効力規定である。
　　もっとも，こうした議論は，かならずしも説得力あるものとはいえないし，民
法典第1859条（業務執行の方法）は，理論的には会社法および定款の規定に反しな
いかぎりその範囲において株式会社に対しても適用することができる。しかし，正
確には，かかる契約理論（th60rie　contractuelle）をま，やがて制度理論（th60rie
institutionne11e）に移行した。すなわち，契約理論は，フランスにおいては，いまや
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まったく衰退し，事実上消滅して，株式会社は，その組織・運営が法律によって規
制されるr制度」と化し，したがって，取締役もまた，もはや受任者（mandataまres）
ではなく，会社の法律上の代表者（repr6sentants169aux）となったのである。こ
のような状況のもとにおいては，取締役会は，会社の不可欠の要素であり，これを
廃棄することはもはやできない段階にあるといわねぽならない。
　　このような制度理論ないし機関理論の発展に対応して，権限分掌理論（th60rie
de　la　s6paration　des　pouvoirs）が出現した。これは，会社の各機関は，固有の
権限を有すること，ならびに，固有の職務権限の放棄なしには，その権限のすべて
を他の機関に移譲することができないことを強調する理論である。株主総会に関し
て発展したこの理論は，取締役会は，株主総会のためであれ，社長・副社長のため
であれ，会社の業務執行のすべてを放棄することはできないとして，その適用範囲
を拡大してきた。この理論は，それにもかかわらず，実務上においてはかならずし
も遵守されておらず，かつ，定款においては，取締役会がその権限のすべてを社長
に移譲することができる旨を定める例が少なくなかった。しかし，判決にあっては，
特殊な権限を取締役会に認めるものもある。すなわち，1896年11月26日のパリ控訴
院判決では，株主総会の権限は，それを拡大しても，rその職務の性質自体により」，
かつ，定款の明文の規定にしたがって取締役会に属する特別の権限をなくすること
はできない，としている（J。Soc。1897．434）。
　　ところで，1940年11月16日法は，制度理論を認めはしなかったが，疑いなくこ
の理論を強化するものであった。これ以後，株式会社は取締役会によって管理され
ねばならないこととなった。また，これ以後の判例においては，階序理論（th60rie
de　la　hi6rarchie）と権限分掌理論が認められてきた。1946年6月4日のリーディ
ングケースにおいて，破鍛院は，株式会社は，rすべての機関が階序的に構成され，
かつ，取締役会によりその管理が行なわれる会社」であり，その結果，定款によ
っても，取締役会に属すべき権限のすべてを社長に授与することはでぎない，と述
べた（J．Soc．1946・3741R　D・C・1948・86）。その後も，破殿院は，この原理に
つき，たとえば，社長の選任は，取締役会の専決事項であるので，株主総会はその
暇疵を追完することはできないとする判決（Cass。com。31janvier1968，R．D．C．
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1968・369）とか，株主が自発的に総会を開催することはできないとする判決（Cass。
com。30avril1968，R．D．C1969．104）とかを行なってきている。したがって，
現在では，取締役会の必要的機関性にっいては，まったく異論をみないといっても
過言ではない。
　（b）継続的機関性　　これは，必要的機関性にともなうものである。事実，必要
的機関であるがゆえに，取締役会は，会社の存続期間と同一存続期間を有するもの
でなければならない。しかし，この点に関し，旧会社法第25条に対応する新会社法
第90条の規定では，取締役の任期は6年を超えることはできず，定款上の取締役に
ついては3年を超えることがでぎないとされていることから間題が生ずる。すなわ
ち，この取締役は，定款に別段の定めがないかぎり，再任することがでぎ，また，
解任，辞任，死亡等の理由で，取締役会の構成が絶えず変動することが予定されて
いる。こうした場合，取締役の1人が終任となったときには，他の取締役の委任も
自動的に終了すると考えることが可能である。反対に，新たな取締役についていえ
ば，とりわけ前任者が解任された場合には，これが行なった行為や取引によっては
拘束されないことを主張することもできる。
　　この点につき，判決は，取締役が全員解任された場合に，取締役会が自らの
権限にもとづいて行なった行為や取引は，その権限の消滅後ですらも，会社を拘束
する旨を述べている（Co．Seine15mai1901，」．Soc。1901．451）。また，1907年
7月20日のRiom控訴院の判決は，r商事会社の取締役会は，永続し，かつ，その
構成員の全部または一部の交替があった場合でも，その権利を保持し，取締役を選
任した株主とは別個の独立した人格を有する」と述べて，継続性を明確に指摘した
（J．Soc．1908．258）。すなわち，取締役会は，取締役によって構成されているとは
いえ，その構成員たる取締役の人格のたんなる総和ではなくて，別個の人格を有し
ているのである。それは，会社が存続するかぎり存続する独立の生命であり，パリ
控訴院の与えた定義によれば，実在（entit6）なのである（Paris13avri11934，
」．Soc．1935。168）。
　　取締役会が法人格を有することを承認することは容易であり，事実，このこと
は一般に支持されている。しかし，裁判所は，取締役会がその構成員とは区別され
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る観念的存在（etre　mora1）ではないことを確認することによって・これを理由づ
けた。すなわち，取締役会は，そこでの決定を多数決をもって行なう場合ですらも，
固有の人格を有するとする判決がそれである（Co。Nantes9juillet1900，J・Soc・
1901．416）。取締役会は，その組織がどうであれ，会社の代表者である。取締役会
ほ，自己の権限の範囲内で契約を締結した場合には，自らを拘束しないし，その構
成員たる取締役を拘束するものでもなく，それによって会社を拘束するのである。
　　取締役会は，自己と株主との間の内部的な紛争を解決するために当事者となる
ことが可能である。しかし，この場合には，自己の意思を会社のそれと明確に区別
することが困難であり，会社を訴訟当事者とする手続の擬制による。それゆえ，理
論的には，取締役会自体が直接の訴訟当事者となるほうが，実体にはるかに合致す
る（Nancy19juillet1946，D。1947。2．525，note　A．C，）。（以上は，Gourlay，
op．cit．，pp。11－15）。
　　（2）合議機関性　　旧会社法第22条では，株式会社は1人または数人の取締役
によって管理されると定められていた。しかし，立法者の予定した独任制の業務執
行機関は，次第に選択されることが少なくなり，1940年11月16目法および新会社法
第89条によって合議体とされる以前から，実務上においても，株式会社の大部分は
複数の取締役を設けるようになっていた。
　（a）実務上の要請　　合議体による管理は，19世紀後半の産業の発達と結びつい
た株式会社の飛躍的発展によってほぽ説明される。技術の発達は，資本を必要とす
る。株式会社は，明らかに，産業に提供する資本を集中するための法律上の手段
（instrument　juridique）である。この点で，株式会社の役割は重要であった。株
式会社がこれ以外にいかなる価値をもつとしても，株式会社は経済的な発展の手段
であったことを認識しないわけにはいかない。しかし，株式会社がほとんど大部分
の大規模な産業部門での企業形態となったことから，その運営は，次第に重大かつ
複雑なものに変わってきた。すなわち，この段階では，株式会社の経営はもはや1
人の入間によっては行なうことが事実上できない状態にいたったのである。そこで，
取締役の複数制が採られることになった。
　　合議体による業務執行体制の進展は，さらにまた，r利益集団」（groupes
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♂int6rδts）なる観念の出現によって促進されたことが推測される。大規模会社に
おいては，一定の株主が，しばしば特殊な関係によって結びついている。たとえぽ，
同族的結合，とりわけ，金銭的結合関係がそれである。それに，株主は，他会社，
銀行またはなんらかの経済団体の代表者となっている場合がある。姻戚関係または
経済的必要性によって，共通の経営方針を有する株主団が個々の株主と対立した場
合には，たとえ前者の持株が少ない場合であっても，会社の支配権を掌握すること
はきわめて容易である。これとは逆に，このr利益集団」たる一群の株主が他の集
団と対立した場合には，たいていの場合，それぞれが会社の経営に参加することが
できる場合にのみ，解決点をみいだす。これが，すなわち，合議体による管理の必
要とされる第1の理由である。これと同様に，会社が資本を必要とする場合におい
ては，出資者が，とりわけ，取締役会におけるその代表者によって，会社の経営を
監督しうる範囲においてのみ，会社は，資金の調達をなすことができることが第2
の理由である。
　　以上のいわぽ内在的理由に加えて，いわぽ外在的ともいうべき第3の理由があ
る。たとえば，私的な資金を吸収するために，株式会社は，出資者の信頼をつなぎ
とめねぽならない。すなわち，立法権と行政権の関係のごとく，株式会社に，株主
総会とは別個の経営方針を決定する機関を導入することである。したがって，出資
者をかならずしも積極的に経営に参加せしめることなく，なおかつ，会社の経営を
容易ならしめる機関を設けることは，株式会社にとって有益なものとなることが多
い。会社のために不断の活動をする必要はない合議体が，とくにこのような機関と
されたことは明らかである。もちろん，取締役会の存在が，第三者に対する公正な
業務執行のなんらの保障となるものでないことは，最近の例の示すとおりである。
それにもかかわらず，取締役会の存在は客観的にみて会社にとって有益であり，か
つ，会社がその採用に努めてぎたことは妥当であると評さなければならない。
　　ところで，合議制（co116gialit6）という観念自体について，やや明確にしてお
く必要がある。というのは，合議制になることによって，取締役会は，単なる監督
および監査の機関としての管理機関（organe　d’admin1stration）たることをやめ
る。なぜならば，管理する（administrer）とは，ただ1人の者の行為であるにす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　453
　取　締　役　会
ぎないから，とする指摘があるからである（Ripert　par　Roblot・n。1245）。
　　この指摘は，《administrer》とは会社の営業上生ずるさまざまな問題に日常的
に専念することと考えるのであれば正しいが，《administrer》とは会社の活動の方
針を決め，短期間であるにせよ多かれ少なかれ会社の未来を拘束し，真の責任を生
ぜしめる問題について決定権を行使することであると考えるのであれぽ誤りである。
したがって，重要事項に関する選択ないし判断という意味での《adm圭n呈stration》
は，取締役会のみが行なうことができ，かつ，取締役会によってこれを行なわなけ
ればならない。
　　これに対しては，現実には取締役会は決定していないとする反論や，取締役会
は，会社業務のうちの常務（gestion　courante）に属する事項に自己の活動のすべ
てを投入している者・とりわけ実際上全般的指揮を担う者の決定を認許することで
たりるとする反論がありうる。この反論には正しい点もある。しかし，これらは，
合議制による管理の避けることのできない帰結ではない。結局，法律上のものであ
ると否とを問わず，取締役会という制度は人間と同視しうるものであるからである。
有能な人間によって構成されている取締役会は，とりわけ今日における専門化の要
請をみたす管理機関（organe　d’administration）としての資格を有している。個
人は，現在では，会社の経営に直接に関係する法律上，財務上，取引上，行政上な
どの領域のすべてに十分な能力を有することがほとんど期待できなくなってぎて
いる。それゆえに，会社の経営とは，この点の明白かつ客観的な認識にもとづい
て，経営意思決定の一体性を確保するための特別な機関内部における複数の経営者
（dirigeants）の活動である。
　　もっとも，これによって，すべての問題が解決されるわけではない。すなわち，
経営者を各人の能力に応じて選任しなければならないという問題はいぜんとして残
っている。しかし，それは法律上の制度によって客観性を担保しうる問題ではな
いo
　（b）法律上の構成　　1940年11月16日法は，株式会社は3人以上12人以下の構成
員よりなる取締役会によって管理されると定めることによって，従来の実務慣行を
法認した。したがって，これは，一定数の小規模会社において従前より存した取締
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役の独任制を禁止するものであった。
　　しかしながら，1940年法は，旧会社法第22条の明文の廃止がないかぎり，取締
役会の設置を定款をもって定めている会社についてのみは適用されず，かかる経営
機構の採用を義務づけてはいないとする考えもなくはなかったが，学説はこれを否
定し，1940年法制定以後は，取締役会制度は株式会社のすべてに義務づけられたと
解した。すなわち，1940年法第6条により，本法に反するすべての規定もまた廃止
されるとして，その法律上当然に無効であることを定めたことは，このことを明ら
かにするものである。したがって，実務上においても，もはや独任制の取締役制度
を維持しようとすることは行なわれなくなった。そして，新会社法第89条もまた，
1940年法のこの点の解決を承継したのである。
　　ところで，合議機関性の観念の出現とその発展は，大規模会社，とりわけ公募
会社（soci6t6s　qui　font　appel　a「6pargne　publique）について適合するもので
ある。しかし，会社には，個人商人と変わるところのない多数の中小会社が存在
する事実を無視するわけにはいかない。長い間，たんに税法上の理由で株式会社形
態を採っている個人的または同族的な在来企業が存してぎており，これはまた，会
社に関する他の立法によっても実際上は助長されているのである。すなわち，株式
会社形態を選択する税法上の理由が現在では大部分失なわれているにもかかわらず，
会社が株式会社形態を採っているのは．企業の経営者にとって，株式会社形態が社
会保障および幹部退職年金の特典を受けるためのもっとも適切な方法だからであ
る。それゆえ，合議性による経営形態は，小規模会社については理由がないように
思われる。なぜならば，株式会社形態の採用は不可避のものではないし，また，取
締役会がたんに外形的な修飾にすぎず，かつ実際上機能していない場合には，そこ
での決議は最高幹部（direction　g6n6rale）の個人的判断ないし決意と同質のもの
であるにすぎないからである。
　　したがって，商法典および会社法改正委員会においては，非公募会社（soci6t6s
ne　faisant　Pas　aPPel　a「6Pargne　Publique）について単独取締役制（admini・
strateur　unique）を設けることがでぎるようにすべぎだとの見解が多数を占め，
取締役会制度は株式会社に不可欠のものであるとの意見は退けられたのである
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（Travaux　de　la　Commission　de　r6forme　du　Code　de　commerce　et　du　droit
des　soci6t6s，t．III，1951，P．245）。’しかし，株式会社は，中小企業のための企業
形態ではない。その法的組織は，小企業にとっては複雑かつ負担過重にすぎる。ま
た，その目的は，資本調達にあり，通常個人的な性質のものと考えられる事業に対
し1人ないし数人の者に専制的な権限を行使することを保証するためのものではな
い。このような場合については，有限会社形態が用意されており，小規模の会社の
大部分は，有限会社の経営者の税法上の処遇および社会的な地位が株式会社の経営
者のそれに近づけぽ，この会社形態を採ることになるであろう。
　　問題は，小企業が株式会社形態を採ることを禁止する点にあるのではない。こ
の点の禁止については，株式会社に一定の高い資本を要求することに示されるよう
に，問接的である。事実，改正案は，最低資本額を一率に10万フランと定めてい
た。しかし，議会における審議過程で，非公募会社にとっては，10万フラソは高す
ぎ，個人企業の株式会社への移行を妨げることになり，公募会社にとっては逆に低
すぎるとする批判があったが，結局，両院協議会において，非公募会社については
10万フラン，公募会社については50万フランを株式会社の最低資本額とした（新会
社法71条参照）。（Gourlay，op、cit．，pp。75－79，）
　　（3）協議機関性　　取締役会は，会議を開ぎ，協議をへたうえで，多数決（vote
majoritaire）によって，自己の意思を決定する。自らの必要から業務執行機関の設
置にふみきったのは，おそらくは・実務上におけるもっとも創造的でかつ決断にと
む寄与である。
　（a）協議機関性の根拠　　協議機関としての取締役会の設置の正確な理由を見い
だすことは困難ではあるが，一応肯認しうる理由がいくつか存する。すなわち，民
法典第1857条は，r数人の社員が業務執行の責めを負う場合において，その職務に
つきなんらの制限がなく，またはその中の1人が他の者と共同せずしては職務を執
行することができない旨の表示がないときは，これらの社員は各自すべての業務執
行行為をなすことができる。」と定めている。もちろん，取締役会内において，適
切な業務執行を担保するためには，行為の一体性（unit6d7action）を確保するこ
とが必要であり，そのためには民法典第1857条の規定は無視しなけれぽならない。
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すなわち，取締役間における権限の分離は認めなければならないが，かかる分離は
取締役会制度の目指す方向と抵触することになろう。したがって，もうひとつの解
決方法は，取締役が共同して行為することを義務づけることである。しかしながら，
これには，各決議につき，すべての利害関係人の支持がなければならないので，柔
軟性に欠けるという短所がある。それゆえ，実務上においては，柔軟でかつ組織化
された業務執行方法を可能とする多数決による決議の原則（頭数多数決）へ向うの
が通常であると思われる。
　　多数決の原則が合議体から生みだされるように，おそらくは，すでに述べた
r利益集団」（groupes♂int6r色t）の行為によって，協議機関性は促進されてき「て
いる。すなわち，多数派と少数派が，共同で業務執行を行なうことは実際には不可
能であるからこそ，多数派は，多数決を通じて，会社の経営から少数派を事実上排
除できる構成がとられるのである。反対に，取締役会における対立する利益が，協
議という方法により，判定を下されることは，きわめてよく知られているところで
ある。これに加えて，より一般的には，少数派は，自己の判断を押し通すことはで
きないが，自己の見解を示し，かつ会社の業務執行に適切な協力をなすことにより，
会社内部により進んだ調整を可能ならしめることができる。この点は，実務上，か
ならずしも無視できないものがあるといわねばならない。
　　ともあれ，取締役会の協議機関性は，その根拠を別としても，取締役会制度自
体を完成させ，かつ，それに最大限の柔軟性と効率性を与えようと寺るものであ
る。判例は，そのために，取締役会が，会議を開ぎ，協議の方法によって活動する
業務執行の合同機関（organe　collectif　de　gest1on）であることを明らかにするこ
とに努めており，このような協議機関性に反する決議は無効であるとしている
（Lyon7juin1911，mot量f，J．Soc．，1912．516；T。Com．Nantes22avri11920，
J．Soc．，1924．466；Amiens16mai1891，」．Soc．，1892．566）。
　（b）協議機関性の限界　　前記の判決例は，多数決による決議に関するものであ
る。実際には，取締役問に全員一致がある場合には，この協議による必要はないと
いうことが認められているようである。取締役の多数派のみが賛成の場合にも，少
数派は，協議によって，この多数決にとって替わることが可能であるが，反対に，
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すべての取締役が一致している場合には，この協議はもはや必要ないというべきで
あろう。このような考えは，株主総会についてもあてはまる。むしろ，株主総会に
おいて，いっそう明らかとなる（Cass．Req。24mai1869，D。1869，1．323）。
　　しかしながら，協議（d6hb6ration）に比較的広い観念をもたぜたいくつかの
判例によれば，全員一致で決議した場合ですらも，会議を開かずにこれをなしたと
きは，協議機関の決定とはなりえないとするものがあるのに注意しなければならな
い（Caen，30d6cembre1896，」．Soc，，1897．273：Lyon，20mai1911，J．Soc．，
1912．306）。
　　1940年11月16日法は，株式会社の業務執行機関を合議体（consei1）としたが，
これによって，立法者は，取締役の個人的主張を禁止したとするわけにはいかない。
実際には，それ以前の慣行に変更が加えられていないと解すべきであろう。判例も，
それに近い考えのようである。
　　比較的最近，パリ控訴院は，1867年7月24日法（旧会社法）第40条にいう取締
役会による認許と株主総会による承認を要する取引に，会社の経営にたずさわる取
締役と株主がそれぞれ個別的に同意を得た取引について，明確な判断を示した。す
なわち，たとえ，それらの者が各別に同意を得たことが証明されたとしても，会議
体を構成する者の個別的な同意をもって，取締役会の認許と株主総会の承認に替え
ることはできない。r法の要求する認許（autorisation）と承認（aPProbation）は，
自己の意見を述べるべき会社の機関の外で，個別的に聴取された意見の総和からな
るものではない。」取締役会や株主総会である会社の機関内部での議論によっての
み，rすべての者に対して，意見をたたかわせて，その場で意見を変更させるか，
議決にもちこむことになる」（Paris，18mars1959，J．Soc。，1959。325）。もちろ
ん，この結論に疑間はない。そして，おそらく，これは取締役会の存在理由のもっ
とも重要な点である。取締役会は，協議機関として設けられているのである。それ
ゆえ，取締役会の構成員をして，意見に理由を付さしめ，あらゆる事情を述べさせ
ることになり・それが他の者の意見の変更を生ぜしめることになるからである。本
判決後，数ヵ月をへて，ルウアン控訴院は，旧会社法第40条について，まったく同
様の判決を下している（Rouen，24november1959，J．Soc．，1960．322）。
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　　より最近では，1963年に，アミアン控訴院は，株式会社に関する規定に定める
手続を欠く定款の変更は，個別的な支持をえていても厳密には不存在（proprement
inexistante）とした（Amians7mai1963，R，D，C。1963，P．859）。もっとも，
この事例は株主総会に関するものであるが，取締役会についても同じである。さら
に，1964年にはパリ控訴院は，個別的な同意は，旧会社法第40条に定める取締役会
の承認に替わるものではないことをあらためて確認している（Paris131uin1964，
D．S．1965．398）。
　　もっとも新しい事例としては，1965年，セー・ヌ商事裁判所は，取締役の共同署
名による手形の振出を取締役会の決定にもとづく有効な振出と判決した。この判決
において，裁判所は，rなんらかの決議をなすことのできる取締役会は，正規にこ
れを招集し，会議を開き，かつ，合議によって決定しなけれぽならない。取締役の
全員一致によるとしても，またそこに社長が出席していたとしても，取締役が個人
の名義でなしたすべての決議は．法令上，定款上または契約上のあらゆる根拠を失
う。」としたのである（Seine3mai1965，R。D．C．1966．82）。
　　かくして，取締役会の協議機関性は明らかとなった。すなわち，協議という観
念は，会議（r6union）における取締役会の決議に不可欠の根拠を供することにな
ったのである。事実，r協議」によって，株主の利益，第三者の利益ならびに取締役
自身の利益など，さまざまな利害関係人の利益を保護することが可能となる。しか
し，そのためには，この協議は，一定の手続にしたがい，かつ，それを定める規定
を遵守しなければならない。したがって，手続（尊重）主義こそは，それ自体が目的で
はないが，真摯で効果的な協議を保障するものである。また，この手続主議により，
取締役会の自主性は，その構成員との関係で強められるが，その結果として，取締
役の職務の契約的性格は弱められる。すなわち，法文上，取締役は受任者（manda－
taire）であるにもかかわらず，実際にはそれとはほど遠い存在である。取締役は，
もはや決定につき固有の権限を有さないのみか，一定の条件のもとで，取締役会の
決議に参加するという権能のみを行使することができるにすぎない。取締役会は，
もはや受任者の集会ではなくて，業務執行についての自主的でかつ特別のr機関」
にすぎない，とする制度理論が現実の存立基盤をもつにいたっていることは疑間の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　459
　取　締　役　会
余地がないというべきであろう。
　　新会社法は，この点について，なんら特別な規定を設けることをしなかった。
そして．株式会社はr取締役会」によってこれを管理するとする1940年法の規定を
承継した（法89条）。ところで，株主総会に関してではあるが，新会社法の施行令
（1967年3月23日デクレ）には，協議の原則に矛盾する規定が存する。すなわち．
会社法施行令第134条は，株主に対する委任状は，受任者を指示することなく会社
に返送するときは，取締役会が提出した議案の採択に賛成する表決が株主の名にも
とづいてなされるべき旨，ならびに，r委任者たる当該株主が指示した趣旨で表決
することを受諾する受任者」を選定しなければならない旨を定めている。しかし，
かかる指示にもとづく表決（vote　imp6ratif）を定める本条は，本来からいえば違
法であるが，協議という基本原則に対する侵害とはなりえない。いずれにせよ，こ
の規定は，株主総会に関するものであって，取締役会に関するものではない（以上
は，Gourlay，op．cit．，pp．153－157．）。
　　　3．新会社法における経営機構　　新会社法における取締役会に関する規定
は，伝統的な法律体系との急激な訣別を回避しつつ，会社法に新たな方向づけ
（orientation）を与えようとするものであった。それゆえ，新会社法は，株式会社
の指揮と管理に関する従来の制度を維持するとともに，これと平行して，ドイツ法
を導入し，新たな類型の業務執行機関を新設した。すなわち，立法者は，会社の指
揮機関と管理機関との間に存する既存の関係を明確化しようと努めたが，それにも
かかわらず，フラソスの伝統的な株式会社の構造に内在する欠陥を除去することが
できないからである。やや具体的にいえぽ，それは．《pr6sまdent　de　conseil
d’administration》と《directeur　g6n6ra1》との職務分担についての混同・重複の
問題である。
　　こうした，いわゆる監督機関と指揮機関との事実上の重複関係は，フランスに
おいても，すでに長い間批判されてきている。たとえば，リペエルも，ドイツ法の
方が，フランス法よりも，株式会社に対しては，はるかに論理的，近代的かつ効果的
な構造を与えていると評したほどである（R圭pert，Aspects　juridiques　du　capita．
1isme　modeme，2e6d．，1951，P．121）。こうしたフランス会社法の不完全さは，
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フランスにおける資本主議が未発達である点に求めることがでぎる。したがって，
ヨーβッパ共同市場の発展に．したがい，ヨーPッパ商事法の統一化ないしはすくな
くともローマ条約加盟国の法制度の接近が要請される段階では，むしろドイツ法が
フランス法よりもモデルとされるにいたるのは驚くにあたらない。ベルギーの会社
法は’最近までフランス法にもっとも近いものであったが，そのベルギー会社法の
改正を方向づけたのは，まさにドイツ法であった。
　　しかし，それにもかかわらず，フランス会社法の改正にドイツ法と同様な方向
づけをなすことについては，疑問がもたれた。すなわち，外国の制度の導入は，伝
統はともかく，フランスの慣行（habitudes）に反するおそれがあるとする考え方
がそれである。それゆえ，新法は1当事者が自由に選択できる2種類の株式会社形
態を設けた。既存の会社も，新型の株式会社形態を選択することができる　（法118
条）。かくして，遅かれ速かれ，ヨーロッパ商事法が必要とされ，それが実現され
る段階では義務的なものとなるであろうと信じられる新たな制度が，フランス経済
の一定の分野で実験されることとなったのである。すなわち，フランス法の本質的
欠陥とされるのは，ドイツ法ではすでに実現されており，かつ，会社の経営の改善
のために分離すべきであるとされている2種類の機関を単一の機関（取締役会）に
混同している点であるが，新型株式会社においては，一方では，経営に責任を負う
べき企業の指揮機関（organe　de　la　direction　de1’entreprise）たる《directoire》
（ドイツ法の　Vorstandに相当する）と，他方では，株主を代表しかつ株主を保
護するため指揮を監督する任務を負うべき資本の代表機関（organe　repr6sentat圭f
du　capita1）たる《conseil　de　surveillance》（ドイツ法のAufsichtsratに相当す
る）の2つの機関に分離したのである。
　（1）Directoire　新型株式会社の取締役会（directoire）は，監査役会（conse量1
de　surveillance）によって選任される。その構成員は，監査役会の提案にもとづ
いて，株主総会によってのみ解任することができる。それゆえ，《directoire》は相
対的独立性（relative　autonomie）を有している。なぜならば，directo三reは，資
本，労働および顧客からなる一切の企業を構成する要素の利益，ならびに，国家の
利益としての法の遵守のために，企業を指揮する任務を負うものだからである。
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　　同様な理由で，directoireの構成員は，株主に対して責任を負わない。1940年
以来の旧型株式会社の取締役会（COnSeil　d’adminiStratiOn）との相異は，新型株
式会社のdirectoireは，原則として合議体的性格（caract6re　co116gia1）を有し
ている点である。社長（pr6sident　du　directoire）が第三者との関係で会社を代表
するときは，合議体たるdirectoireの他の構成員は平等な立場で会社内部の指揮
権を行使することができる。
　　（2）Conseil　de　surveillance　監査役会（conseil　de　surveillance）は，株
主のみによって構成され，株主総会により選任・解任されるが，企業の指揮権能を
有さず，出資者の利益のためにdirectoireを監督する任務を負うにすぎない。そ
れゆえ，指揮と監督の任務分担は，以上の2つの機関の創設により達成されたので
ある。その結果，在来の株式会社における《dirigeants》と《contr61eurs》が取締
役会内部で混合重複することに終止符がうたれた。また，これにより，《entreprise》
という観念と《soci6t6de　caPitaux》という観念との誤った同一視は消滅した。
　　監督（contr61e）の任務に限定されることによって，監査役会は，かえって，
監督権限を実効性あるものとした。すなわち，監査役会は，自ら選任・解任権を有
する会計監査役（commissaires　aux　comptes）の補佐を受け，四半期ごとに
directoireの報告を受け，随時，適否を判断すべき検査と監査を行なうことができ
る。かくして，株主は，旧制度のもとにおける指揮権のたえざる濫用におびやかさ
れた状態よりも，新制度のもとにおいてはるかに確実な保護を受けられることにな
ったのである。なぜならぽ，旧制度のもとにおいては，指揮者は，白紙委任状
（Pouvoirs　en　blanc）の慣行によって，いわぽ自己監査という絶対的な優越的地位
を占めることが，理論的にも可能であったからである（以上は，Hamiaut，II，PP・
51－54）。
　　（3）　ドイツ法との比較　　新型株式会社は，1965年のドイツ株式法の影響のも
とに創設されたものであるが，これとは若干の相異がある。それは，《conseil　de
surveillance》の地位が《Aufsichtsrat》のそれよりも若干低い点にある。フラン
ス法における株主総会の権限が，ドイツ法におけるそれよりも広汎なものであるこ
とによる。すなわち，まず第1に，directoireの構成員は，conseil　de　suwei1・
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Ianceの提案にもとづき，株主総会によってのみ解任できるが（法121条1項），
Vorstandの構成員はAufsichtsratによって解任でぎる（ドイツ株式法84条3
項）。第2に，directoireは，自ら作成し，かつ，会計監査役によって証明された
計算書類を株主総会に毎年提出しなければならないボ（法340条等），Vorstandの
作成した書類およびそれに対する決算検査役の報告書は，通常，その承認の権限を
有するAufsichtsratに提出すればたりる（ドイツ株式法172条）。第3に，direc－
toireは，法律および定款に制限列挙されている事項については，　conseil　de
surveillanceの認許を必要とするが（法128条等），Vorstandは，Aufsichtsratが
定める特定の業務については，その承認を必要とする（ドイツ株式法111条4項）
のである（Ripert　par　Roblot，t・1，p・669，なお，この点についての詳しい比較
に関しては，H．KarstenSchmidtetPatrick　Durand，Vorstand，aufsichtsrat，
directoire　et　conseil　de　surveillance－Etude　pratique　de　droit　compar6
franco－allemand　sur　la　gestion　des　soci6t6s　anonymes，J．C。P．，4avri11968
－N。14，n。83447，P．493et　suiv・を参照）。
　　（4）経済上の利点　　新型株式会社は，経済上数多くの長所をそなえている。
まず，第1に，少数株主が具体的な拘束の程度はともあれ指揮者に対して影響力を
行使するがごとき権利濫用行為や，かならずしも，株主全体（ensemble　des　action－
naires）の利益のためでも企業自体（entreprise　consid6r6e　en　elle－meme）の利
益のためでもない権利濫用行為を制限することができるように思われる。新型株式
会社の構造は，制限された数の株式しか有していない少数派が一般的利益（int6r6t
g6n6ra1）にしたがって活動する指揮者を追放することを・いっそう困難なものと
するであろう。
　　第2に，新型株式会社は，逆に，多数株主が支配するもとで，少数株主の地位
を害したり，企業に関するその他の利益を害したりする危険を予防することができ
る。かかる会社形態においては，外国会社が支配するフラソスの子会社に対する絶
対的権力（toute－puissance）の行使を，一定限度ではあるが，制限することができ
る。したがって，このような条件のもとでは，外国の会社集団によるフラソス企業
への資本参加は，フランスの国益的観点よりすれば危険性は少ない。なぜならぽ，
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外資による資本参加は，かならずしもフランス人の指揮者の追出しにはつながらな
いからである。この指揮者の地位の相対的独立性は，外資という多数派の圧力に対
する抵抗を可能とするであろう。
　　第3に，かかる新型株式会社形態は，国または公共団体が支配権を有する一定
の企業の指揮に対して，その経営における行政権力たる後見人の任務と企業者の任
務との混同を回避し，かつ，はるかに望ましい責任の独立性を付与することに役立
つであろう。
　　以上のごとき長所は，すべて，新型株式会社においてはその株主総会が企業者
であるとみるべきであり，株主が企業の所有者だとする法律上の擬制を避けること
を可能とすることから生じるのである。経済的社会的実態は，さまざまである。新
型の会社構造の長所は，経済的実情をふまえたうえで，法と現実とを調和させよう
とするものである。その結果，現実には株主の代表によって監督され，かつ，窮極
的には従業員の代表によって監督される指揮者によって，真に責任ある経営を行な
うことがでぎるようになるのである。新会社法は，この会社形態の選択の利益を定
款上の規定に委ねている。それゆえ，この会社形態の選択を拒否することは自由で
ある。しかし，この改革に反対する理由は，どこにも見出すことはできないといわ
ねばならない（Hamiaut，H，P．54）。
法第89条〔取締役会の構成〕
　①株式会社は，3人以上12人以下の者で構成される取締役会によりこ
れを管理する。ただし，合併の場合には，取締役の人数は，24人をこえ
ないかぎり，合併当事会社に6ヵ月以前より引続き在任している取締役
の合計数までは12人をこえることができる・
　②新たに合併する場合を除き，取締役の人数が12人未満とならないか
ぎり，新たに取締役を選任し，または死亡し，解任されもしくは辞任し
た取締役の補充を行なうことができない。
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　③前項の規定にもかかわらず，社長が死亡しまたは辞任した場合で，
かつ取締役会がその構成員の1人をもってこれを補充することができな
いときは，第94条に規定する場合を除き，取締役会は社長の職務を行な
うべき補欠取締役を選任することができる。
　Loi　Art．89．一La　soci6t6anGnyme　est　administr6e　par　un　conseil
d’administration　compos6de　trols　membres　au　moins　et　de　douze
membres　au　plus　l　toutefois，en　cas　de　fusion，ce　nombre　de　douze
pourra　　etre　d6pass6　jusqu，a　　concurrence　du　　nombre　tota1　（ies
administrateurs　e鍛　fonctio簸　（1epuis　plus　de　six　mois　（1ans　les
soci6t6s　fusionn6es，sans　pouvoir6tre　sup6rieur　a　vingt－quatre．
　Sauf　en　cas　de　nouve11e　fusion，　ii　ne　pourra　etre　proc6d6　a
aucune　nomination（ie　nouveaux　administrateurs，ni　au　remplace－
ment　deS　administrateUrS　d6C6d6s，r6vOqU6s　Ou　d6miSSiOnnaireS，
tant　que　le　nombre　des　administrateursゴaura　pas6t6r6duit　a
douze．
　Toutefois，en　cas　de　d6cさs　ou　de　d6miss三〇n　du　pr6sident　du
conseil　d’administration　et　si　le　conseil　n’a　pu1e　remplacer　par
un　de　ses　membres，il　pourra　nommer，sous　r6serve　des　dispositions
de　rarticle94，un　administrateur　supP16mentaire　qui　sera　apPe16
aux　fonctions　de　pr6si（ient．
　〔解　説〕
　　　1．序説　　本条は，単に，1940年11月16日法第1条第1項を承継したにす
ぎない。また，合併の場合の例外的措置についても，旧法のもとにおいてすでに実
施されていたものである（1954年11月22目法によって改正された1940年法1条5項・
6項，7項参照）。
　　フランスでは，1940年法によって，取締役会制度を確立したが，取締役会自体
は法人格を有するものではなく，株式会社の管理機関であるにすぎない。したがっ
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て，取締役会は，自己の名をもって，裁判上訴を提起することはできない（Nancy・
19juillet1946，D．1947，525）。
　　ところで，1945年2月22日のオルドナンスは，従業員の代表たる企業委員会
（comit6s　d’entreprises）を創設したが，1946年5月16日法によって改正されたそ
の第3条により，企業委員会の代表2人に，取締役会のすべての会議に出席するこ
とを認めた。これは，従業員代表の諮問権の延長線上の権利であるにすぎないから，
出席権は認められるが，議決権は当然のことながら認められない。取締役会は資本
の利益を代表するものであり，労働の利益を代表する企業委員会の代表を取締役会
に出席させることに対しては強い批判がある（Ripert　par　Roblot，P，658）。　しか
し，ドイツ株式法第96条第1項が監査役に労働者代表を加えているように，経営の
社会化の方向として，その批判はかならずしも正当なものとはいえない。
　　　2．取締役の人数　　（1）原則　　取締役会は，3人以上12人以下の構成員
たる取締役に．よって構成しなければならない。この範囲内においては，定款をもっ
て自由に取締役の人数を定めることができる。すなわち，たとえば，3人とか，3
人ないし9人とか，自由に定めることがでぎ，後者の場合においては，通常株主総
会は，その最低数であれ，最高数であれ，自由に決定することができる（法89条1
項）。
　　取締役の死亡，辞任またはその他の事由により，取締役の人数が定款または法
律の最低限度を下廻ることになった場合には，株主総会による決議または取締役会
の構成員による選挙（cooptation）をもって，欠員を補充しなければならない（法
94条参照）。在職中の取締役の人数が3人を下廻るときは，取締役会による選挙の
方法を用いることはできない（法94条2項）。
　　（2〉合併の場合の例外　　合併を円滑に進めるために，合併当事会社の取締役
会の人数は12人をこえることが例外的に認められている。しかしながら，この例外
には，最高限の制限があり，かつ，暫定的なものにすぎない。
　　まず，12人の法定最高限の人数制限は，合併当事会社に少なくとも6ヵ月以前
より引き続き在任している取締役の合計数にいたるまでは，これを超過することが
でぎる（法89条1項）。しかし，合併当事会社の数が2社をこえた場合でも，なお，
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取締役の合計数は24人をこえることができない（法89条1項）。また，新型の株式
会社と旧型の株式会社が合併する場合についても，同じである（法152条参照）。
　　つぎに，合併によって12人をこえる人数からなる取締役会を有する会社は，例
外的に認められた暫定措置にすぎないのであるから，通常の状態である12人以下に
取締役の人数をしだいに減少しなけれぼならない。
　（a）一般原則　　合併の場合には，取締役の人数が12人未満とならないかぎり，
新たに取締役を選任し，または，死亡し，解任されもしくは辞任した取締役の補充
を行なうことができないのが原則である（法89条2項）。それゆえ，法が許容する
最高限24人に達していない場合でも，当然，この原則を遵守しなければならない。
　　この禁止原則は，新たな取締役の選任（nomination）および死亡し，解任さ
れもしくは辞任した取締役の補充（remplacement）の場合にのみ適用されるにす
ぎないのであるから，その反対解釈として，任期満了となった取締役の任期の更新
（renouve11ement　du　mandat）は有効であり，同一人たる取締役の任期の更新に
は制限がないと解される。
　（b）新たな合併の場合の例外　　一連の合併を円滑に行なうために，最初の合併
の後に成立する取締役会に対して，新たに取締役を選任することは禁止されている
が，さらに別の合併が行なわれた場合には，新たな取締役の選任が例外的に認めら
れる（法89条2項）。この場合には，存続会社または新設会社の取締役の人数の最
高限は，新たな合併の行なわれる日に，合併当事会社において6ヵ月以上前から引
き続き在任している取締役の合計数であるが，24人をこえることはできない。
　（c）社長が死亡または辞任した場合の例外　　社長が死亡または辞任した場合で，
かつ，取締役会がその構成員の1人をもってこれを補充することがでぎないときは，
取締役会は社長の職務を行なうべき取締役を新たに選任する例外が認められている
（法89条3項）。
　　この例外については，つぎの2点に注意しなけれぽならない。第1に，社長の
職務を行なうべき新たな取締役の取締役会による選任は，辞任した社長が取締役た
る地位についてはこれをなお維持している場合にも行なうことができる。しかし，
これは，一連の合併によって，一時的に法定制限数をこえた取締役会についての特
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別な措置である。それゆえ，この場合を除いては，取締役の人数は12人をこえるこ
とができない。すなわち，社長が辞任してもなおその取締役の地位を保持している
場合には，当該社長を補充するために13人目の取締役を取締役会が選任することは
できない。社長の職務を行なうべぎ取締役の選任の場合にかぎられる。
　　第2に，この例外には，法文上は，社長の解任（r6vocation）の場合は含まれ
ていない。しかし，この場合にも，法第89条第3項を適用できると解すべきであ
る。なぜならば，解任の場合を除外すると，残りの取締役のいずれも社長に不適格
な場合には，社長の後任者を見だすことができないのは，死亡（d6cさs）　と辞任
（d6m至ssion）の場合と変わるところがないからである。
　　（3）分割合併の場合の例外　　法第89条は，取締役の人数の最高限を12人とす
る原則に対する例外については，合併についてのみ定めているにすぎないが，本条
は，分割合併（fusions－scissions）々こ対しても適用あると解すべきである（法371
条2項参照）。なぜならば，本条は，企業再編成を円滑にする目的で制定されたも
のであるが，分割合併の場合にも，事情は変らないからである。ただし，本条は分
割（scissions）の場合には適用されないことはいうまでもない（法371条3項参
照）。
　　　3．本条違反の効果　　取締役の人数に関する本条が無視されることは，実
際上はきわめてまれなことである。しかしながら，取締役の選任が法定最高限の12
人をこえる場合がないわけではない。そして，この場合には，その選任は無効原因
となる（法360条2項）。
　　この選任の無効は，原則として，法定制限数をこえた取締役の加わった決議の
無効をきたす（法93条1項の反対解釈）。しかしながら，この決議は，不適法に選
任された取締役の議決権を除外してもなお，有効に取締役会の決議を行なうに必要
な定足数と多数決の要件を満たすときは，有効と解される（Mercadal　et　aL，PP．
347－351）。
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法第90条〔取締役の任期および選任・解任手続〕
　①取締役は，創立総会または通常総会によってこれを選任する。第88
条に定める場合においては，取締役は定款によってこれを指名する。取
締役の任期は，定款によってこれを定め，総会による選任の場合は6年，
定款による選任の場合は3年をこえることができない。
　②取締役は，定款に別段の定めのないかぎり，これを再選することが
できる。取締役は，通常総会により，いつでもこれを解任することがで
きる。
　③前2項の規定に反する選任は，第94条に定める条件にしたがって行
なうことのできる場合を除き，すべてこれを無効とする。
　Loi　Art．90．一Les　administr＆teurs　sont　nomm6s　par1’assembl6e
g6n6rale　constitutive　ou　par　rassemb16e　g6n6rale　ordinaire．Dans
le　cas　pr6vu　a　rarticle88，ils　sont　（i6sign6s　（ians　les　statuts．La
dur6e　de　leurs　fonctions　est　d6termin6e　par　les　statuts　sans
pouvoir　exc6der　six　ans　en　cas　de　nomination　par　les　assembl6es
96n6rales　et　trois　ans　en　cas（ie　nomination（ians　les　statuts．
　Les　a（1ministrateurs　sont　r661igibles，sauf　stipulation　cont：raire
des　statuts．11s　peuvent　etre　r6voqu6s　a　tout　moment　par1，assem－
b16e　g6n6rale　or（iinaire．
　Toute　nomination　intervenue　en　violation　des　dispositions
pr6c6dentes　est　nulle，　ゑ　1’exception　de　celles　auxquelles　il　peut
etre　proc6d6dans　les　conditions　pr6vues　a1’article94．
令第77条〔取締役の任期満了の時期〕
　取締役の職務は，経過した営業年度の計算書類について審議し，かっ，その取
締役の任期が満了する年度内に行なわれる通常株主総会の終結時をもって終了す
る。
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　D6c，Art．77．一Les　fonctions　d’un　administrateur　Prennent丘n　a　rissue
de　la　r6union　de　I’assembl6e　g6n6rale　ordinaire　des　actionnaires　ayant
statu6sur　les　comptes　de1’exercice　6cou16et　tenue　dans1’ann6e　au
cours　de　laquelle　exp至re　le　mandat　dudit　administrateuL
　〔解　説〕
　　　1．序説　　本条は，2種類の取締役を認めた。すなわち，創立総会または
通常総会における議決をもって選任しなければならない取締役（公募会社の場合
一法79条参照），ならびに，定款をもってのみ指名することのできる取締役（非
公募会社の場合一法88条参照）とがそれである。ただ，後者の非公募会社の取締
役の定款による選任方法は，最初の取締役（premiers　administrateurs）について
のみ認められるものである点を注意しなければならない。その点が旧会社法との相
異である。
　　本条は，いうまでもなく，強行規定（ordre　public）であり，これに反する定
款の規定は無効である。
　　　2．取締役の任期　　取締役の任期（dur6e　des　fonctions）をま，定款で定
めなければならないが，その任期の最高限は，
　　一非公募会社の設立の際に，定款によって指名される最初の取締役について
は3年，
　　一公募会社の最初の取締役を含め，公募会社たると非公募会社たるとを間わ
ず，創立総会または通常株主総会によって選任される取締役については6年，
とされ（本条1項），この最高限を超えた場合には，すべて無効である（本条3項）。
ただし，この選任が適法に公示されたときは，会社または第三者は，その債務を免
れるため，その者の選任が適法でないことを主張することができない（法8条参
照）。また，定款の指名する最初の取締役の任期は，商業登記簿への登記の日から
開始し，その他の取締役のそれは，選任の日から開始する。
　　逆に．取締役の任期は，すでに経過した営業年度の計算書類について審議しか
つその取締役の任期が満了する年度内における通常株主総会の終結時をもって終了
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する（令77条）。たとえぽ，かりに1970年5月20日に6年の任期で取締役を選任し，
同年12月31日に計算書類を閉鎖した会社の場合においては，当該取締役の任期は，
1975年度の計算書類について審議する1976年5月20目前後に開かれる株主総会をも
って終了する。これは，通常株主総会の会日前に取締役の任期が終了したり，計算
書類の作成とか招集手続とかの実務上の理由で総会の会目を早めることができない
場合に，取締役の任期更新のためにのみ総会を招集することを避けようとする実務
上の要請にしたがったものである。その結果は，取締役の任期が，法定の最高限よ
り少し伸長また縮減する場合が生じうる。たとえば，上の例において，1975年度の
計算書類を承認する株主総会が1976年5月20目以降に開催された場合には任期が伸
長され，5月20日前に開催された場合には縮減されることになる。もちろん，令第
77条の適用によって法定最高限を超えた場合でも，この場合は有効と解すべきであ
る（Mercadal　et　aL，P。372）。
　　　3．任期の更新　　定款に別段の定めのないかぎり，取締役を再任すること
はさしつかえない（本条2項）。問題は，取締役の半数ずつを交替させるといった，
いわゆる順次交替制（renouvellement　par　roulement）により，取締役の一部交
替が認められるかであるが，この点については規定を欠いているので，旧会社法の
もとにおけると同様，定款でもってこの制度を採ることが可能であると解される。
ただし，各取締役の任期の最高限は6年をこえることができないことはいうまでも
ない（Trouillat，p．303）。
　　取締役の再任については，いかなる公示手続も必要でないと解される。なぜな
らば，この公示手続は，第三者に対して，取締役会の構成に生じた変更について知
らせるためのものであり，再任により取締役会の構成員に変更がない場合にはその
必要がないからである（令287条参照，なお，令33条および令58条を参照）。
　　　4．任期の終了　　取締役の終任事由には，任期満了（法90条1項），制限
年令（法90－1条），死亡，会社の解散，新型株式会社制度の採用，解任および辞任
がある。ここでは，解任および辞任につき，若干詳しく説明を加えておこう。
　　（1）解任　　取締役の解任（r6vocation）は，通常株主総会により，いつでも
これを行なうことができる（本条2項）。取締役が，定款により指名された場合で
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あると，株主総会により選任された場合であるとを問わない。この株主総会の解任
決議は，いかなる理由をも必要としない。すなわち，解任は，任意（ad　nutum）
に行なうことがでぎ，いかなる制限も存しない。したがって，解任を困難とする定
款の規定，とりわけ，一定の場合には解任を認めないとか，解任される取締役に対
する賠償金の支払とかを定める定款の規定は無効である。このように，取締役の任
意解任の原則が認められているのは，取締役と会社の関係がフランス会社法のすべ
てを支配する契約観念（conception　contractuelle）にもとづいているからである
（Trouillat，p．303）。もっとも，解任の措置が不正または不当な事由による場合に
は，解任される取締役は，会社に対して，損害賠償（dommages－int6rets）の請求
をなすことを妨げない（Cass。com．21juillet1969，Bu1L　IV．261）。
　　取締役の解任は，法第92条第2項により，通常株主総会の決議事項に属し，定
款により，通常株主総会につき法の定める定足数および多数決の要件よりも加重し
た要件を定めることができない。解任について審議するために特別に招集された通
常株主総会についても，同じである。したがって，解任決議は，いつでもこれを行
なうことができ，たとえ特別株主総会中においてですらも，通常株主総会について
定める定足数と多数決の要件をもって，有効な解任決議を行なうことができる。
　　さらに，法第160条第3項は，r議事目程に記載のない場合においても，総会
は，1人または数人の取締役を解任し，かつ，その後任者を補充することができ
る」として，随時解任の原則を明確にしている。
　　（2）辞任　　取締役の辞任（d6mission）には，自己の意思にもとづく辞任
（d6mission　volontaire）と自己の意思にもとづかない辞任（d6mission　forc6e）
とがある。
　（a）任意辞任　　取締役は，理由なくして，辞任することができる。株主総会は，
この辞任を拒否することがでぎない。したがって，取締役は，自己の辞任の意思を
会社に通知したときに，その職務を解かれるが．この辞任は，公示手続を行なった
後でなければ，第三者に対して対抗できない（法8条参照）。
　　しかし，この辞任が，会社に損害を与える意図（intention　de　nuire）または
時宜を失した方法（faGon　intemPestive）でなされた場合には，取締役は，会社に
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対して損害賠償責任を負うと解すべきである。
　（b）強制辞任　　取締役は，無能力者となった場合，刑法（1935年8月8日デク
レ・・ワおよび1947年8月30目法）または新破産法（1967年7月13日法）によって
業務執行権の禁止または失権を宣告された場合には，辞任しなければならない。兼
任不能の職業または活動を行なった場合も同様である　（法93条解説参照）。これを
強制辞任と呼ぶ。
　　その他の自己の意思にもとづかない辞任事由としては，取締役を8社をこえて
兼任する取締役が自然人の場合（法92条参照），資格株を有さない場合（法95条参照），
取締役の年令制限につき法律または定款に定める比率をこえた場合（法90－1条参
照）などがある（MercadaletaL，pP。373－374）。
　　取締役が辞任を承諾しない場合には，株主総会で解任しなければならない。
　　　5．　終任の公示　　死亡，辞任，解任またはその他の事由によって取締役の
任期が終了した場合には，公示手続によって第三者に周知させなけれぽならない
（法8条参照）。
法第90－1条〔取締役の年令翻限〕
　（1970年12月31日法律第70－1284号により追加）①定款には，取締役
の職務の遂行に関し，取締役の全員またはその一定割合の者に対して適
用すべき年令の制限を定めなければならない。
　②定款に明文の規定がないときは，70才を超える取締役の人数は，在
任中の取締役の3分の1を超えることができない。
　③前項に定める規定に反する選任は，すべてこれを無効とする。
　④定款に他の手続を定める明文の規定がなく，取締役の年令について
定める定款上または法律上の制限を超えている場合には，最年長の取締
役は，当然に辞任したものとみなす。
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　Loi　Art．90－1r（L．nQ70－1284du31d6c．1970）Les　statuts　doiv－
ent　pr6voir，pour　rexercice　des　fonctions　d’administrateur，une
limite　dフage　s’appliquant　soit　a1’ensemble　des　administrateurs，soit
a　un　pourcentage　d6termin6d’entre　eux．
　A　d6faut　de　disposition　expresse　dans　les　statuts，ie　nombre　des
administrateurs　ayant（i6pass61’age　de　soixante（lix　ans　ne　pourra
etre　sup6rieur　au　tiers　des　administrateurs　en　fonctions。
　Toute　nomination　intervenue　en　violation　des　dispositions　pr6vues
a1’alin6a　pr6c6dent　est　nulle．
　Ad6fautdedispositionexpressedanslesstatutspr6voyantune
autre　proc6dure，10rsque　la　limitation　statutaire　ou16gale丘x6e
pour1’age　des　administrateurs　est　d6pass6e，1’administrateur　le
Plus含96est　r6put6d6missionnaire　d’o租ce．
　〔解　説〕
　　　1．序説　　本条は，1970年12月31日法律第70－1284号によって追加された
規定であるが，比較法的に他に例をみない規定であって注目される。とはいえ，本
条は，フランスにおいて，1970年にいたって唐突に出現したものではない。取締役
の年令制限（limite　d’age）については，新会社法制定の過程で修正案として提案
されていたばかりか（Trouillat，p・303），それ以前にも・類似の立法を経験して
いるのである。
　　民法典の旧第433条は，r満65才以上の者は後見人（tuteur）となることを拒
絶することができる。この年令以前に選任された者は，70才に達したときは，後見
人の職を免ずることができる。」とされていたが，会社法においても，フランスに
おいて，取締役会制度を確立した1940年11月16日法第3条は，70才以上の者は，i新
会社法第92条とは異なり，2社の取締役会をこえて3社以上の取締役会の構成員と
なることができない旨を定めていた。この規定は，1953年7月7目法によって廃止
されたが，本条の規定は取締役自体の年令制限を定めるものとして，ぎわめて特異
な立法である（Jean　H6mard，Frangois　Terr6et　Pierre　Mabilat，Soci6t6s
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commerciales，tome　premier，1972，pp。753－754）。
　　　2．取締役の年令制限の理由　　取締役の年令を制限する理由ないし根拠は，
きわめて政策的なものである。新会社法の制定過程において，r年令が70才をこえ
る者は，いかなる者といえどもこれを取締役会の構成員に選任することができな
い」との修正案が提出されたにもかかわらず，政府の反対で否決されたが（J。O．
D6b。S6nat，20avr。1966，p．207et208），1969年には，逆に政府から改正を提
案されたのであった。
　　第1の理由は，会社の直面する現実的な問題に対する配慮からであり，取締役
の平均年令がきわめて高い場合が多いため，それが，企業の活力の制約　（frein
au　dynamisme　de　rentreprise）　となっている点がそれである（」．0．D6b．Ass．
nat．，16sept。1969，P。2254）。すなわち，フランスにおいては，取締役の平均年
令はきわめて高く，80才にも達している者が決してまれでないという。
　　第2の理由は，政策的な考慮からであって，一方では，国際市場での競争がま
すます活発となっているおりからフラソスの企業に活力を与えるためであり，他方
では，責任ある地位につくべき若年幹部の数を次第に多くするためである（」．O．
D6b．S6nat，17d6c．1970，p．2974）。もちろん，これはヨーρッパ共同体の発展か
らくる要講である。
　　このような理由にもとづく取締役の年令制限に対しては，多くの批判が加えら
れた。まず第1に，年令による職務の差別は人権宣言（D6claration　des　droits　de
rhomme）に反するのではないかとする批判が加えられたが，これは，市民的平等
（6galit6civii）は年令にもとづく差別をすべて排除するものではなく，この差別が
恣意的な差別（d三stinctions　arbitraires）であったり，とくに長子の特権（privi1鎗e
d’ainesse）であったりした場合に，市民的平等に反することになるにすぎないとし
て，退けられた。また第2に，労働の自由の原則に反するとの批判があったが，こ
の原則は立法による年令制限を排除しない。第3に，株主の権利の行使を妨げると
いう限度で財産権の侵害であるとの批判もあったが，むしろ，それは契約自由の原
則（principe　de　la　libert6contractuelle）に反するというべきであろう。こうし
て，さまざまな批判をあびつつも，取締役の年令制限は，社長（法110－1条），副社
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長（法115－1条），新型株式会社の役員（法120－1条，法129－1条）ならびに株式合資
会社の役員（法252d条，法253－1条）の年令制限とともに立法化をみるにいたった
のである　（H6mar（1et　a1。，1，PP．754－757）。
　　3．法律にもとづく年令制限　　定款をもって年令制限を定める場合が原則
であるが，その定めのない場合には，70才をこえる年令の取締役の人数は，在任中
の取締役の3分の1をこえることができない（本条2項）。これに反する選任は，す
べて無効である（本条3項）。取締役の年令について定める法律上の割合（quota）
をこえた場合には，最年長の取締役が当然に辞任したものとみなされる。ただし，
その補正手続について定款上他の手続を定めている場合はこのかぎりでない（たと
えば，抽籔，在任期間が最長の取締役の辞任等）。
　法律上の規定の厳格な適用は，存在中の取締役が3人またはその倍数の場合に
は，連鎖的な辞任を生ぜしめるにいたる。たとえば，70才をこえる者を3人含む9
人よりなる取締役会の場合に，Aが75才，Bが73才，Cが72才であったとする。こ
の場合に，Dが70才をこえると，Aは当然に辞任したものとみなされる。そうする
と取締役の人数は8人になり，かつ，そのうち70才をこえる取締役は3人となるの
で，Bも当然に辞任したものとみなされることになる。こうした場合，取締役の人
数が法定の最高限に達し，ているときには（12人，合併の場合には12人以上24人以
下），いかなる措置をとることもできないが，反対に，取締役の人数が3人，6人ま
たは8人のときには，あらかじめ株主総会で後任取締役を選任しておくことによっ
て，この問題を解決することができる。
　　4。定款にもとづく年令制限　　法律上の年令制限は，補充規定たる性格を
有しており，したがって，定款に別段の定めがない場合にのみ適用される。したが
って，定款は，取締役の全員またはそのうちの一定割合の者に対して，その年令を
制限することがでぎる（本条1項）。
　　ところで，この定款に反する取締役の選任は，法律上の制限が適用される場合
とは異なり，明文上においては無効とはならない点に注意すべぎである。法第9ひ1
条第3項は，第2項を受けて，法律上の制限の場合についてのみ，その違反を無効
としているにすぎない。
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　　取締役の年令が定款に定める制限をこえた場合には，最年長の取締役は当然に
辞任したものとみなされるが，法律上の制限の場合と同じく，定款に他の補正手続
を定めておくことができる（本条4項参照）。
法第91条〔法人取締役とその常任代表者〕
　①法人は，これを取締役に選任することができる。この選任に際して
は，法人は常任代表者を指名しなければならない。常任代表者は，自己
の名において取締役である場合と同一の条件および義務にしたがい，同
一の民事責任および刑事責任を負う。ただし，この者がその代表する法
人と連帯責任を負うことを妨げない。
　②法人が常任代表者を解任するときは，同時にその補充をしなければ
ならない。
　Loi　Art．91．一Une　personne　morale　peut　etre　nomm6e　adminis－
trateur．：Lors　de　sa　nomination夕elle　est　tenue　de　d6signer　un
repr6sentant　permanent　qui　est　soumis　aux　memes　conditions　et
obligations　et　qui　encourt　les　memes　responsabilit6s　civile　et　p6nale
que　s’i16tait　administrateur　en　son　nom　propre，sans　pr6judice　de
la　responsabilit6solidaire　de　la　person豊e　morale　qu’il　repr6sente．
　Lol’s（lue　la　personne　morale　r6voque　son　repr6sentant，elle　est
tenue　de　pourvoir　en　meme　temps　a　son　remplacement．
令第78条〔常任代表者の任期，解任手続等〕
①取締役に選任された法人により任命される常任代表者の任期は，この法人の
任期と同一の期間とする。常任代表者は，法人取締役の委任の更新ごとに確認さ
れなけれぽならない。
　②法人がその常任代表者を解任するときは，この法人は，会社に対し書留郵便
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をもって，その解任ならびに新たな常任代表者の身分の同一性を遅滞なく通知す
る義務を負う。常任代表者が死亡しまたは辞任した場合も同じとする。
　D6c．Art．78．一Le　mandat　du　repr6sentant　permanent　d6sign6par　une
personne　morale　nomm6e　admin量strateur　lui　est　donn6pour　la　dur6e　du
mandat　de　cette　demi6re．11doit　etre　con丘rm610rs　de　chaque　renouve1－
1ement　du　mandat　de　la　persome　morale　administrateur．
　Si　la　personne　morale・r6voque　le　mandat　de　son　repr6sentant　perma－
nent，elle　est　tenue　de　notifier　sans　d61ai乞1a　soci6t6夕par　lettre　recom．
mand6e，cette　r6vocation　ainsi　que　ridentit6de　son　nouveau　repr6sentant
permanent．Il　en　est　de　meme　en　cas　de　d6cさs　ou　de　d6mission　du
repr6sentant　permanent・
令第79条〔常任代表者の公示手続〕
　常任代表者の指名ならびにその任期の終了は，この者が自己の名において取締
役であるときと同一の公示手続にしたがわなければならない。
　D6c．Art．79．一La　d6signation　du　repr6sentant　permanent　ainsi　que　la
cessation　de　son　mandat　sont　soumises　aux　memes　formalit6s　de　publicit6
que　s’i16tait　administrateur　en　son　nom　propre・
　〔解　説〕
　　　1．序説　　フランスにおいては，法人（personne　morale）が取締役の職
務を担当することができることについては，すでに新会社法以前から異論のないと
ころであった。すなわち，法人は，通常，全般的指揮権を与えられた自然人（pe卜
sonne　physique）である株式会社の社長または副社長，有限会社または合名会社
の業務執行者等によって，取締役会において代表されており，また・それ以外の者
によって代表されることも可能であった（法人取締役制度の形成と展開については，
奥島r法人取締役理論とフランス会社法」早稲田法学会誌19巻（昭44）1頁以下を
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参照）。
　　新会社法は，旧会社法のもとにおける学説・判例によって発展せしめられてぎ
た法人取締役（personne　morale　administrateur）を法認するとともに，常任代
表者（repr6senねnt　permanent）制度を新たに創設した。この常任代表者は，本
条の表現によれば，r自己の名において取締役である場合と同一の条件および義務
にしたがい，同一の民事責任および刑事責任を負う」として，取締役と同視される
のであるが，実務上は多くの問題を残している（詳しくは，奥島rフランス新会社
法における法人取締役と常任代表者制度」比較法学6巻2号（昭45）97頁以下参
照）。
　　なお．合名会社および合資会社の業務執行者には法人業務執行者が認められて
いるが（法12条2項，法24条参照），有限会社の場合には法人が業務執行者として
の資格を有さない点に注意しなければならない　（法49条1項参照）。有限会社の業
務執行者の地位は，株式会社の社長のそれに比すべきものであり（Hamiaut，1，P．
64），社長は自然人でなければならないからである（法110条1項）。
　　　2．　常任代表者の法的地位　　（1）法入を代表すべき常任代表者としてだれ
を選任するかは，まったく法人の自由である。通常，この常任代表者には，取締役
または幹部職員（cadres　suP6rieurs）が選任されるが，会社外の第三者であっても
さしつかえない。しかしながら，選任の自由は事実上制限されている。なぜならば，
常任代表者は，この者が自己の名において取締役である場合と同一の条件にしたが
い，かつ，同一の義務を負うからである。したがって，以下のごとき，取締役に対
する規定の適用が問題となる。
　（a）欠格事由および業務執行権の禁止　　取締役の欠格事由（たとえば，公務員，
国会議員，弁護士等）および業務執行権の禁止に関する規定は，常任代表者にも適
用ありと解されている（Gourlay，oP・cit・，P・102）。
　（b）使用人兼務取締役の制限　　自然入たる取締役と同じく，会社の従業員ない
し使用人（salari6）は，その労働契約がその選任に先立つ少なくとも2年前に締結
され，かつ，実際の労働に対応するとぎにのみ，他会社の取締役たる自己の会社の
常任代表者にこれを選任することができる（法93条1項参照）。さらに，取締役た
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る会社の使用人たる常任代表者は，使用人兼務取締役の数が在任中の取締役の3分
の1をこえることができないとする法第93条第2項の適用につき，これを使用人中
に算入しなければならない。
　（c〉取締役の年令制限　　常任代表者は，取締役と同視されるので，年令制限に
関する3分の1の割合に算入される（法9α一1条参照）。
　（d）取締役の兼任制限　　自然人がフランス本土に本店を有する株式会社の8社
をこえる取締役会に所属することは禁止されているが，常任代表者は適用除外され
ている（法93条3項）。したがって，同一人が複数の法人の8社をこえる常任代表
者を兼ねることができる。
　（e）資格株　　常任代表者は，自ら株主であることも，定款に定める数の株式を
有することも，必要ではないと解される（J．0．D6b．S6n．，19nov，1968，P．1117；
Gourlay，op・cit・，p．102）。なぜならぽ，取締役は法人であり，常任代表者自身が
取締役ではないからである。
　（f）定款の特別条項　　定款に取締役の資格として特別の要件（経験，国籍等）
を定めている場合には，この要件は常任代表者に対しても適用することができる。
逆に，定款に，取締役たる法人に対してではなく，常任代表者に対してのみ適用さ
れる差別的な資格要件を定めることができるか否かは疑問である。この場合には，
常任代表者は，事実上，法第91条に定めるように，その名において取締役である場
合とr同一の条件」にしたがうことはできないであろう。
　　（2）常任代表者を取締役と同一視することから生ずる前述の問題とは別に，常
任代表者の選任に関して以下のような問題がある。
　（a）法人取締役の常任代表者は，自己の名においてさらに同一の会社の取締役に
なることができるであろうか。明文上これを禁止する規定は存しないが，このよう
な兼任は立法の趣旨に反すると解すべきである（Daniel　Basti＆n，Lar6fome　du
iroit　des　soc三6t6s　commerciales－Soci6t6s　par　actions，」．C．P．1968．1．2183
n。434）。すなわち，取締役が他の取締役の継続的な委任を受けることを黙示的に
禁止している令第83－1条からも，この解釈を導くことができる。
　（b）　1社の複数の法人取締役は，同一人を常任代表者に選任することがでぎるで
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あろうか。かかる選任を認めない法文は存しないが，このような解釈は，常任代表
者制度を設けた立法趣旨に反し，かつ，取締役会の会議体的性格に反すると解され
る。
　（c）常任代表者の職務代行者（SUPP16ant）を選任することがでぎるか。常任代
表者の解任，辞任または死亡の場合には，これに代わる職務代行者を選任すること
がでぎると解される。取締役たる法人は，あらかじめ後任者の氏名を会社に知らせ
なけれぼならないが（令78条3項参照），いつでも自由にその常任代表者を交替さ
せることができるからである。これによって，常任代表者に突然の終任事由が生じ
た場合でも，法人取締役の職務の継続を確保することができる。反対に，常任代表
者の職務代行者は，常任代表者の一時的故障（empechement　momentan6）の場
合に，これと交替することはでぎない。しかし，常任代表者は，取締役会の会議に
ついて，法人取締役を代表すべき会社の他の取締役に自己の代理を委任することが
できることはいうまでもない（令83－1条1項，3項参照）。
　　　3．常任代表者の任命権者　　常任代表者の任命権者については，なんら法
令上の規定は存しない。しかし，法律上の代表者は，この者が自ら会社代表権をも
つことのできる場合に，常任代表者の任命権を有すると解されている。その結果，
　一合名会社，合資会社および株式合資会社の場合においては，常任代表者の任
命は，業務執行者の権限に属する，
　一新型株式会社の場合においては，その社長（pr6sident　du　directoire）また
はdirectoireの構成員（directeurs　g6n6raux）々こ属する，
　一旧型株式会社の場合においては，社長または副社長の権限に属する。
　　社長または業務執行者の権限は定款によって制限することができるのであるか
ら，常任代表者の任命は，取締役会の決定または社員総会の決議にもとづく旨を定
款に定めることができる。ただし，かかる定款の定めは，第三者に対し，したがっ
て，法人取締役を選任した会社に対しては対抗できない（法113条参照）。
　　常任代表者の任命は，遅くとも，法人が取締役に就任する際に行なわなければ
ならない（法91条1項）。この任命は，法人を取締役に選任する株主総会の議決の
以前になされるので，義務的ではないと解すべきであろうか。また，取締役の候補
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者について株主に与える情報として（令135条参照），常任代表者に関する情報に、
ついては株主に提供しなくてもよいであろうか。いずれも，否定的に解すべきであ
る。なぜなら，常任代表者は，その地位への就任により，取締役たる法人こそが株
主総会で選任され会社の最高の地位についているのであるという現実を明示する機
能を有するからである。さらに，取締役たる法人は，その常任代表者の意向にかか
わらず，いつでもこの者を解任し後任を補充することがでぎるのであるから，常任
代表者の氏名を知っておくことは株主にとって必要なことである。
　　　4．常任代表者の公示　　常任代表者を任命したときは，ただちに，この者
が取締役としての職務を担当する会社（soci6t6administr6e）ぴこ対して通知しなけ
ればならない。会社法および会社法施行令は，この点については，常任代表者の解
任にもとづく後任者の補充の場合を除いては，なんらの規定を有さない（令78条2
項参照）。
　　さらに，常任代表者の任命は，法人取締役を選任した会社において，取締役の
選任の場合と同一の公示手続をもって，これを公示しなければならない（令79条）。
　　　5．常任代表者の任期　　常任代表者は，法人取締役の任期（dur6e　du
mandat）中その職務を遂行する（令78条1項）。法人取締役の任期の更新ごとに，
常任代表者が同一人であるか否かを確認しなければならない。
　　常任代表者の死亡，辞任または解任の場合には，取締役たる法人は，遅滞なく，
この死亡，辞任または解任，ならびに後任者の同一性（氏名，住所等）を，書留郵
便（1ettreτecommand6e）によって，会社に通知しなければならない（法91条2
項，令78条2項）。
　　常任代表者は，この者を任命した者によって，解任することができる。すなわ
ち，常任代表者は，取締役と同様に，いつでも解任することができる。ただし，こ
の解任方法が常任代表者に損害を与える場合には，会社に対し損害賠償を請求する
ことができる。
　　常任代表者の交替は，取締役の交替の場合と同一の公示方法によらねばならな
い（令79条）。
　　　6．常任代表者の職務　　常任代表者は，取締役会の会議に出席し，当該会
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社の利益となるようその席上討議されている問題について議決に加わることができ
る。したがって，常任代表者は，その所属する取締役会において当該会社のために
業務執行しなければならない義務を負うが，常任代表者を任命した法人の利益とそ
の法人を取締役として選任した会社のそれとが衝突する困難な事態が生ずる場合が
ある。
　　この場合，常任代表者は，法人から受けた指示（instructions）が会社の利益
に反する場合には，自己の判断にしたがって行動することができると解すべきであ
る。すなわち，常任代表者は，法人の指令（directives）にしたがう必要はなく，
自由に議決権を行使できる（Gourlay，oP．cit．，P．102）。したがって，常任代表者
が法人の利益を優先させたときには，取締役たる法人が解任され（結果的に常任代
表者も解任される），会社の利益を優先させた場合には，常任代表者は法人により
辞任をせまられるか，または解任されることになる。
　　　7．常任代表者の報酬　　常任代表者の報酬は，取締役たる法人に帰属す
る。したがって，常任代表者自身の報酬は無償の場合もありうることに注意すべき
である。しかし，実際上多くの場合には，取締役たる法人は，取締役として自己に
属する報酬（出席手当および賞与）の全部または一部をその常任代表者に与えてい
るという。
　　　8．常任代表者の責任　　常任代表者は，この者を任命した法人に対しても，
この者が業務執行を行なう会社に対しても，責任を負う。
　　まず，常任代表者が業務執行を行なう会社に対しては，自己の名において取締
役である場合と同一の民事責任および刑事責任を負う（法91条1項）。
　　つぎに，常任代表者を任命した取締役たる法人に対しては，その職務の執行に
ついて過失（faute）があった場合には（たとえば，報告書における不注意，誤っ
た情報開示，虚偽等），受任者（mandataire）としての責任を負う（民法典1992条）
（以上は，Mercadal　et　aL，PP。363－367）。
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法第92条〔取締役職の兼任制限〕
　①自然人は，フランス本土に本店を有する株式会社の8つをこえる取
締役会に同時に所属することがでぎない。
　②（1969年1月6日法律第69－12号により改正）《前項の規定に違反し
て新たに就任を受諾した自然人はすべて，その選任の日から3ヵ月内に，
取締役職のうちの1つを辞任しなければならない。この期間が経過した
ときは，この者は，新たな取締役職を辞任したものとみなされ，受領し
た報酬を返還する義務を負う。ただし，これにより，この者が加わった
決議の効力には影響をおよぼすものではない。》
　③第1項の規定は，法人の常任代表者およびつぎに掲げる会社の取締
役に対しては，これを適用しない。
　　　その委任が法令の定めるところにより，すべての報酬を排除する
会社，
　　　研究または開発の会社で営業の段階に達していない会社，
　一一（1969年1月6日法律第69－12号により追加）《第3項における利
害関係人の有する取締役職の数が5をこえない範囲において，この者が
すでに取締役または監事会の構成員となっている他の会社により資本の
少なくとも20パーセントが保有されている会社，》
　一地域開発会社。
　④商号の主要部分を同じくする各種の保険会社の取締役の受任者とし
ての地位は，1つの委任としてこれを算定する。
　：Loi　Art．92．一Une　personne　physique　ne　peut　appartenir　simul．
tan6ment　a　plus　（ie　huit　conseils　（17administration　（ie　soci6t6s
anonymes　ayant　leur　siさge　social　en　France　m6tropolitaine。
　（L．nO69－12du6janv．1969．）《Toute　personne　physique　qui，
10rsqu’elle　accさde　a　un　nouveau　mandat，se　trouve　en　infraction
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avec les dispositions de 1'alin6a qui pr6c~de, doit, dans les trois 
mois de sa nomination, se d6mettre de 1'un de ses mandats. A 
1'expiration de ce d6lai, elle est r6put6e s'~tre d6mise de son 
nouveau mandat et doit restituer les r6mun6rations per~ues, sans 
que soit, de ce fait, remise en cause la validit6 des d6lib6rations 
auxquelles elle a pris part.>> 
Les dispositions de 1'alin6a 1** ci-dessus ne sont D^ as applicables 
aux repr~sentants permanents des personnes morales, ni aux 
administrateurs : 
- dont le mandat, en vertu de dispositions 1,6gislatives ou 
r6glementaires, est exclv_sif de toute r6mun~ration ; 
des socl6t6s d'6tuaes ou de recherches tant qu'elles ne sont 
pas par~venues au stade de 1'exploitation ; 
- (L. n' 69-12 du 6 janv. 1969.) <<des soci6t6s dont le capital 
est d6tenu ~ concurrence de 20 p. 100 au moins par une autre 
soci6t6 dont ils sont d6j~ administrateurs ou membres du conseil 
de surveillance, dans la mesure ofi le nombre des mandats d6tenus 
par les int6ress6s au titre des pr6sentes dispositions n'exc~de pas 
cinq>> ; 
- des soci6t6s de d6veloppement r6gional. 
Les mandats d'administrateur des diverses soci6t6s d'assurance 
ayant la m~me d6nommation socrale ne comptent que pour un 
seul mandat. 
^*~~80=* C~f's~;*=~~~ [~f*~~~~~~iq)~~~'f~~eD~1(~~~Ii~~;] 
A~ii~~i~92~~=~'-*~~~) ~~~~~~{~~;~~)~i~~~~1J~J~,~~;. A*~~~ ~~;~~;~J;~~**~*~~L~ -~;~~; * 
iE~' ~~c)~'--.~~'+~:~;~~~~~:~~L~:;~~*~~~~;+*c)~~~~iB~~~c. ~f~~~ t*-~~~~!~~~)A*~icD~~Z~~~~ 
~c;~'~t ~ C C ~t~i~~!~f~~lt~ 
D~c. Art. 80.-La limitation du cumul de si~ges d'administrateur, pr6vue 
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par1’article92de　la　loi　sur　les　soci6t6s　commerciales，n’est　applicableゑ
radministrateur　d’une　soci6t6♂6tudes　ou　de　recherches　qu’きrissue　de
rassembl6e　g6n6rale　ordinaire　ayant　statu6sur　les　comptes　de1’exercice
au　cours　duquel　la　soci6t6est　parvenue　au　sta（ie（ie　rexploitation．
　〔解　説〕
　　　1．序説　　取締役職の兼任（cumul　des　mandats　dヲadministrateurs）を
制限する理由は，r職務上の負担過重にもとづく不適正な職務遂行の防止と，同一
人の手中への過度の権限集中の阻止」にある（Hamiaut，II，P・61・山口幸五郎ロ
加藤徹rフランス新会社法（3）」阪大法学69号（1968）105頁）。したがって，決して，
人的結合を媒介とする企業結合の阻止を直接目的とする規定ではない点に注意する
必要がある。本条第1項が自然人取締役についてのみ兼任制限を設け，法人取締役
については適用を除外してるばかりか，第3項により法人の常任代表者についても
適用除外を定めている点に，このことが明瞭に表われている。
　　　2．兼任制限の原則　　自然人は，フランス本土に本店を有する8社をこえ
る株式会社の取締役を兼任することができない（本条1項）。この規定は，1940年
11月16目法第3条第2項を承継したものであるが，以下の3点に注意しなければな
らない。
　　（1）取締役の兼任制限には，旧型株式会社の取締役の職務と新型株式会社の監
事会構成員の職務との兼任も算入される（法151条）。
　　反対に，すでに8社の取締役を兼任している者が，さらに，合名会社，有限会
社または合資会社の業務執行者を兼任することも，旧型株式会社の取締役の地位を
有していない副社長の職を兼ねることも，また，新型株式会社のdirectoireの構
成員を兼任することですらも，法律上なんら禁止されてはいない。
　　（2）取締役の兼任制限は，自然人取締役についてのみ適用がある（法92条1
項）。したがって，法人は，8社をこえて取締役の職を兼任することがでぎる。
　　（3）この兼任制限は，フラソス本土（France　m6tropolitaine）に本店を有す
る株式会社の取締役についてのみ適用される。それゆえ，フラソスの海外諸県，フ
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ランスの海外領土および外国に本店を有する会社の取締役職については適用されな
い。なお，1969年12月31日以降においては，フランス本土に本店を有しかつフラン
ス外でその営業を行なっている会社の取締役に対しても，この制限が適用される
（法493条1項参照）。
　　　3．兼任制限の例外　　法第92条第1項に定める制限は，以下の者に対して
は適用されない（法92条3項，4項）。
　　（！）法人取締役の常任代表者　　法人取締役が兼任制限の適用を除外されてい
るのに対応するものである。
　　（2）法令に定める無報酬の取締役　　かかる取締役のほか，契約または定款に
もとづいて無報酬とされた取締役に対しては，兼任制限が適用される点に注意しな
けれをまならない　（J。0．D6b。S6nat21　avr、1966，P．209）。
　　（3）研究・開発会社で営業の段階に達していない会社の取締役　　かかる会社
が営業の段階に達した場合には，その営業年度の計算書類を確定した通常株主総会
の終結時に，法第92条第1項に定める兼任制限の原則を適用する（令80条）。
　　（4）地域開発会社の取締役　　地域開発会社　（soci6t6s　de　d6veloPPement
r6giona1）は，1955年6月30日のデクレによって創設され，地域開発のため，政府
の監督のもとに，資本参加という方式によって金融を行なう株式会社である（Ripert
par　Roblotシp．828）。
　　（5）子会社取締役を兼任する親会社取締役　　親会社取締役による子会社の支
配を容易にするために，1969年1月6目法により追加されたものであり，取締役職
を8社をこえて兼任している場合でも，この者がすでに取締役となっている他の会
社により少なくとも資本の20パーセントが保有されている会社については，さらに
5社を限度として，その取締役を兼任することができる。したがって，親会社取締
役は，この場合，合計13社の取締役を兼任することがでぎることになる。もっとも，
ここで，親会社子会社という言葉の使用は便宜的なものであり，新会社法は，正確
には，50パーセントをこえる資本を保有する場合を親子会社としていることに注意
しなければならない（法354条参照）。
　　この特例は，子会社のみならず，孫会社（SOUs喧liales）に対しても適用され
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る。したがって，たとえば，同一人が以下の13社の取締役を兼任することができる。
すなわち，A，B，C，D，E，F，G，Hという8社，この8社のうちの1社が
資本の少なくとも20パーセントを有するX1およびX2という2社，X1またはX2
が資本の20パー・セント以上を有するY1およびY2という2社，ならびに，Y1ま
たはY2が資本の20パーセント以上を有するZという1社がそれである。ただし，
当然のことながら，孫会社の取締役に就任するためには，当事者がすでにこの孫会
社の親会社の取締役であるという条件を満たしておかなければならない。
　　（6）商号の主要部分を同じくする各種の保険会社の取締役　　この場合には，
火災保険会社，損害保険会社，生命保険会社など，なん社を兼任してもよい（法92
条4項）。1940年11月16目法第3条第3項を引継いだものである。
　　　4．兼任制限違反の効果　　兼任制限の8社をこえて取締役に選任したとぎ
でも，その選任は無効とはならない。違反当事者は，選任の日から3ヵ月内に，取
締役職のうちの任意の1つを辞任しなけれぽならない。この期間内に，辞任による
補正を行なわなかったときは，新たに就任した取締役は，その職を辞任したものと
みなされ，取締役として受領した報酬を返還しなければならない。しかし，この者
の加わった取締役会での決議は有効である（法92条2項）。（以上は，Mercadal　et
al．，　pp．360－362）。
法第93条〔使用人と取締役の兼務の制限〕
　①会社の従業員は，その取締役選任の少なくとも2年前から労働契約
を結んでおりかつ現にその職務に合致するときにかぎり，これを取締役
に選任することができる。この者はその労働契約の利益を失わない。本
項の規定に反してなされた選任は，すべてこれを無効とする。この選任
の無効は，適法に選任されない取締役の加わった決議の無効を生ぜしめ
るものではない。
　②労働契約により会社に所属している取締役の人数は，在任中の取締
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役の3分の1をこえることができない。（1969年1月6日法律第69－12号
により追加）《ただし，労働者参加株式会社においては，労力協同商事会
社の代表者は，この取締役の人数の決定に算入しない。》
　③合併の場合には，労働契約は合併当事会社の1社と締結されたもの
であればたりる。
　Loi　Art．93。一Un　salari6de　la　soci6t6ne　peut　etre　nomm6admi－
nistrateur　que　si　son　contrat　de　travail　est　ant6rieur　（ie　（1eux
am6es　au　moins　a　sa　nomination　et　correspond　a　un　emploi
effectif　l　il　ne　perd　pas　le　b6n6fice　de　ce　contrat　de　travai1．Toute
nomination　intervenue　en　violation　des　dispositions　du　pr6sent
alin6a　est　nulle．　Cette　nullit6　n夕entraine　pas　ceHe　des　d61ib6rations
auxquelles　a　pris　part1’administrateur　irr6guli銚ement　nomm6．
　Le　nombre　des　administrateurs　li6s　a　la　soci6t6par　un　contrat
de　travail　ne　peut　d6passer　Ie　tiers　des　administrateurs　en　fonction．
（L．nO69－12du6janv．1969．）《Toutefois，dans　les　soci6t6s　anon．
ymes　a　participation　ouvriさre，1es　repr6sentants　de　la　soci6t6
coop6rative　de　main－dアoeuvre　ne　sont　point　compt6s　pour　la
d6termination　du　nombre　de　ces　administrateurs．》
　En　cas　de　fusion，1e　colltrat　（ie　travail　peut　avoir　6t6　conclu
avec1’une　des　soci6t6s　fusionn6es．
　〔解　説〕
　　　1．序説　　使用人兼務取締役の問題について，旧会社法上では，明確な解
決は与えられていなかった。まず，破殿院は，1957年に，株式会社の社長職と雇庸
契約により会社に属する局部的指揮者（directeur　techn量que）との兼任を認めた
（Cass．com．25｛6vrier1957，S・1957・1・139；J・C・P・1957・II・10019）。ついで，
1959年にも，同様の判決を下し．ているようである（Cass。soc．5juin1959）。
　　取締役としての委任契約と使用人としての労働契約を兼ねることのできる根拠
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はなんであろうか。まず，第1に，判例および支配的な学説は，その根拠を1943年
3月4日法によって改正された1940年11月16目法第2条に求めている。本条第2項
は，取締役会構成員のすべてに対して，会社を指揮する地位に就くことを禁止して
いる。ただし，この第2項にいうr指揮の職務」（fonctions　de　direction）とは，
r全般的指揮の職務」（fonctions　de　direction　g6n6rale）を意味すると解すべき
であり，この解釈は，第2条第2項と会社の全般的指揮に関する同条第1項との比
較から導かれる。したがって，取締役は，受任者として全般的指揮を禁じられては
いるが，労働契約にもとづく部分的（専門的）指揮（direction　technique）を行な
うことはさしつかえないのである。
　　第2に，取締役が使用人を兼務することは，1943年3月4日法第12条にもとづ
く受任者の任意解任の原則（rさ91e　de　r6vocabilit6ad　nutum）に抵触するおそれ
がある。すなわち，取締役が使用人を無制限に兼務できるとすれぽ，取締役は解任
によってその権限の実質を変更されることがないように，雇用契約を会社と結んで
おくことにより，事実上．任意解任の原則の実効性を奪ってしまうことができるこ
とになる。そして，なおかつ解雇された場合には，取締役は会社に対して損害賠償
を請求することができるのである。それゆえ，こうした場合には，破殿院は，取締
役が会社と結んだ労働契約が架空のものではないかという点について，裁判官に調
べさせることにな：る。
　　新会社法は，以上の点を考慮して，使月ヨ人兼務取締役について，以下に検討す
るごとく定めたのである（Hamiaut，II，PP・63－64）。
　　　2．取締役が使用人を兼務した場合　　取締役が労働契約を結んで使用人を
兼務する場合については，明文上は定めがないが，立法者は，法第107条から明ら
かなように，これを認めていない。それゆえ，在任中の取締役は，同時に従業員と
して雇用することができない。この兼務禁止は，会社設立の際に選任されていよう
と，設立後選任されていようと，すべての取締役に対して適用される。
　　なお，従業員ないし使用人が取締役になった場合については，法第107条の報
酬規定に定めていないが，この取締役に対し報酬を与える決議は，法に違反し無効
である（法360条2項）。また，取締役が労働契約を結んだ場合には，この者が受
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取った報酬は返還しなければならない（法107条）。
　　3。使用人が取締役となる場合　　幹部職員ないし高級使用人（cadres
sup6rieurs）のうちで，会社の経営に対する能力・識見にすぐれた者を取締役にす
るために，使用人が，その労働契約上の利益を失うことなく，取締役になることが
できる途を開いた（法93条1項）。
　（1）要件　　その要件は，以下の2つである。
　（a）労働契約の先行　　使用人は，その会社との労働契約が取締役に選任される
少なくとも2年前に締結されている場合にかぎり，取締役となることができる。た
だし，この2年の期間算定については，以下の場合に注意しなけれぽならない。
　一合併の場合　　この場合には，労働契約は，合併当事会社の1社と締結され
たものであればよい（法93条3項）。
　一組織変更の場合　　株式会社以外の会社形態から株式会社に組織変更した場
合には，2年の期間には，新たに選ばれた取締役が，組織変更前の会社形態の会社
において使用人として働いた期問を算入することができる。
　一会社自体の出資が合併とならない場合　　この場合，株式会社となった個人
企業に従事した期間は，2年の期間に算入すべぎであると解される。これは，明ら
かに，法第93条1項というr会社の従業員」という文言に反する。しかしながら，
この解釈は，次の2つの理由から，支持さるべぎである。
　まず第1に，法の趣旨は，取締役となる者に従業員として勤務すべき最低限の
期間を要求したのであり，その場合，会社においてというよりも企業におけるr2
年間」という方に重心がおかれているからである。この解釈は，法第93条第3項か
らも導くことができる。第2に，労働法典第1巻第23条第8項によれば，使用者の
法律上の地位に変更が生ずる場合は，この変更の当日に効力を有していたすべての
労働契約は，新たな使用者と企業の従業員との間に存続するとされている。けだし，
新たな会社は，その従業員に対しては，個人企業の継続とみなされることになるの
である。
　なお，2年の期間の計算については，分割，分割合併または資産の一部出資の
場合についても，同様に解すべきである。
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　（b）実質的雇用関係の存在　　労働契約は，実質的雇用関係（emploi　e晩ctif）
をともなうものでなければならない（法93条1項）。雇用関係の存在を仮装し，取
締役たる地位を維持することができなくするためのこの要件は，取締役の使用人兼
務を有効とするための不可欠の要件である（Cass・soc・150ctobre1970，D・197L
54）。
　　（2）効果　　以上の2つの要件（労働契約の先行および実質的雇用関係の存
在）を満たしている場合には，取締役に選任された使用人は，その労働契約の利益
を失なわない（法93条1項）。すなわち，取締役の地位と使用人たる地位は，併存
することになる。注意しなければならないのは，労働契約は昇格，昇給等を変更す
ることができるが，これに対しては，会社と取締役の取引に関する法第101条の適
用がある点である。
　　つぎに，法第93条第1項に定める規定に反する選任は，すべて無効である。し
かし，この無効は，不適法に選任された取締役が参加してなした取締役会の決定ま
でも無効とするものではない。取締役の選任の無効は，労働契約の効力にはまった
く影響をおよぽさない。それゆえ，利害関係人は，取締役たる地位にもとづいて受
けた報酬（出席手当および賞与）の返還を請求することだけができるにすぎない。
　　　4．使用人兼務取締役数の制限　　労働契約によって会社と雇用関係にある
取締役の人数は，在任中の取締役の3分の1をこえることがでぎない（法93条2
項）。これについては，以下のごとぎ点に注意しなければならない。
　　（1）労働者参加株式会社　　この会社においては，労力協同商事会社（soci6t6
coop6rative　de　main－dbeuvre）の代表者は，兼務取締役の入数の決定に算入しな
い（1969年1月6日法によって改正された法93条2項）。労働者参加株式会社
（soci6t6s　anonymes　a　participation　ouvriさre）は，フラソスにおいて，1917年4
月26日によって創設され，旧会社法第6章第72条ないし第80条に編入されたが，旧
会社法が廃止された後も，参加の社会に適合的な法形式として，第6章だけは存続
せしめられている　（労働者参加株式会社の詳細については，大野実雄・労働株の
理論（昭25）を参照）。
　　（2）社長・副社長　　社長および取締役中から選ばれた副社長は，税制または
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社会保障制度については，従業員と同一の制度にしたがうが，労働契約を結んだ従
業員に含めて計算してはならない（J．0．D6b。S6nat30novembre1968p．1507）。
　　（3）労働契約　　ここでいう労働契約には，指揮の職務を含む高級労働から下
級労働まで，すべての雇用関係を形成する契約が含まれる。
　　（4）人数の割合制限を超過した場合　　法第93条第2項に定める3分の1をこ
えて使用人が取締役を兼任した場合には，取締役の任期中は労働契約が停止ないし
中断すると解することもでぎるが，否定的に解すべきである。なぜならば，労働契
約は，その効力が中断するとしても，契約自体は存続しており，取締役は労働契約
によって会社に所属していると解されるからである。したがって，制限割合をこえ
て取締役を選任することは，法第93条第2項違反となる。
　　（5）補正可能な場合　　従業員ないし使用人ではない取締役が辞任または死亡
した場合には，労働契約により会社に所属する取締役の人数が，在任中の取締役の
3分の1をこえることになる場合がある。こうした場合には，短時日に，従業員で
ない新たな取締役を選任するか，従業員たる取締役が辞任するかすることによって，
この状態を補正すれぽたりる。
　　（6）違反の効果　　労働契約によって会社に所属する使用人を兼ねた取締役の
人数制限をこえた場合には，明文上の規定は存しないが，その選任を無効と解すべ
きである（以上については，Mercadal　et　a1・y　pP・356－360）。
法第94条〔欠員取締役の補充手続〕
　①（1967年7月12日法律第67－559号により改正）死亡または辞任によ
り取締役に1人または数人の欠員が生じた場合には・取締役会は次回の
総会までの間に仮に取締役の選任を行なうことができる。
　②取締役の人数が法定の最低数未満となったときは・残存取締役は取
締役会の定員を補充するために直ちに通常総会を招集しなければならな
い0
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　③取締役の人数が法定の最低数未満とはならないが，定款上の最低数
未満となったときは，取締役会は，欠員が生じた日から起算して3ヵ月
内に，定員を補充するため，仮に取締役の選任を行なわなければならない。
　④第1項および第3項により取締役会が行なう選任は，次回の通常総
会の追認を得なければならない。追認がなされなかったときでも，取締
役会によりすでになされた決議および行為はなおその効力を失なわない。
　⑤取締役会が必要な選任を行なうことを怠たりまたは総会を招集する
ことを怠たるときは，すべての利害関係人は，選任の手続をとるためま
たは第3項に定める選任の追認を求めるために，総会の招集を委託され
る受任者の選任を裁判所に請求することができる。
　Loi　Art．94．一（L．no67－559du12jui1L1967．）《En　cas　de　vacance
par（i6cさs　ou　par　d6mission　d’un　ou　plusieurs　siさges　（i’administra－
teur，1e　conseil　d，a（iministration　peut，entre　deux　assemb16es
96n6rales，proc6der　a　des　nominations　a　titre　provisoire．》
　Lorsque　le　nombre　des　administrateurs　est　devenu　inf6rieur　au
minimum16ga1，1es　administrateurs　restants　doivent　convoquer
imm6diatement1’assemb16e　g6n6rale　ordinaire　en　vue　de　comp16ter
reffectif　（iu　consei1．
　Lorsque　le　nombre　des　administrateurs　est　devenu　inf6rieur　au
minimUm　StatUtaire，SanS　tOUtefOiS6tre　inf6rieUr　aU　minimUm
16ga1，1e　conseil　d’administration　doit　proc6der　a　des　nominations　a
titre　provisoire　en　vue　de　comp16ter　son　effectif　dans　le（i61ai　de
trois　mois　a　compter　du　jour　oむse　produit　la　vacance．
　：Les　nominations　effectu6es　par　le　consei1，en　vertu　des　alin6as
le「et3ci－dessus，sont　soumises　a　rati丘cation　de　la　plus　prochaine
assemb16e　g6n6rale　ordinaire。A　d6faut　de　ratification，1es　d61ib6－
rations　prises　et　les　actes　accomplis　ant6rieurement　par　le　conseil
n’en　demeurent　pas　moins　valables．
494
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第94条
　Lorsque　le　conseil　n691ige　de　proc6der　aux　nominations　requises
ou　de　convoquer1’assemb16e，tout　int6ress6peut　demander　en
justice，1a　d6signation　d’un　mandataire　charg6　de　convoquer
1’assemb16e　g6n6rale，a　reffet　de　proc6（ier　aux　nominations　ou　de
ratifier　les　nominations　pr6vues　a　ralin6a3。
令第81条〔総会の招集を委託される受任者の選任方法〕
　会社法第94条第5項に定める受任者は，申立にもとづいて，商事裁判所長がこ
れを選任する。
　D6c．Art．81rLe　mandataire　pr6vuゑrarticle94，alin6a5，de　la　loi
sur　Ies　soci6t6s　commerciales　est　d6sign6par　le　pr6sident　du　tribunal　de
COmmerCe，StatUant　SUr　reqUete．
　〔解　説〕
　　　1．序説　　本条は，会社運営の中断を防止し，会社と取引をする第三者の
法的安全性を確保するための規定であり，新会社法において新設された規定であ
る。本条によれば，取締役に対し，欠員取締役が生じたときは，残存取締役による
選任権（droit　de　cooPtation）を認めたが，実際には，その選任を有効とするため
には，この残存取締役による選任につき定款に定めを設けなければならない　（Ha－
miaut，II，P．67）。
　　ここでは，本条とともに，取締役の選任方法（mode　de　nomination　des
administrateurs）全般についても解説する。
　　　2．設立時の取締役の選任　　公募会社の場合と非公募会社の場合とを区別
しなけれぽならない。
　　（1）非公募会社の場合　　非公募会社の最初の取締役は，定款をもって指名し
なければならない（法88条）。
　　（2）公募会社の場合　　取締役の選任は，創立総会における特別決議（vote
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speda1）によらなけれぽならない（法79条2項）。
　　最初の取締役の就任の承諾は，創立総会の議事録によって確認される（法79条
2項）。ただし，創立総会後に就任を承諾する場合には，信書による明示的な方法
によっても，また，取締役会会議に出席するという黙示的な方法によっても，その
承諾を確認することができる。
　　　3．設立後の取締役の選任　　会社の設立後においては，取締役の選任は，
公募会社と非公募会社とを問わず，通常株主総会の専属的管轄事項である。取締役
の選任は，通常，前営業年度の計算書類を確定するために招集された年次通常総会
において行なわれる。しかしながら，その他の通常総会において選任を行なうこと
はさしつかえなく，予想外の解任が行なわれ，後任を補充する必要があるときは，
特別総会中においてさえも取締役を選任することができる（法160条3項）。
　　取締役の解任にもとずく場合を除き，取締役の選任または任期の更新（再選）
は，それを議事目程に掲げていないかぎり，有効にこれを行なうことができない
（法160条3項および法173条1項）。
　　取締役の地位につく候補者（candidatures）に関する情報については，つぎの
ごとき情報（renSeignementS）を記載する書類を株主に送付し，またはその閲覧
に供しなければならない（令135条5号）。これは，選任の場合にかぎらず，任期
更新の場合も同様と解すべきである。
　一候補者の氏名および年令，最近5年間における職歴および職業上の活動状況，
とりわけ，他の会社において従事しまたは従事していた職務（令135条5号a）。
　　　候補者が当該会社において占める役職および候補者の有する当該会社の記名
式または無記名式の株式数（令135条5号b）。
　　　4．欠員補充のための仮取締役の選任　　取締役会の構成員の一部が欠員と
なった場合，その欠員を補充するために取締役の互選による取締役の選任は，その
選任が総会によって追認を受けるまで，新たな取締役を仮に（a　titre　provisoire）
選任する手続である。この手続は，厳しい規制を受けており，つぎの3つの場合を
区別し。ておかなければならない。
　　（1）取締役の人数が法定最低数未満である場合　　在任中の取締役の人数が法
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定最低数の3人未満となった場合には，取締役による仮取締役の選任を行なうこと
ができない。残存の2人ないし1人の取締役は，欠員の補充のため，ただちに通常
株主総会を招集しなければならない（法94条2項）。
　　（2〉取締役の人数が定款に定める最低数未満である場合　　取締役の人数が定
款に定める最低数未満となったときには，それが法定の最低数未満となっていない
場合には，残存取締役による仮取締役の選任が義務づけられている。すなわち，取
締役会は，欠員が生じた日から3ヵ月内に，その欠員を補充しなければならない
（法94条3項）。
　　（3）取締役の人数が定款に定める最低数をこえている場合　　死亡または辞任
によって取締役が欠員となった場合，ならびに，死亡または辞任があったにもかか
わらず，在任中の取締役の人数がなお定款に定める最低数をこえている場合には，
取締役会は，仮に取締役の選任手続を行なうことができる。ただし，義務的ではな
いから，選任しなくてもよい（法94条1項）。
　　この場合には，つぎの点を注意しなけれぼならない。すなわち，取締役の人数
が定款に定める最低数をこえている場合には，取締役の欠員補充は，その欠員が死
亡または辞任によって生じた場合にのみ行なうことができるにすぎない（法94条1
項）。旧会社法のもとにおいても，死亡または辞任の場合を除いては，定款の定め
る最高限度内での取締役の補充選任は，実務上禁止されていた。したがって，かか
る選任は無効であり，その選任を行なう取締役会の決議は無効となる。
　　もっとも，合併の場合には，死亡または辞任した社長の後任を補充するために，
新たな取締役を選任することができるが，この場合は，法第94条に抵触してはなら
ない（法89条3項参照）。
　　　5．仮取締役の通常総会による追認　　残存取締役による取締役の選任は，
かならず仮になされるものであるので，最近の通常株主総会による追認（rati丘ca－
tion）を受けなければならない（法94条4項）。それゆえ，この追認のために，特
別に総会を招集する必要はない。
　　取締役の候補者に関する情報については，取締役会が仮取締役の追認に関して
審議する場合と同一の情報を総会に提供しなければならないと解される。
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　　追認を受けることができなかった場合には，取締役の選任は無効となるが，総
会の決議に先立って行なわれた取締役会の決議および行為は有効である（法94条4
項）。
　　　6．欠員補充またはその追認の解怠　　取締役会が必要な選任を怠りまたは
追認の総会招集を怠たるときは，すべての利害関係人は，商事裁判所長に対し（令
81条），選任またはその追認を求めるために株主総会の招集を委託される受任者の
選任を請求することができる（法94条5項）。
　　裁判所に対する受任者の選任請求は，追認を怠っている場合で，かつ，定款に
定める最低数とするために仮取締役を選任すぺき取締役会が，その選任後最初の通
常株主総会で新たな取締役の選任の追認を受けることを怠った場合にのみ，これを
行なうことができる。反対に，取締役の人数が定款に定める最低数をこえている場
合に仮取締役の選任が行なわれた場合には，この株主総会招集の受任者の選任を請
求することはできない。
　　　7．　補充取締役の任期　　取締役会によって欠員補充のために選任された補
充取締役の任期については，法令に規定を欠いている。しかし，この点については，
旧会社法のもとにおけると同様，死亡または辞任した取締役でかつ補充された者の
残存期間と解すべきである（Bastian，oP．cit．，n。440）。
　　　8．選任手続違反の効果　　定款または法令に定める取締役の選任手続に違
反する選任は，すべて無効とされる。しかし，法律上の条件にしたがって取締役会
が行なった選任手続については，無効とはされない（法90条3項）。
　　取締役の選任が適法に公示されているときには，会社および第三者は，その債
務を免れるため，その者の選任が適法でないことを主張することがでぎない点に注
意しなければならない（法8条1項参照）。
　　　9．取締役選任の公示　　会社設立後になされた取締役の選任は，すべて公
示手続をとらねぽならない（公示方法については，法4条解説参照）。
　　公示手続と行なわなかった場合には，会社は，第三者に対し，取締役の選任を
主張することがでぎない（法8条2項参照）。（以上は，Mercadal　etaL，PP・368－
371）。
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法第95条〔資格株〕
　①各取締役は，定款が定める数のその会社の株式を有する者でなけれ
ばならない。この株式数は，通常総会に出席する権利を株主に与えるた
めに定款の要求する数を下ってはならない。
　②この株式は，全体として，取締役の1人のなした行為をも含むすべ
ての業務執行行為の担保に供される。（1969年1月6日法律第69－12号に
より改正）《この株式は，譲渡できないものとし，かつ，記名式とし，記
名式としない場合には銀行に寄託しなければならない。この寄託につい
ては，命令に定める条件にしたがって通知しなければならない。》
　③取締役がその選任の日に必要な数の株式を有していないとぎ，また
は在任中に必要な株式数を欠くにいたったとぎは，この取締役は，3ヵ
月内にその状態を補正しないかぎり，当然に辞任したものとみなされる。
　Loi　Art．95．一Chaque　administrateur　doit　etre　propri6taire　d’un
nombre　d’actions　de　la　soci6t6d6termin6par　les　statuts．Ce
nombre　ne　peut　etre　inf6rieur　a　celui　exig6par　les　statuts　pour
ouvrir　aux　actionnaires　le　droit　dヲassister　a1’assemb16e　g6n6rale
ordinaire．
　Ces　actions　sont　a丘ect6es　en　totalit6　a　la　garantie　de　tous　les
actes　de　la　gestion，m6me　de　ceux　qui　seraient　exclusivement
personnels　a　run　des　administrateurs．　（L．no69－12du6janv．
1969．）《Elles　sont　inali6nables，et　doivent6tre　nominatives　ou，a
d6faut，etre　d6pos6es　en　ban（lue，ce　d6P6t　6tant　notifi6　（ians　des
conditions　d6termin6es　par　d6cret．》
　Si，au　Jour　de　sa　nomination，un　administrateur　n’est　pas
propri6taire　du　nombre　d’actions　requis　ou　si，en　cours　de　mandat，
il　cesse　d7en6tre　propri6taire，il　est　r6put6d6missiomaire　db伍ce，
s’il　n’a　pas　r6gularis6sa　situation　dans　le（i61ai（1e　trois　mois．
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令第82条〔資格株の寄託〕
　①（1969年12月24日命令第6餅1226号により改正）会社法第95条に定める株式
が記名式である場合には，譲渡できない旨の印を押し，かつ，これを会社に寄託
しなければならない。この株式が無記名式であるときは，銀行に寄託しなけれぱ
ならない。銀行は，この株式を資格株に充てた旨およびその譲渡でぎない旨を，
会社に宛てた書留郵便によって通知しなければならない。
　②この株式は質入することがでぎない。
　D6c．Art．82．一（D6cr。n。69－1226du24d6c，1969）Si　les　actions　vis6es　a
1’article95de　Ia　loi　sur　les　soci6t6s　commerciales　sont　nominatives，
elles　sont　marqu6es　d’un　timbre　indiquant　leur　inali6nab圭1it6et　d6pos6es
dans　la　caisse　sociale．　Si　ces　actions　sont　au　porteur，eHes　doivent　δtre
d6pos6es　en　banque　l1αbanque　noti且e　le　d6p6t　par　lettre　recommand6e
adress6e　a　1α　soci6t6　en　mentionnant　1，a丘ectation　des　action　et　leur
inali6nabilit6．
　Les　actions　vis6es　audit　article　ne　peuvent6tre　donn（≦es　en　gage，
　〔解　説〕
　　　1．序説　　取締役は，かならず，株主でなければならない　（Cass・com・7
6juillet1961，Rev．Soc・，1962．35）。旧会社法は，その第26条において，取締役
がその業務執行行為の担保として一定数の株式の保有者であることを義務づけてい
た。したがって，取締役の資格要件として必要とされる株式を，資格株ないし担保
株（actionsdegarantie）とよんでいる。
　　現在，大会社においては，取締役の有する株式は，発行済株式総数の1ないし
2パーセソトを占めるにすぎないが，旧会社法以前の立法では，取締役の資格とし
ては20パーセソトを有さなけれぽならないというほど厳しいものであった。しかし，
現在では，この制度は，大株主に対して会社の管理をゆだね，有能な者を経営から
遠ざけ，民主々義に反するものとの批判もある（Ripert　par　Roblot，PP・645－646）。
　　以下では，資格株の間題のほか，取締役選任の要件をも含めて解説する。
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　　　2．取締役の資格要件　　業務執行の禁止および失権，使用人兼務取締役の
制限（法93条），取締役の兼任制限（法92条），取締役の年令制限（法90－1条）およ
び法人取締役（法91条）については，すでに述べたので，ここでは，株主の資格，
行為能力および欠格事由について，概観しておく。
　　（1）株主の資格　　取締役は株主でなければならない。ただし，株主でない場
合でも，3ヵ月内に株主になる場合には，取締役になることができる（法95条1項，
3項）。
　　新会社法の条文は，旧会社法第22条とは異なって，取締役が株主中より選ばれ
なければならない旨を明文をもって定めることをしなかった。法第95条第1項は，
各取締役に対して，その業務執行行為の担保に供される一定数の株式を有すべき旨
を義務づけているだけであり，たとえ，取締役がいまだ株主でなかっても，また，
定款に定める数の資格株の保有者でなくなった場合ですらも，なお取締役となりう
る余地が認められている（同条3項）。ただし，これは，例外的ないし一時的状態
とされており，3ヵ月内にその状態を補正しないかぎり，取締役を当然辞任したも
のとみなされる。
　　上場会社またはその株式が証券に関する目報に掲載されている会社の取締役に
ついては，その有する株式を記名式とするか，銀行に預託する義務が課せられてい
る（法162－1条参照）。
　　（2）行為能力　　（a）未成年者　　未成年者については，親権から解放された
未成年者（mineur6mancip6）と親権から解放されない未成年者（mineur　non
6mancip6）を区別しなければならない。前者は，民事上のすべての行為につき成
年者（majeur）と同一の能力を有しているので（民法典481条），いかなる制限も
なしに，株式会社の取締役となることができる。これに反し，後者は，取締役とし
ての責任を負わないので，取締役にはなる資格をもたないと解すべぎである。
　（b）既婚婦人　　既婚婦人（femmes　mari6es）は，夫婦共有財産制度（r6gime
matrimonia1）のいかんにかかわらず，必要な数の株式を業務執行行為の担保とし
て提供するかぎり，株式会社の取締役に選任することができる。
　（c）外国人　　公益事業会社，国有銀行などのいくつかの例外を除いて，外国人
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（6trangers）は，フランスの株式会社の取締役になることができる。この場合，か
ならずしも，外国人営業許可証（carte　de　commergant6tranger）を要しない。
　　（3）欠格事由　　（a）兼職を禁止された者　　裁判所補助吏（o缶ciers　minis・
t6riels），公務員（fonctionnaires），一定の会社に対する国会議員　（membres　du
parlement），弁護士（avocats）等がそれである。
　（b）会計監査役　　自己の監督する会社に対し会計監査役の独立性を確保するた
めに，会社，当該会社の子会社，当該会社の資本の10分の1以上を有する会社また
は当該会社が資本の10分の1以上を有する会社の取締役は，当該会社の会計監査役
になることがでぎない（法220条参照）。その結果，逆に，会計監査役は，この者
が監督する会社またはその会社の関係会社の取締役になることができない。
　　さらに，会計監査役は，その終任後5年内には自己の監査した会社，当該会社
の資本の10パーセント以上を有する会社または当該会社が資本の10パーセソト以上
を有する会社の取締役になることができない（法221条参照）。
　　　3．　資格株の数　　各取締役が有さねぽならない株式の数は，定款によって
決定される。しかしながら，この株数は，株主に対して通常総会の出席権（droit
d’assister）を与えるために定款の要求する数を下廻ってはならない（法95条1項）。
法第165条によれば，会社は，定款をもって，通常総会に参加する権利を得るには
10株をこえない範囲の最低数の株式を有することを要件とすることができる。
　　この定款の規定は，会社資本の増減にかかわらず，かつ，株式の額面金額の引
上げもしくは引下げ，または，株式の併合もしくは分割が行なわれた場合ですらも，
特別総会により定款変更が行なわれないかぎり，資格株の株数の決定に適用され
る。
　　会社設立後，資格株の株数の変更は，その他すべての条項に関する定款の変更
と同様に，特別株主総会の専決事項である。定款の変更により，資格株数が減少し
ようと（もっとも，最低数の限度内で），逆に株数が増加する場合には，この増加
の結果，持株数が不足しかつ新たに追加取得することができない取締役を辞任に追
い込もうとも，資格株数を変更することができる（Trib．com．Seine19avri1
1956．D．1956．2．622）。
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　　　4．資格株の種類　　資格株の種類（nature）については，法第95条はなん
ら特別の条件を定めていない。その結果，定款に別段の定めがないかぎり，取締役
は，資本株であると享益株（法210条）であるとにかかわらず，また，金銭出資株
であると現物出資株（法193条5項）であるとにかかわらず（現物出資株について
は，譲渡禁止の2年間も寄託されるとはいえ），これを寄託することができる。
　　現物出資株の場合のごとく，法の定める譲渡不能性は，民事上の方法による譲
渡を妨げない。その結果，裁判所が取締役の責任を認めた場合には，いつでも，資
格株を売却することができる。
　　定款をもって，資格株に関して条件を付すことはさしつかえない。とりわけ，
旧会社法のもとでかなり行なわれていたように，資格株は全額払込済でなければな
らないとする条項を設けた場合，その定めは有効である。
　　　5．資格株の保有者　　取締役はそれぞれ，担保として（en　garantie）提
供された株式の保有者（propri6taire）でなけれぽならない（法95条1項）。したが
って，取締役は，この者が虚有権者（nu－Propri6taire）または用益権者（usufrui－
tier）にすぎない株式を担保として供することはできない。
　　取締役となった既婚者（persome　mari6e）によって寄託される株式は，共有
となっているか，いずれか一方の名義になっているかは問わない。1965年7月13日
法により，夫婦共有財産制のいかんにかかわらず，配偶者の一方は，善意の第三者
に対して，いずれか一方の所有する動産について，単独で，管理，収益または処分
する権限を有するとみなされるからである（民法典222条）。
　　取締役は，その地位に選任された日に，定款に定める数の株式の保有者である
ことを義務づけられてはいない。選任の目から3ヵ月内に株主となれぽよい（法95
条3項）。3ヵ月の期間経過後，取締役が必要な数の株式の保有者とならなかった
場合には，当然に辞任したものとみなされる。
　　取締役は，その任期中に，定款の定める数の資格株の保有者ではなくなった場
合にも，3カ月内に再び株主とならないかぎり，当然辞任したものとみなされる
（法95条3項）。
　　それゆえ，立法者は，補正（r6gularisation）を怠った場合にも，その選任を
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無効とはしていない点に注意すべきである。補正を怠った場合には，取締役が当然
に辞任したものとみなされるが，この取締役が補正期間の3ヵ月が経過する以前に
参加した取締役会の決議の効力には影響を与えない。
　　　6．資格株の寄託　　資格株は，記名式（forme　nominative）または無記
名式（forme　au　porteur）とすることができる（法95条2項）。資格株が記名株式
の場合には，会社に（dans　la　caisse　sociale）寄託しなければならない。無記名
株式の場合には，銀行（banque）に寄託しなければならない。
　　銀行に寄託した場合には，銀行は，この株式を資格株に充てた旨およびその譲
渡でぎない旨を，会社に宛てた書留郵便によって通知しなけれぼならない（令82条
1項）。
　　　7．資格株の担保性　　寄託された株式は，全体として，取締役の1人のな
した行為をも含めてすべての業務執行行為の担保に供される（法95条2項）。それ
ゆえ，資格株の全体が，取締役の有責行為（fautes）の結果として生じた会社の損
害の賠償に充当される。会社は，取締役の直接の債権者に優先してこの担保権を行
使することができる。
　　会社のこの担保権は，取締役の業務執行についての有責行為（fautes）に限ら
れている。すなわち，これ以外の原因，たとえば，株式の払込の欠敏のごとき場合
には，この担保権を実行することができない（Trib．com．Seine15mars1927，
」．Soc．1929。223）。
　　　8．資格株の譲渡不能性　　この株式は，譲渡することができず（法95条2
項），かつ，質入することができない（令82条2項）。資格株が記名株式である場合
は，譲渡できない旨の印を押さねばならない。無記名株式である場合には，寄託銀
行の金庫（coffre）に封鎖保管しなければならない（令82条1項）。
　　しかしながら，この譲渡不能性（inali6nabilit6）は，取締役がその資格株を売
却することを禁止するものではない。売却した場合に，その株式の所有権の移転と
いう物権的効力が生ずるのは，取締役の終任のとき（より正確には，終任事由の発
生した営業年度の計算書類の承認のとき）である。したがって，取締役の資格株の
売却は，その任期中は，債権的効力を生ずるにすぎない。このような解釈は，ほぼ
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同じ条文を有していた旧会社法（26条）のもとで認められていた（Paris18mars
1953，D．1953．2。486）。
　　　9．　本条違反の効果　　（1）定款に資格株数の記載を欠いている場合　　定
款において取締役に必要な株式の最低数の記載を欠いている場合には，すべての利
害関係人は，罰金強制ないし過怠金（astreinte）をもって，その状態の補正を命ず
ることを裁判所に申立てることができる。この場合，発起人，取締役，取締役の資
格をもたない副社長および会計監査役に対して，責任追及の訴　（action　en　res－
ponsabilit6）を提起することもできる。
　　（2）必要最低数の株式を有さない取締役の地位　　補正期間たる3ヵ月を経過
したとぎに，取締役がなお必要最低数の株式を有するにいたらなかった場合は，当
然に辞任したものとみなされる。3ヵ月の期間をこえてこの取締役が職務を行なう
と，この取締役が当然に辞任したとみなされることにより，法律または定款に定め
る取締役の最低数が満たされていない場合，または，欠席取締役を控除することに
より，決議の効力要件たる定足数および多数決が成立しない場合には，取締役会の
決議が無効となるおそれがある（法360条2項）。
　　さらに，資格株に関する規定に違反した場合には，取締役の責任（法244条1
項）および会計監査役の責任が生ずる（法97条参照）　（以上は，Mercadal　et　aL，
pp．352－354）。
法第96条〔資格株処分権の回復時期〕
　退任した取締役またはその権利承継人は，その取締役の在任する最終
営業年度の計算書類を通常総会が承認したときから資格株の自由処分権
を回復する。
　Loi　Art．96．一L7ancien　administrateur　ou　ses　ayants　droit　recouv－
rent　la　libre　（1isposition（ies　actions　（ie　garantie，du　seul　fait　（1e
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1’approbation　par　rassemb16e　g6n6rale　ordinaire　des　comptes　du
dernier　exercice　relatif　a　sa　gestion．
　〔解　説〕
　　　1．序説　　本条は，退任取締役（ancien　administrateur）またはその相
続人のごとき権利承継人（ayants　droit）が，その取締役の在任する最終営業年度
の計算書類（comptes）の通常総会による承認のときから，資格株の自由処分権
（1ibre　disPosition）を回復することを定め，資格株に対して会社の有していた担保
権が，取締役の退任時の営業年度の計算書類の承認と同時に停止することを明らか
にした（Hamねut，II，P．69）。
　　　2．　資格株処分権の回復時期　　本条は，資格株に対する処分権の回復時期
に関し，終任のときであるか，任期の最終営業年度の計算書類承認のときであるか，
はたまた，退任取締役に対する責任追及訴権の消滅のときであるかを争った旧会社
法上の論争に終止符を打つものであった。なお，本条には，旧会社法上，処分権回
復の要件と解された決算確認証（quitUS）に関する規定がないが，それを必要とし
ない趣旨であると解される（Mercadal　et　aL，P・354）。
　　当然のことながら，資格株の自由処分権の回復は，退任した取締役が会社に対
して一切の責任を免れることを意味するものではない。取締役の責任は，責任追及
訴権の時効に関する法第247条に定める3年（重罪に該当するときは10年）を経過
したときに消滅する。
法第97条〔資格株に関する会計監査役の監査〕
　会計監査役は，その責任のもとに，第95条：および第96条に定める規定
が遵守されているか否かを監視し，年次総会に対するその報告書におい
てこれに関するすべての違反を指摘しなければならない。
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　：Loi　Art．97。一ILes　commissaires　aux　comptes　veillent，sous　leur
responsabilit6，a1’observation　des（1ispositions　pr6vues　aux　articles
95　et　96　et　en　d6noncent　toute　violation　dans　leur　rapPort　a
1’assemb16e　g6n6rale　amuelle．
　〔解　説〕
　　本条は，法第95条および法第96条に定める資格株制度につぎ，会計監査役の監
査報告義務を定めたものである。
法第98条〔取締役会の権限〕
　①（1967年7月12日法律第67－559号および1969年12月20目命令第69－11
76号により改正）《取締役会は，あらゆる場合に会社の名において行為す
るもっとも広汎な権限を有する。取締役会は，会社の目的の範囲内で，
かつ，法律により株主総会に明示的に付与されたものを除ぎ，この権限
を行使する。》
　②（1969年12月20日命令第69－1176号により追加）《会社は，第三者に
対する関係において，会社の目的に属しない取締役会の行為についても
責任を負う。ただし，当該行為がこの目的の範囲をこえていることを第
三者が知り，または，そのときの状況からみて知りうべきであったこと
を会社が証明したときは，このかぎりではない。定款の公示のみでは，
この証明とはならない。》
　③《取締役会の権限を制限する定款の規定は，第三者に対抗すること
ができない。》
　④銀行業またはその他の金融業以外の事業を営む会社のなす保証，手
形保証および担保の供与は，命令の定める条件をもって取締役会の認許
を必要とする・（1967年7月12日法律第67－559号により追加）《この命令
はまた，その認許の範囲をこえたとぎに第三者に対抗でぎる条件につい
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ても定めなければならない。》
　Loi　Art．98．一（L．no67－559du12jui11．196710rd．n。69－1176du
20d6c．1969）《Le　conseil　d夕administration　est　investi　des　pouvoirs
les　plus　6ten（ius　pour　agir　en　toute　circonstance　au　nom　de　la
soci6t61i11es　exerce　dans　la　Iimite　de1’objet　social　et　sous
r6serve　de　ceux　express6ment　attribu6s　par　la　loi　aux　assemb16es
dヲactiomaires．》
　（Ord．no69－1176du20　d6c．1969）　《Dans　les　rapPorts　avec　Ies
tiers，la　soci6t6est　engag6e　m6me　par　les　actes　du　conseil　d少admi－
nistration　qui　ne　re1さvent　pas　de　robjet　socia1，a　moins　qu’il　ne
pouvait1’ignorer　compte　tenu　des　circonstances，6tant　exclu　que
la　seule　publication　des　stat昼ts　suf資se　a　constituer　cette　preuve。
　《：Les　（1ispositions　des　statuts　limitant　les　pouvoirs　du　conseil
d’a（1minist「atio鍛sont　inopposables　aux　tiers．》
　Les　cautions夕avals　et　garanties　（ionn6s　par　des　soci6t6s　autl’es
que　celles　exploitant　des6tablissements　bancaires　ou丘nanciers
font　1’objet　（rulle　autorisation　du　　conseil　dans　les　conditions
d6termin6es　par　d6cret．（L．no67－559du12jui1L1967）《Ce　d6cret
d6termine6galement　les　conditions　dans　lesquelles　le　d6passement
de　cette　autorisation　peut色tre　oPPos6aux　tiers。》
令第89条〔保証，手形保証および担保の供与〕
　①取締役会は，その定める総額を限度として，保証，手形保証および担保の供
与を会社の名において行なう権限を社長に対して与えることがでぎる。取締役会
は，会社のなす保証，手形保証または担保の供与のそれぞれについて，会社が行
なうこれらの行為の限度額を定めて社長に授権することができる。これらの行為
が取締役会の定めた限度額をこえるときは，各別に取締役会の認許を受けなけれ
ばならないo
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　②前項に定める認許の有効期間は，保証，手形保証または担保の供与がなされ
た主たる債務の期間にかかわりなく，1年をこえることがでぎない。
　③第1項の規定の例外として，税務署および税関に対する関係においては，社
長に対して金額の制限なしに保証，手形保証または担保の供与を会社の名におい
て行なう権限を与えることができる。
　④社長は，第1項，第2項および第3項の適用にもとづき与えられた権限を委
譲することができる。
　⑤（1968年1月2日命令第68－25号により追加）《保証，手形保証または担保
の供与の合計額が特定の営業年度について定められた限度をこえたときは，限度
額超過をもって善意の第三者に対抗できない。ただし，争いになっている保証，
手形保証または担保の供与の金額が単独で第1項の適用にもとづいて行なわれる
取締役会の決定により定められたいずれかの限度をこえたときは，このかぎりで
はない。》
　D6c．Aτt．89．一Le　conseil　d’administration　peut，dans　la1圭mite　d’un
montant　total　qu’il丘xe，autoriser　le　pr6sidentゑdonner　des　cautions，
avals　ou　garanties　au　nom　　de　la　soci6t6．　　Cette　autorisation　　peut
6galement五xer，par　engagement，un　montant　au－de1ゑduquel　la　caution，
raval　ou　la　garantie　（ie　Ia　soci6t6　ne　peut　etre　donn6．　　Lorsqu，un
engagement　d6passe1，un　ou1’autre　des　montants　ainsi　fix6s，rautorisation
du　conseil　d’administration　est　requise　dans　chaque　cas．
　La（iur6e　des　autorisations　pr6vues　き　1’alin6a　pr6c6dent　ne　peut　etre
sup6rieure　a　un　an，quelle　que　soit　la　dur6e　des　engagements　cautionn6s，
avaliS6S　Ou　garantiS．
　Par　d6rogation　aux　dispositions　de　1，alin6a　ler　ci一（iessus，　1e　pr6sident
du　conseil　dヲadministration　peut　etre　autoris6きdonner，a　r6gard　des
administrations五scales　et　douaniさres，des　cautions，avals　ou　garanties　au
nom　de　la　soci6t6，sans　limite　de　montant．
　Le　pr6sident　du　conseil　d’administration　peut　d616guer　le　pouvoir　qu’il
a　regu　en　apPlication　des　alin6as　pr6c6dents．
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　（D6cL　n。68－25du2janv．1968）　《Si　les　cautions，avals　ou　garanties
ont6t6donn6s　pour　un　montant　total　sup6rieur　a　la　limite　fix6e　pour　la
P6riode　en　cours，1e　d6passement　ne　peut6tre　oPPos6aux　tiers　qui　n，en
ont　pas　eu　comaissance，乞moins　que　le　montant　de1，engagement　invoqu6
n7excらde，a　lui　seu1，1，une　des　limites　fix6es　par　la　d6cision　du　conseil
dンadministration　prise　en　application　de17＆1in6a　ler　ci．dessus．》
令第90条〔特別授権，調査委員会〕
①取締役会は，特定の事項について，その構成員の1人もしくは数人に対し，
または，株主であると株主以外の者であるとを問わず，第三者に対して特別の権
限を与えることができる。
②取締役会は，自らまたはその社長が諮問のために検討に付した諸問題の調査
を任務とする委員会の設置を決定することがでぎる。取締役会は，その責任にお
いて，当該委員会の構成および職務権限を定めなければならない。
　D6c．Art．90．一Le　conseil　d’administration　peut　conf6rer　議　un　ou
plusieurs　de　ses　membres　ou　a　des　tiers，actionnaires　ou　non，tous
mandats　sp6ciaux　pour　un　ou　plusieurs　objets　d6termin6s．
　11peut　d6cider　la　cr6ation　de　comit6s　charg6s　d’6tudier　les　questions
que　lui・meme　ou　son　pr6sident　soumet，pour　avisシa　leur　examen．11fixe
la　composition　et　les　attributions　des　comit6s　qui　exercent　leur　activit6
sous　sa　responsabilit6．
　〔解　説〕
　　　1．序説　　取締役会の権限については，旧会社法上は，規定を欠いてい
た。しかしながら，学説および判例は，取締役会に対して，r管理」（administra・
tion）に関する権限を認め，この固有権（Pouvoirs　propres）は，定款をもって
しても，株主総会の決議をもってしても奪うことのできない権限と解した（Hamel
et　Lagarde，Trait6de　droit　commercia1，t。1，1954，pp．775戸776；Escarra　et
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Rault，Les　soci6t6s　commerciales，t．IV，1959，p．164；Cass．civ．4juin1946，
J．C．P．，1947。II．3518）。
　　もっとも，株式会社は階層秩序を有する組織体（organisme　hi6rarchis6）で
あるから，法が会社の他の機関に与えた権限によって取締役会の権限は制限を受け
るし，会社の目的によっても制限される。このように，取締役会の権限は，一方で
は会社の目的により，他方では法律によって制限されているが，定款によっても制
限でぎるであろうか。この点については，旧会栓法のもとでは，定款をもって取締
役会の権限を制限することができ，この制限は，原則として，第三者に対抗するこ
とがでぎたのである（Cass。civ．15d6cembre1925，S。1926．1。5）。しかし，新
会社法は，この点について，旧会社法のもとでの解釈を承継せず，定款上の制限は
認めたが，第三者に対しては対抗でぎないとした（本条3項参照）。それゆえ，本
条第3項は，株主総会による監督が事後的（aposteriori）なものであるので，取
締役会に対しもっとも広汎な権限（les　Plus　larges　pouvois）を事実上与えるこ
とになり，定款による制限をこえて権限を行使した取締役に対しては，一方ではそ
の随時解任により，他方では会社に対する責任を追及することにより，この問題を
解決した。これは，会社と取引をする第三者の法的安全（s6curit6juridique　des
tiers）を強化するために，ヨー戸ッパ経済共同体の指令にしたがったものである
（｝lamiaut，II，P．71）。
　　　2．取締役会の権限の範囲　　取締役会は，会社の目的および株主総会によ
って明示的に与えられた権限の範囲内においてのみ，あらゆる場合に会社の名にお
いて行為するもっとも広汎な権限を有する（法98条1項）。
　　原則として，この権限は，法律上の意味では，r管理行為」（actes　d7adminis－
tration），すなわち，《actes　de　disposition》にかぎられる。したがって，本条1
項のrあらゆる場合に会社の名において行為するもっとも応汎な権限」という表現
は，不適切だとの批判がある。r取締役会は，決定するが行為しない」（1e　conseil
d6cide，mais　n’agit　pas。）からである（Ripert　par　Roblot，P．659）。また，本条
1項は，制定当時，《Pouvoirs　de　gestion》という表現が用いられていたが，1967
年7月12目法によって，《pouvoirs》と改められた。これは，少なくとも第三者に
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対する関係では，《gestion》，《administration》または《direction》という用語の
間のあいまいな関係を区別することなく，取締役会に対してその名において行為す
るすべての権限を与えようとする配慮にもとづくものである（H6mard　et　a1。，1，
pp．804－805）。
　　このように，取締役会は法によりrもっとも広汎な権限」（pouvoirs　les　plus
6tendus）を与えているのであるが，それにもかかわらず，取締役会の権限の大部
分は，実際には会社の指揮者（社長および副社長）が行使するこの者固有の権限に
吸収されていることは明らかである。結局，取締役会の権限は，r指揮の最高方針
に関し自己の意見を述べ，かつ，会社の運営に関し多かれ少なかれ積極的監視を行
なうこと」に限定されている（Ripert　par　Roblot，p・660）。もっとも，後述のご
とく，取締役会に固有の権限も存在する。
　　　3．取締役会の権限の制限　　取締役会の権限は，法律上rもっとも広汎な
権限」とされてはいるが，実務上は社長および副社長の権限にその大部を吸収され
ているばかりでなく，会社の目的，総会の権限および定款によって制限されてい
る。
　　（1）目的による制限　　取締役会は，原則として，会社の目的（objet　socia1）
の範囲内においてのみ権限を有するにすぎない。しかし，この制限は，株主に対する
関係においてのみ効力を有するにすぎない。第三者に対する関係においては，会社
の目的に属さない取締役会の行為についても責任を負わなければならない。ただし，
取締役会のなした行為が会社の目的をこえていることを第三者が知り，または，そ
のときの事情からみて知りうべきであったことを会社が証明したときは，会社は第
三者に対して責任を負わない。定款を公示するだけでは，第三者の悪意を証明する
ことにはならないから，この悪意の立証は非常に困難である（法98条2項）。
　　（2）総会による制限　　取締役会は，新会社法のもとでは，もはや株主総会の
権限を侵害することは許されない。これは，株式会社において株主総会が取締役会
の権限を奪うことを禁じた判例（Cass，civ。41uin1946，」。C．P．1947．II。3518）
によって認められた機関の階序性を確認したものである。
　　したがって，株主総会による取締役会の権利の制限は，r法律により株主総会
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に明示的に付与された権限」を取締役会が行使できないことを意味する（法98条1
項）。株主総会の専属的管轄事項は，以下の事項である。
　一定款の変更（法153条1項，なお，法2条，法86条および令55条参照）。
　一計算書類の承認および利益の処分（法157条）。
　一取締役の選任および解任（法90条）ならびにその報酬の決定（法108条）。
　一会計監査役の選任（法223条）。
　一会社と取締役または副社長との取引の承認（法王03条）。
　　（3）定款による制限　　取締役会の権限に関して，定款（statuts）をもってそ
の制限をなすことができる。たとえぽ，一定の金額をこえる貸付（emprunts）は・
株主総会の事前の認許を要する旨の定款の定めを設けることができる。しかしなが
ら，定款による制限については，以下の2点に注意しなければならない。
　　第1に，この制限は第三者に対抗できない（法98条3項）。したがって，取締
役会が定款による制限を無視した場合には，会社は，第三者に対してこの制限を主
張することができず，かつ，自己の名において引受けた債務を履行しなければなら
ない。しかし，この場合には，定款の条項に違反した取締役の責任を追及すること
ができる。
　　第2に，この制限は，会社の管理権を株主総会に移転させるものであってはな
らない。たとえば，社長または副社長の選任権を株主総会の権限に属させる定款の
定めを設けることはできない。
　　　4．取締役会の専決事項　　取締役会の専属的管轄事項としては，旧会社法
のもとにおけると同じく，以下のものがある。
　一株主総会の招集（法158条1項）。
　一計算書類の作成（法340条）および年次株主総会におけるその報告（法157
条2項）。
　一会社と取締役または副社長との取引の認許（法101条）。
　一欠員取締役補充の場合の取締役の選任（法94条）。
　一社長および副社長の選任および解任（法110条，法115条）。
　一調査委員会の構成員の選任（令90条2項）。
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　一出席手当および賞与の配分（令93条1項）。
　　以上のほかに，新会社法は，取締役会の専決事項として，特別に，以下の2つ
の場合を定めたo
　一本店の移転（法99条）。
　一保証，手形保証および担保の供与（法98条4項）。
　　　5．保証・手形保証および担保の供与　　保証（cautions），手形保証（avals）
および担保（garanties）の供与を会社が行なう場合には，この会社が銀行または
その他の金融機関以外の会社であるかぎり，取締役会の認許（autorisation）を受
けなければならない（法98条4項）。
　　この認許は，第三者に対して，会社自体の債務ではない他人の債務について担
保する場合にのみ必要とされると解すべきである。なぜならば，債務者が自ら弁済
できない場合に，その債務者たる他人（主たる債務者）の債務を支払う義務を定め
るのが保証または手形保証であるのだから，少なくとも，会社による保証または手
形保証の付与の場合については，この解釈には疑問の余地がない（民法典2011条：お
よび商法典130条を参照）。これに反し，会社による担保の提供は，第三者の債務
に対する場合のみならず，会社自体の債務に対する場合にも行なわれる。しかしな
がら，立法者は，会社自体の債務ではなく第三者の債務の対する担保の提供を取締
役会の監督のもとにおくことを意図していると解される（」．0．D6b．A。N・3
d6cembre1970p．6095）。
　　（1）取締役会による認許の条件　　認許の条件については，令第89条が定めて
いる。
　（a）限度額　　この認許は，一定の限度額を定めて与えなければならない。この
場合，社長またはその代理人は，取締役会の定める限度額の範囲内で，自由に，保
証，手形保証および担保を供与することができる（令89条1項）。しかし，取締役
会は，その定める限度額の範囲内で，一定の金額をこえない広義のあらゆる担保に
ついて，事前に認許を与えておくことができる。たとえぽ，取締役会は，総額で500
万フラン以下，1件当り20万フラン以下というような事前の認許を与えることがで
きる。また，たとえば，抵当権設定については40万フラン以下，手形保証について
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は1万フラン以下というような事前の認許を与えることもできる。1件当りの制限
をこえた場合または全体の限度額をこえた場合には，各別について，取締役会の個
別的な認許を受けなければならない（令89条1項）。
　　令第89条第1項によれば，取締役会は一定の金額を限度として，会社の名にお
いて保証，手形保証または担保を供与する権限を社長に認許することがでぎると定
めている。それゆえ，この認許は，取締役会の義務ではない。かかる限度内での社
長の権限を認めず，1件ごとに取締役会の認許を必要とすると定めることも可能で
あり，また，低い限度額を定めることもできよう。しかし，当然のことながら，こ
のことは，会社の運営に深刻な障害を生ずるおそれがある。
　　税務署（administrations於cales）および税関（douanieres）に対する関係に
おいては，取締役会は，金額の制限なしに保証，手形保証または担保の供与を会社
の名において行なう権限を社長に与えることができる。この規定は，金額に関する
ものであり，認許の有効期問に関するものではない。その結果，取締役会が適当と
認めたときには，この期間を毎年更新しなければならない。更新しない場合には，
合計額または1件当りの限度額は，税務署および税関に対する担保の供与について
すらも，これにしたがわなければならない（令89条3項）。
　（b）有効期間　　取締役会は，1年をこえる期間をもって，認許を与えることが
できない。1年を経過すると，取締役会は，この期間の債務を考慮して（この債務
は令245条にしたがって貸借対照表に掲記しなければならないが），つぎの1年間
について供与することのできる新たな担保の金額を決定する。
　　令第89条第2項によれば，認許の有効期問は，r保証，手形保証または担保の
供与がなされた主たる債務の期問にかかわりなく」1年をこえることができないと
されている。したがって，1年以上廷長しなければならない担保については，認許
を与えることができないとも解される。しかし，1年を限度とする担保の供与では
債権者が満足するとは思われない。それゆえ，この規定は，新たな担保については
1年内に新たな認許を受けれぽよいという趣旨であると解さなければならない。
　（c）権限の委譲　　社長は，取締役会により与えられた会社の名において担保を
供与する権限を委譲することができる　（令89条4項）。権限の委譲を受けた者は，
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社長に替わって，取締役会の定める制限内で，それを行使することができる。
　　（2）取締役会の認許と第三者との関係　　保証，手形保証または担保の供与の
合計額が特定の営業年度について定められた限度をこえたときは，この限度額の超
過をもって善意の第三者に対抗できない。しかし，1件当りの金額が取締役会の定
める限度額をこえた場合にば，認許を受けていない旨を主張することができる（令
89条5項）。したがって，担保の供与を受ける債権者は，会社の名において担保を
供与することを社長に認許する取締役会の決定を知らされるよう慎重に行動しなけ
ればならない。担保の供与を受ける金額が取締役会の定める1件当りの限度額をこ
える場合には，債権者は，取締役会の特別の認許を得なけれぽならない。認許を得
ない場合には，債権者は，担保の供与を行なう社長またはその代理人の権限の欠歓
をもって会社から対抗され，その担保の供与は法律上効力を生じない。
　　しかし，担保の供与が取締役会の定める限度額に満たないときは，社長または
その代理人の署名のみによって供与される担保は，第三者に対してすでに供与した
別の担保を考慮して，社長により供与された担保の合計額が取締役会の認許した
r信用」の限度額をこえた場合ですらも，有効である。
　　もっとも，第三者にとっては，社長が与える担保の供与の合計額を知ることも，
この合計額が取締役会の決定に反するか否かを知ることも，事実上，実務的には不
可能である。しかしながら，取締役会の認許した合計額を超過した場合には，会社
は，債権者がそれを知っていることを証明すれば，悪意の債権者としてこの者に対
抗することができる（以上は，Mercadal　et　a1．，pp．381－386）。
法第99条〔本店の移転に関する取締役会の権限〕
　同一県内または隣接県内における本店の移転は，次回の通常総会によ
る追認を条件として，取締役会によってこれを決定することができる。
　Loi　Art．99．一：Le　d6placement　du　siさge　social　dans　le　meme
d6partement　ou　dans　un　d6partement　limitrophe　peut　etre　d6cid6
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p＆r　le　conseil　d，administration，sous　r6serve　de　rati丘cation　de
cette　d6cision　par　la　prochaine　assembl6e　g6n6rale　ordinaire．
　〔解　説〕
　　　1．　序説　　本店所在地（siとge　socia1）は定款の絶対的記載事項であり（法
2条），フランスの領土内に本店を置く会社はフラソス法の適用を受けるという効
果がともなう（法3条1項）。すなわち，会社の国籍の決定基準となるのである。
　　　2．本店の移転　　（1）原則　　本店の移転（transfert　du　s驚ge）の決定
は，定款変更につき法の定める条件にしたがって行なわなけれぽならない。それゆ
え，その管轄機関は，原則として，特別株主総会である（法153条1項）。本店の
移転は，会社の国籍の変更（changement　de　nationalit6）を生ずるが，原則とし
て，社員の全員一致による決議が必要である（法153条および154条参照）。
　　（2）取締役会による本店移転　　取締役会は，同一県内または隣接県内におけ
る本店移転を，次回の通常株主総会による追認（rati丘cation）を条件として，決定
することがでぎる（法99条）。通常総会が移転を追認しない場合には，取締役会の
移転決議は無効となる。この場合には，旧本店所在地に復帰することを第三者に周
知させるため，新たな公示手続を行なわなければならない。
　　取締役会が一定の周辺地域（p6rimさtre）に本店を移転する権限を行使する場
合には，この移転にともなう定款の変更をなす権限を有する機関がどれであるのか
が問題となる。通常総会は，この移転を追認するか拒否する権限しかもっていない
のであるから，定款の変更を行なうことができない。さらに，これについて専属管
轄権をもつのが特別総会であることを認めるとすれぽ，本条による省略手続は実際
的効力をもたないと評することができる。それゆえ，結局，法律が認める例外的権
限にもとづく取締役会の決議の結果として定款に重要な変更を生ぜしめることがで
ぎることを認めるのが論理的であると思われる。したがって，一定の周辺地域への
本店移転の権限は，取締役会に属すと解すべぎである。
　　しかしながら，本条は強行規定とは解しえないので，いかなる場所であれ，本
店の移転は特別総会の決議を要する旨を定款に定めることは有効であると解される
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（Mercadal　et　a1。，p．383）。
法第100条〔取締役会の決議方法と取締役等の秘密保持義務〕
　①取締役会は，その構成員の少なくとも過半数が出席するときにかぎ
り，有効に決議することができる。これに反する定款の条項はすべて記
載がないものとみなされる。
　②定款が多数決の要件を加重しないかぎり，決議は，出席した構成員
（1967年7月12日法律第67－559号により改正）《または代理人》の過半数
をもってこれを行なう。
　③定款に別段の定めがないかぎり，可否同数の場合には，会議の議長
の決するところによる。
　④取締役ならびに取締役会会議に出席を求められたすべての者は，秘
密性を有する情報および社長が秘密事項に指定した情報に関しては，秘
密保持の義務を負う。
　：Loi　Art．100．一Le　conseil　d，administration　ne　d61ibさre　valablement
que　si　la　moiti6au　moins　de　ses　membres　sont　pr6sents。Toute
clause　contraire　est　r6put6e　non6crite．
　A　moins　que　les　statuts　ne　pr6voient　une　ma50rit6plus　forte，
1es　d6cisions　sont　prises　a　la　majorit6des　membres　pr6sents（：L．
no67－559du12jui11．1967）　《ou　repr6sent6s》．
　Sauf　disposition　contraire　des　statuts，1a　voix　du　pr6sident　（ie
s6ance　est　pr6pon（i6rante　en　cas（ie　partage．
　Les　administrateurs，ainsi　que　toute　persome　apPe16e　a　assister
aux　r6unions　du　conseil　dシadministration，sont　tems　a　la　discr6tion
a1’6gard（ies　informations　pr6sentant　un　caractさre　con五dentiel　et
（ionn6es　comme　telles　par　le　pr6sident　du　conseil　d’administration．
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令第83条〔取締役会の招集〕
　①会社の定款には，取締役会の招集および議事に関する規則を定めなければな
らない。
　②前項の規定にかかわらず，取締役会の少なくとも3分の1を構成する取締役
は，取締役会が2ヵ月をこえて開かれないときは，議事目程を示して取締役会を
招集することができる。
　D6c．Art．83．一Les　statuts　de　la　soci6t6d6terminent　les　rさgles　rela』tives
a　la　convocation　et　aux　d61ib6rations　du　conseil　d’administration．
　Toutefois，des　administrateurs　constituant　au　moins　le　tiers　des
membres　du　conseil　d7administration　peuvent，en　indiquant1’ordre　du
jour　de　la　s6ance，convoquer　Ie　consei1，　si　celui・ci　ne　sラest　pas　r6uni
depuis　plus　de　deux　mois。
令第83－1条〔議決権の代理行使〕
　①（1968年1月2目命令第68－25号により追加）定款に別段の定めのないかぎ
り，取締役は，書面または電報をもって，取締役会会議について自己の代理を他
の取締役に委任することがでぎる。
　②各取締役は，同一の会目中において，前項の適用にもとづぎ受取った委任状
のうち1通のみを使用することがでぎる。
　③前2項の規定は，これを法人取締役の常任代表者に適用する。
　D6c．Art．83－L一（D6cr．n。68－25du2janv．1968．）Sauf　clause　contraire
des　statuts，un　administrateur　peut　donner，par　lettre　ou　par　t616gramme，
mandatゑun　autre　administrateur　de　le　repr6senterゑune　s6ance　du
conseil　d7administration．
　Chaque　administrateur　ne　peut　disposer，au　cours　d，une　meme　s6ance，
que　d’une　seule　des　procurations　regues　par　apPlication　　de　ralin6a
pr6c6dent．
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　Les（iispositions　des　alin6as　pr6c6dents　sont　apPlicab玉es　au　repr6sentant
pemanentdフunepersonnemoraleadmin至strateur．
令第84条〔取締役会の出席簿〕
　取締役会は出席簿を作成し，この会議に加わった取締役はこれに署名しなけれ
ばならない。
　D6c．Art．84．一ll　est　tenu　un　registre　de　pr6sence　qui　est　sign6par玉es
administrateurs　participant　a　la　s6ance　du　conseil　d伊administration．
令第85条〔議事録の作成方法〕
　①取締役会の議事は，本店に備え置かれる特別の帳簿に作成され，商事裁判所
の裁判員もしくは第1審裁判所の裁判官または市町村長もしくはその助役により，
通常の形式においてかつ無料で，整理番号を付され，かつ，花押された議事録に
よって，これを確認する。
　②前項の規定にかかわらず，議事録は，前項に定める条件にしたがって，通し
番号が付され，署名がなされ，かつ，これをなした官署の押印のあるルーズ・リ
ーフをもって作成することができる。一枚の紙に余白があっても，先に使用され
た紙に続けて，これを編綴しなければならない。紙の付加，除去，取換えまたは
差換えはすべてこれを禁止する。
　D6c．Art．85．一Les　d61ib6rations　du　conseil　d’admin圭stration　sont　con－
stat6es　par　des　procさs・verbaux　6tablis　sur　un　registre　sp6cial　tenu　au
siさge　social　et　cot6et　paraph6soit　par　un　juge　du　tribunal　de　commerce，
soit　par　un　juge　du　tr三bunal　d，量nstance，soit　par　le　maire　de　ia　commune
ou　un　adjoint　au　maire，dans　la　forme　ordinaire　et　sans　frais。
　Toutefois，Ies　procさs－verbaux　peuvent　etre　6tablis　sur　des　feuilles
mobiles　num6rot6es　sans　（iiscontinuit6，　paraph6es　dans　les　conditions
pr6vuesゑralin6apr6c6dentetrevδ亡uesdusceaude1’aut・rit6quilesa
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paraph6es．　Dさs　qu’une　feuille　a6t6remplie，meme　partまellement，elle
dGit　etre　jointe　a　celles　pr6c6demment　utilis6es．Toute　addition，suppres－
sion，substitution　ou　interversion　de　feuilles　est　interdite．
令第86条〔議事録の記載方法〕
　①取締役会の議事録には，出席または欠席した取締役の名前を記載しなければ
ならない。この議事録は，法規にもとづいて取締役会会議に招集された者の出欠
状況および会議の全部または一部に出席した他のすべての者の出席状況を記載し
なければならない。
②議事録には，会議の議長および少なくとも1人の取締役による署名がなけれ
ばならない。会議の議長に支障のある場合には，議事録には少なくとも2人の取
締役による署名がなけれぼならない。
　D6c．Art．86．一：Le　procさs－verbal　de　la　s6ance　indique　le　nom　des
administrateurs　pr6sen亡s，excus6s　ou　absents．11fait6tat　de　la　pr6sence
ou　de　1’absence　des　personnes　convoqu6es　ゑ　la　r6union　　du　conseil
d夕administration　en　vertu　dヲune　（1isposition　16gale．et　de　la　pr6sence　de
toute　autre　personne　ayant　assist6a　tout　ou　partie　de　la　r6union。
　Le　procさs々erbal　est　revδtu　de　la　signature　du　pr6sident　de　s（≦ance　et
d’au　moins　un　administrateur．En　cas　d’emp6chement　du　pr6sident　de
s6ance，il　est　sign6par　deux　administrateurs　au　mo圭ns、
令第87条〔議事録の謄本または抄本〕
　①取締役会の議事録の謄本または抄本は，社長，副社長，社長の職務を一時的
に代行する取締役またはその証明を行なう権限を与えられた者が原本の記載と相
違ない旨を証明したものを有効とする。
　②会社の清算中においては，この謄本または抄本は，清算入が証明したものの
みを有効とする。
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　D6c．Art．87．一Les　copies　ou　extraits　de　procさs－verbaux　des　d61ib6rations
sont　valablement　certi丘6s　par　le　pr6sident　du　conseil　d’administration，
un　directeur　g6n6ra1，radministrateur　d616gu6temporairement　dans　les
至onctions　de　pr6si（1ent　ou　un　fon（16de　pouvoir　habilit6a　cet　e廷et．
　Au　cours　de　la　liquidation　de　la　soci6t6，ces　cop1es　ou　extraits　sont
valablement　certifi6s　par　un　seul　liquidateur。
令第88条〔謄本および抄本作成の効果〕
　（1968年1月2日命令第68－25号により改正）《在任中の取締役の人数ならび
に取締役会会議における取締役の出席またはその代理は，議事録の謄本または抄
本の提出により証明することができる。》
　D6c。Art．88一（D6cL　no68－25du2janv．1968）《11est　su鐙samment
justifi6du　nombre　desαdministrateurs　en　exercice　ainsi　que　de　leur
pr6sence　ou　de　leur　repr6sentation　a　une　s6ance　du　conseil　d7administ－
ration，par　la　pro（iuction　d’une　copie　ou　d’un　extrait　du　procさs－verba1．》
　〔解　説〕
　　　1．　序説　　取締役会は，合議機関（organe　co116gia1）である。したがっ
て，法律によって取締役会に対して付与された職務については，取締役は共同で行
なわなければならず，取締役個人ではいかなる権限も有さない。すなわち，通常，
取締役会に対して与えられた権限（autorisations　ou　Pouvoirs）は，その構成員
の人格とは無関係に与えられるものであり，かつ，適法に選任された新たな取締役
に移行するものであると解されている（Paris13avri11934，J．C．P．193生896）。
しかし，それにもかかわらず，取締役会は法人格を有していない。せいぜいのとこ
ろ，株主と取締役会との間の内部的紛争を解決するにさいして，取締役会の議長（す
なわち社長）を相手取って訴を提起することができるにすぎないと解される（Nancy
19juillet1946夕D。1947。525）。
　　前述のごとき取締役会における議決につき，本条は，主として，決議の成立要
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件（定足数）とその方法について定めた。すなわち，まず，定足数（quorum）に
ついては，旧会社法上規定を欠いていたが，本条は，取締役の過半数の出席を強行
規定とした。つぎに，決議方法については，旧会社法においては，定款に別段の定
めがないかぎり，取締役の過半数による多数決を要すると解されていたが（Cas9・
com・270ctobre1959・D・1960．454），本条では，これを出席取締役の過半数に
よる多数決に緩和した（Trouillat，P．316；Hamiaut，II，P・73）。
　　　2．取締役会の招集　　（1）取締役による招集　　取締役会の招集手続およ
び期間は，定款により自由に定めることができる（令83条1項）。しかしながら，
取締役会が2ヵ月をこえて開催されない場合には，3分の1以上の取締役は，招
集手続を行ない，かつ，議事目程を定めることができる　（令83条2項）。以上の
場合以外には，法はなんらの定めをおいていない。それゆえ，定款をもってすれば，
たとえば，毎月1回とか，2月に1回とか定期的に取締役会を招集することもでき
れぽ，社長が必要と判断した場合にはいつでも招集することができる旨を定めるこ
ともでぎる。ただ，注意しなければならない点は，たとえば，2ヵ月未満の期間内
においてであれ，在任中の取締役の3分の1未満の者の請求によってであれ，その
旨を定款に定めている場合であるが，この場合には取締役会を招集することができ
ると解すべきである。
　　この招集は，一般的な方法によって，出席するために十分な期問をもって，取
締役に対して行なわなければならない。定款には，招集通知について自由に定める
ことができ，書面，電報，口頭によってさえも招集することができる。しかし・口
頭による招集は，招集したことの証明にきわめて大きな困難がともなうので，望ま
しい通知方法とはいえない。
　　取締役会会議（s6ances　du　conseil）は，原則として，本店において行なわれ
る。しかし，取締役会は，定款に別段の定めがある場合には，本店以外の場所で会
議を開くことができる。
　　会議の議事目程（ordre　du　jour）は，その会議の招集権者によって定められ
るが，定款の規定によって，会議の開始まで議事目程を示さないでおくこともでき
る。
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　　（2）会計監査役の招集　　会計監査役を取締役会に招集しなければならないの
は，当該営業年度の決算を行なう場合についてのみである（法231条）。しかし，
会計監査役は，必要あると判断された場合には，いつでもこれを取締役会に招集す
ることができる（令192条3項）。
　　会計監査役が取締役会に招集されるときは，いつでも配達証明付書留郵便によ
らねばならず（令192条4項），取締役を招集すると同時に会計監査役自身をも招
集し．なければならない（令192条2項）。
　　（3）企業委員会代表者の招集　　企業委員会（comit6d’entreprise）の代表で
あり，かつそれぞれ使用者と労働者とに属する2人の委員は，すべての取締役会会
議に諮問権（voix　consultative）をもって出席することができる（1945年2月22
日オルドナス3条）。
　　　3．取締役の議決権の代理行使　　定款に別段の定めがないかぎり，取締役
は，取締役会会議について自己の代理人を出席させることがでぎる（令83－1条）。
当初，新会社法は，取締役の代理を禁止していたが，1967年7月12目法によって許
容されることになった。実務上の便宜によるものである。
　　取締役の代理に関する要件は，以下のとおりである。
　（a）代理人の資格は，本人以外の取締役でなければならない。ただし，法人取締
役の常任代表者でもよい（令83－1条1項，3項）。
　（b）代理人たる取締役は，同一会議においては，同僚の取締役のうちの1入につ
いてだけ代理することができるにすぎない（同条2項）。
　（c）委任状は，書面にかぎらず・電報でもよい（同条1項）。
　　代理人は，議決に必要な過半数の算定について考慮されるにすぎない。反対に，
定足数の算定については，考慮されない。代理人について，その権限を定款に定め
ておくことは，かならずしも必要ではない。定款において明確に定めておかなけれ
ばならないのは，代理人を禁止する場合についてだけである。
　　　4．取締役会の出席簿　　取締役会ごとに，出席簿（registre　de　pr6sence）
を作成し，各取締役はこれに署名しなければならない（令84条）。この出席簿は，
かならず必要である。出勤簿（feuine＄de　pr6sence）1ま，たとえそれが特別の帳
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簿（dossiersp6cia1）に編綴されていても，それだけでは出席簿とならない。裁判
官や市町村長・助役などによって，番号を付しかつ花押された議事録でなけれぼな
らない。したがって，たんなる議事録は，出席簿とは区別されなければならない。
　　出席簿は，取締役のみが署名するものとも思われるが（令84条），会計監査役
または企業委員会の代表者など取締役会の会議に出席する取締役以外の者に署名を
させることはさしつかえない。
　　　5．取締役会の事務局　　取締役会の事務局（bureau　du　conseil）につい
てはなんらの法規制も存しないので，その構成は定款をもって自由に定めることが
できる。また，定款には，社長が取締役会を主宰する旨を定めているのが通常であ
る。社長が欠けている場合には，取締役会は，その会議の決議をもって，他の取締
役に故障ある社長の職務を代行させることがでぎる（法112条参照）。なお，この
場合，副議長（vice－pr6sident）をおいている場合には，この者が会議を主宰する。
これらの会議を主宰すべき者がだれも出席しなかった場合には，会議の議長を勤め
るべぎ者を出席している取締役の中から選任しなければならない（法438条の反対
解釈）。
　　新会社法は，1人または複数の副議長を選任できるか否かについて，なんらの
規定を設けていない。しかし，副議長制は，きわめて広く普及した実務慣行であり，
会社にとって貢献のある者に対する名誉ある地位として選任される。それゆえ，か
かる実務慣行は，新会社法のもとにおいても継続すると解すべきである。ただし，
副議長は，その資格においては，議長が欠けたときに取締役会の会議を主宰する権
限以外の権限を一切有さない。もちろん，副議長は，たとえば副社長の職務のごと
き職務を兼任することはさしつかえなく，この場合には，副社長の職務に属する権
限を行使することができる（法117条参照）。
　　また，一般に，定款をもって，取締役会の書記（secr6taire）を任命し，その
資格として，取締役または株主でなければならない旨を定めることができる。
　　　6．取締役会の定足数　　取締役会は，その構成員の少なくとも半数が出席
しないかぎり，有効な議決をなすことができない。そして，定款上のこれに反する
一切の条項は記載なきものとみなされる（法100条1項）。したがって，たとえば，
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8人の構成員よりなる取締役会において有効な議決をなすためには，少なくとも4
人の取締役が出席しなければならない。取締役の出席状況は，議事録によるのでは
なく，出席簿になされた署名によっても，これを確認することができる。定足数の
算定については，議決権を代理人に行使せしめた取締役本人を含めない。
　　　7．取締役会における多数決　　取締役会の決議は，出席構成員またはその
代理人の過半数（majorit6）による。この多数決要件は，定款によって加重するこ
とはできるが，軽減することはできない（法100条2項）。したがって，代理人を
除いて，出席取締役の実数による旨を定款に定めることは許される。
　　可否同数の場合には，原則として，議長が決裁権を有する。しかし，この決裁
権は，定款の規定をもって奪うことができる（法100条3項）。
　　　8．議決権拘束契約　　新会社法には，議決権拘束契約（conventions　de
vote）については，いかなる規定も存しない。しかしながら，旧会社法のもとに
おいて，取締役がその議決権をすべて放棄する契約は無効であるとする判例は，現
在も維持されるべきと解せられる。すなわち，取締役と期間の制限なく一定の方向
に議決権を行使することをあらかじめなす契約は，r株式会社の取締役は，いつで
も誠意をもって会社の利益について自己の意見を述べ，かつ，自由に議決権を行使
することによってその意見を表明することができなけれぽならない」ことを理由に，
破殿院はこれを無効としたのである（Cass。com・8mai1963，J，C．P．1963。II。
13282）。
　　　9．取締役の秘密保持義務　　取締役ならびに取締役会会議に出席を求めら
れるすべての者（企業委員会の代表者，会計監査役等）は，秘密性を有する情報
（infomations　Pr6sentant　un　caractさre　con伍entie1）および社長が秘密事項と
指定した情報に関しては，秘密保持義務（obligation　de　discr6tion）を負う（法
100条4項）。この義務には，一切の刑事上の制裁をともなわない。したがって，こ
の義務を遵守しない場合には，損害賠償の請求をなすことがでぎるにすぎない。
　　　m．取締役会会議の議事録　　（1）議事録の作成義務　　取締役会は，そ
の会議ごとに，会議の議事録（Procさs・verbal　de　la　r6union）を作成することを要
する（令85条）。議事録を作成しなかった場合には，社長または議長たる取締役は，
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刑事上の制裁を課される（法438条）。
　（2）議事録の備置義務　　議事録は，原則として，番号を付しかつ花押された
特別の帳簿（registre　sp6cia1）またはルーズ・リーフ（feuilles　mobiles）をもっ
て作成し，本店に備置かなければならない（令85条1項，2項）。
　（3）議事録の記載事項　　この議事録には，出席取締役の氏名，欠席取締役の
氏名ならびに議決権の代理行使をした取締役の氏名を記載しなければならないと解
される。欠席取締役については，届出のあった場合（excus6s）と無断欠席の場合
（absents）を区別して記載しなければならない。また，企業委員会の代表者または
会計監査役のごとく，法律上の規定にもとづいて会議に招集された者の出欠状況に
ついても記載しなけれぽならない。会議に出席したその他すべての者は，それが会
議の一部に出席したにすぎない場合でも，議事録に．記載しなければならない（令86
条1項）。
　令第86条第1項に定める記載事項以外にも，一般に，討議の概要（r6sum6des
d6bats）ならびに表決に付された事項および表決の結果についても，議事録に記載
しなければならない。
　決議に反対Lた取締役は，その旨を議事録に記載することによって，この決議
の結果後に会社に損害を生ぜしめた場合に，自己の責任を免れることができる。
　（4）議事録に対する署名　　議事録は，会議の議長および少なくとも1人の取
締役による署名を要する。会議の議長に支障ある場合には，少なくとも2人の取締
役の署名を要する（令86条2項）。
　（5）議事録の謄本・抄本　　令第87条によれば，取締役会の議事録の謄本
（copies）または抄本（extraits）を証明する権限を有する者として，社長，副社長，
社長の職務を一時的に代行する取締役，この証明を行なう権限を与えられた使用人，
清算中の会社の場合にはその清算人を限定列挙している。
　（6）議事録の証明力　　議事録は，私署証書（actes　sous　seing　priv6）にす
ぎないから，反証を挙げて覆えされるまでは証明となるにすぎない証拠能力しかも
たない（T．9．i．Millau　le「octobre1970，G。P．1971。1。87）。その結果，議事録
になんらかの方法で不正確な記載が存する場合には，すべての利害関係人は，その
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記載に異議を申立てることができる。
　　もっとも，在任中の取締役の人数ならびに取締役の出席または代理人による議
決権行使については，議事録の謄本または抄本の提出をもって，十分に証明するこ
とができる（令88条）。このように，会社が，ことに第三者に対する関係で，議事
録を作成しなければならない場合であっても，この第三者は，取締役が適法に選任
されたことを証するいかなる書面も要求することができない。
　　　11．取締役会の決議無効原因　　取締役会の決議無効原因　（causes　de
nullit6des　d61ib6rations）は，法第360条に定めるところによる。それゆえ，決
議無効原因は定款を変更するか否かによって，これを区別することができる。
　　（1）定款変更決議の場合　　定款変更決議（d6cisions　modi飴nt　les　statuts）
は，通常，特別株主総会の専決事項とされているので（法153条1項），取締役会
がかかる決議を行うことのでぎる場合は，ぎわめて例外的な場合である。すなわち，
①同一県内または隣接県内における本店の移転（法99条）。この場合には，通常株
主総会の追認を要する。②特別株主総会の授権にもとづく増資および減資の手続
（法180条3項，法215条1項）。③徴却株式の資本株式への転換（法214条）の
3つの例外が認められているにすぎない。
　　かかる定款変更決議の無効に関してはなんら明文上の規定が存しないので，そ
の決議が詐欺などの不法な目的のためである場合とか，多数決の濫用のごとく法の
一般原則違反の場合にのみ，決議無効原因となると解すべきであろう。
　　（2）定款変更決議以外の決議の場合　　この場合には，本法の強行規定または
契約に関する強行規定に違反した場合（法360条2項参照），ならびに，法の一般
原則違反の場合にのみ，決議は無効となる。
　　取締役会の決議に関する以上のごとき法律上の規定が強行法規であるか否かに
ついては疑問があるが，少なくとも定足数に関する規定（法100条1項）に違反し
た場合には，決議無効が生ずる。法の一般原則違反に関する場合には，詐欺および
権利濫用がある。旧会社法のもとにおいても，取締役に議決権を放棄させることを
意図した術策（manoeuvres）をもってする決議は無効と判決されている（Cass．
com．19janvier1959，J．C，P．1959，II．10966）。さらに，契約に関する強行規定
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に違反した場合には，たとえば，いわゆる獅子約款を無効とする民法典第1855条の
場合などがそれである（以上は，Mercadal　et　a1．，PP．374－381）。
法第1田条〔取締役または副社長と会社間の取引〕
　①会社とその取締役または副社長の1人との間で締結されるすべての
契約は，取締役会の事前の認許をえなければならない。
　②取締役もしくは副社長が間接的に利害関係を有する契約，またはそ
の者が他人を介して会社と締結する契約についても前項と同じとする。
　③会社の取締役または副社長の1人が，他の企業の所有者，無限責任
社員，業務執行者，取締役，副社長または董事会もしくは監事会の構成
員であるときには，会社と企業との間で締結される契約もまた事前の認
許をえなければならない。
　：Loi　Art．101．一Toute　convention　intervenant　entre　une　soci6t6
et　run　de　ses　administrateurs　ou　（iirecteurs　g6n6raux　（loit　etre
soumise　a　l’autorisation　pr6alable　du　conseil　d’administration。
　Il　en　est　de　m6me　des　conventions　auxquelies　un　administrateur
ou　directeur　g6n6ral　est　indirectement　int6ress60u　dans　lesquelles
il　traite　avec　la　soci6t6par　pe1・sonne　interpos6e．
　Sont6galement　soumises　a　autorisation　pr6alable，1es　conventions
intervenant　entre　une　soci6t6et　une　entreprise，si　l’un　des　admi－
nistrateurs　ou　directeurs　g6n6raux　de　la　soci6t6　est　propri6taire，
associ6ind6finiment　responsable，96rant，a（1ministrateur，directeur
g6n6ral　ou　membre　du　directoire　ou　du　conseil　de　surveillance　de
rentreprise．
??〕説??解〔
会社と取締役等との取引（いわゆる自己取引）に関する規定は，
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旧会社法第40条（1943年3月4日法により改正）に相当するものであり，本条ない
し法第106条がこれに該当する。注意しなければならないのは，自己取引の規制が
2段階に分れており，まず，r取締役会による事前の認許」（autorisat三〇n　Pr6alable）・
ついで，r会計監査役の特別報告書にもとづく株主総会の承認」（vote　de「asse・
mbl6e）を要する点である。本条は，その第1段階に：おける規制である。
　　法第101条以下による自己取引の規制は，原則として，すべての株式会社形態
を採る会社に対して適用される。しかし，保険会社のごとく（1938年12月30日デク
レ4条および27条），一定の事業活動を営む会社については適用されない。また，
会社とその取締役または副社長の1入との間のすべての取引が，この特別手続の対
象となるわけではない。なぜならぽ，禁止される取引（法106条）と規制を受けな
い自由な取引（法102条）とがあるからである。本条に関しては，以下のごとく，
規制対象となる取引（conventions　r6glement6es）についてのみ解説する（なお，
加藤徹r取締役の自己取引とフランス新会社法」企業法研究201輯40頁以下参照）。
　　　2．　自己取引の規制主体　　（1）直接的規制主体　　本条は，まず，会社と
その取締役または副社長の1人との間で直接に締結されたすべての契約　（conven－
tions）に対して適用される（法101条1項）。しかし，規制の人的範囲はこれに限
定されるものではなく，以下の2つの場合がある。
　　（2）間接的規制主体　　この自己取引の規制は，契約の直接の当事者ではなく，
これに間接的に利害関係を有する取締役または副社長に対してもなされる　（法101
条2項）。かかる場合としては，たとえば，取締役または副社長が，リベート（ris－
tOUme），手数料（COmmiSSiOn），その他の利益をいかなる形においてであれ，契
約から利得を得る場合が該当する。また，自己の配偶者に対して会社の不動産の一
部を売る約束をした株式会社の社長は，夫婦別産制（r6gime　de　la　s6paration　de
biens）のもとであったにしても，約束の目的をなす土地に2人して住んでいる場
合には，契約から問接的に利益を得るものと判決された例がある（Cass・com・23
janvier1968，Bu11．IV．28）。
　　さらに，会社と他人を介して契約する取締役または副社長の場合も規制主体と
なる（法101条2項）。これについては，親子関係という事実だけでは他人の介在
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（interPos1tion　de　Personnes）を推定するに十分ではないことを明らかにした判決
がある（Lyoll21mai1951，G．P．1951．2．179）。
　　（3）規制主体の拡大　　会社の取締役または副社長の1人が，他の企業の所有
者，無限責任社員，業務執行者，取締役，副社長，または董事会もしくは監事会の
構成員であるときには，会社とこの企業との間で契約された契約もまた事前の認許
を得なければならない（法101条3項）。すなわち，かかる規制を受ける契約の大
多数は・共通取締役（administrateurs　communs）を有する会社問で締結された
契約である。こうした事例は，一般に，親子会社間または同一企業集団に属する会
社間にみられるo
　　問題は，法人取締役の常任代表者についてである。しかし，常任代表者は取締
役と同一の条件にしたがいかつ同一の義務を負うのであるから，認許手続は，この
者と会社との間で直接・間接にまたは他人を介して締結された一切の契約，ならび
に，常任代表者が法第101条第3項に列挙する他企業での地位を占めているときは，
その企業と会社との間で締結された一切の契約に対してもまた同じく適用がある。
また，法が定めた同一視の原則を考慮すれば（法91条），法第101条は，A社の取
締役または副社長（または法人取締役の常任代表者）の1人がB社の法人取締役の
常任代表者Cでもある場合には，A社とB社との間で締結された契約に対してもま
た適用される。もっとも，この解釈によれば，非常にやっかいな実務上の影響があ
る。なぜならば，かかる解決は，法第101条の適用がもたらす極端な形式主義をと
もなって，その適用を倍加させることになるからである。
　　　3．　自己取引の規制対象　　本条は，禁止された契約（法106条）および認
許を要しない取引（法102条）を除き，いかなる差別もなくすべての契約に対して
適用される。したがって，事前の認許を要する取引の種類は，きわめて多い。すな
わち，売買，賃貸借，役務の提供，許認可の許諾，会社に対する貸付等がそれであ
る。取締役に託された任務または委任に対して取締役会が支給する特別報酬もこの
取引に該当する（法109条）。もちろん，取締役の報酬は，定款または総会決議を
もって支給されるので，この取引には該当しない（法108条参照）。
　（a）事前の認許手続の適用されない場合　　以下の2つの場合がある。第1に，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　531
　取　締　役　会
会社自身が締結しない契約がそれである。すなわち，これは，会社の社長が当該会
社に対する債権を銀行に譲渡した場合であるが，債務者たる会社はこの取引に加わ
っていないからである（Cass．com．11janvier1966，Bu11・III，17）。
　　第2は，取締役に就任前または終任後に締結された契約であり，この場合には
事前の認許を要しないことは当然のことである。しかしながら，この契約の更新
（T。g．i。Bida24avri11963，G．P．1963．2．438）ならびに変更（Cass・com・11
d6cembre1963，」。C。P，1964．II．13873）は，それが取締役就任後になされる場合
には，事前の認許を要する。契約当事者が取締役たる資格を有するか否かを決定す
る時期は，契約締結時である。たとえぽ，契約当事者たる社長の辞任後に，取引の
目的たる商品を新たに選任された社長が受取った場合ですらも，その契約は事前の
認可を必要とする（Cass．com，26janvier1965，D．1965som。81）。
　（b）社長の報酬に関する場合　　旧会社法のもとにおいては，破殿院は，法第
101条の前身たる旧会社法第40条は社長の報酬についても適用しうる旨判決してい
た（Cass．com．170ctobre1967，G．P．1968．1．6）。しかし，新会社法のもとに
おいても，この判例が維持されるべきか否かはきわめて困離な問題である。事実，
立法者は法第101条に社長の報酬までをしたがわせると理解していたか否かについ
ては，議論の存するところである。しかしながら，判例は，最近まで，会社経営者
のあらゆる過大な報酬からしだいに株主を保護する傾向を示してきているし，また，
新会社法の一般的傾向は，このような間題について厳格な規制をする方向にある。
　　これに対して，社長の報酬については法第101条の事前の認許を要しない（し
たがって，株主総会の承認を要しない）とする見解は，以下の3つの理由をもって
する。すなわち，第1に，社長の報酬は，法第110条によれば，取締役会が決定す
るのであるから，契約的性格というよりも，機関的性格を有している。社長の報酬
は，取締役会と社長との間で締結される契約ではなくて，取締役会の一方的かつ裁
量的な決定事項であるとするのである。第2に，社長の報酬に関する法第110条は，
取締役に対する特別報酬を定める法第109条とは異なり，自己取引規制手続につい
て，明文上の定めを設けていない。それゆえに，立法者は，社長の報酬については，
これを法第101条の適用除外と理解したものと考えられる。第3に，準備草案
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（travaux　pr6paratoires）ンこおいては，社長の報酬について株主は会計監査役の証
明する正確な金額を知る権利を認められていたにすぎず，立法者の意図は，社長の
報酬を法第101条の適用範囲外におくものであったと思われるからである（art』L。
168－4。l　J。0．D6b．S6nat22avri11966，P．2221J．0．D6b．A．N．11ju圭n1966，
P・1947）。したがって，疑問は残るが，新会社法は，社長の報酬については，これ
を法第101条の適用除外としているものと解される（H6mard　et　aL，1．P．847。
なお，以上の叙述は，Mercadal　et　al．，PP．397－401）。
法第102条〔事前の認許を要しない取引〕
　第101条の規定は，目常の取引に関してかつ通常の条件をもって締結
される契約には，これを適用しない。
　：Loi　Art．102．一Les　dispositions　de　rarticle　101　ne　sont　pas
apPlicables　aux　conventions　portant　sur　des　oP6rations　courantes
et　conclues　a　des　conditions　normales．
　〔解説〕
　　1．序説　　本条は，前法第101条の適用除外について定めたものであり，
旧会社法第40条第3項を承継した規定である。しかし，本条は，旧法とは異なり，
r会社とその顧客との取引にもとづく通常の契約」という表現を用いず，r通常の
条件をもって締結される契約」という文言に変更した。なぜならば，旧会社法のも
とにおける判例は，一部の学説にしたがい，会社の出入り商人（foumisseurs）は
その顧客とは同視されえないとして，r顧客」（cHents）という文言を制限的に解し
たからである（Paris，24f6vrier1954，J．C。P。1955．II。8536bis）。それゆえ，
本条は，前記の表現に改めて，解釈上の疑義を一掃した（Hamiaut，II，PP．75－
76）。
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　　　2．自由なる取引　　通常の条件をもって締結された日常の取引に関する契
約は，取締役会の認許を要しない。したがって，本条の取引をr自由なる取引」
（conventions　libres）とよぶ。
　　r日常の取引」（oP6rations　courants）とは，会社がその活動領域において，
通常の方法で行なう取引と解さなければならない（工0。D6b，A．N．4avri11969，
P。870）。
　　取引の条件は，当該取引を担当する取締役が自ら会社の出入り商人または顧客
であるときには有していないような利益をこの取引から受けることがないという意
味で，会社が第三者と目常行なう取引の条件として通常なものでなけれぽならない
と考えられている。この場合，通常の取引条件であるか否かの判定にあたっては，
同種の営業を行なっている他の会社における類似の取引について用いられている条
件についても考慮しなけれぽならない（Mercada1et　aL，P・397）。
法第103条〔自己取引の認許および承認の方法〕
　①利害関係人である取締役または副社長は，第101条が適用される契
約を知ったときは，直ちに取締役会に対して報告しなければならない。
この者は，自から求めた認許に関する議決に加わることができない。
　②社長は，認許されたすべての契約を会計監査役に通知し，かつこれ
に．ついて総会の承認を求めなければならない。
　③会計監査役は総会に対しこの契約に関する特別報告書を提出し，総
会はこの報告にもとづいてこれを審議する。
　④利害関係人は議決に加わることができず，かつその者の株式は定足
数および多数決の計算に算入されない。
　Loi　Art．103。一L’administrateur　ou　le　directeur　g6n6ral　int6ress6
est　tenu　dソinformer　le　consei1，dさs　quラil　a　comaissance　d’une
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convention　ゑ　1aquelle　rarticle　101　est　apPlicable．　　11　ne　peut
prendre　part　au　vote　sur1’autorisation　so1Hcit6e．
　Le　pr6sident　du　conseil　d’administration　dome　avis　aux　commis・
SaireS　aUX　COmpteS　de　tOUteS　leS　COnVentiOnS＆UtOriS6eS　et　SOUmet
celles－ci　a　rapprobation　de1’assemb16e　g6n6rale．
　：Les　commissaires　aux　comptes　pr6sentent，sur　ces　conventions，
un　rapPort　sp6cial　a1，assemb三6e，qui　statue　sur　ce　rapPort．
　L，int6reSs6ne　peut　pas　prendre　part　au　vote　et　ses　actions　ne
sont　pas　prises　en　compte　pour　Ie　calcul　du　quorum　et　de　la
majorit6．
令第91条〔会計監査役への通知とその期間〕
　①社長は，会社法第101条の適用にもとづいて認許された契約を，この契約が
締結された日から1ヵ月内に，会計監査役に対して通知しなければならない。
　②前営業年度中に締結されかつ認許された契約の履行が現営業年度に継続して
いる場合には，会計監査役は，現営業年度終了の日から1ヵ月内にこの状態につ
き報告を受けなければならない。
　D6c．Art．91．一Le　pr6sident　du　conseil　dyadmin圭stration　avise　les　commis－
saires　aux　comptes　des　cOnventions　autoris6es　en　apP王ication　de　rarticle
101de　la　loi　sur　les　soci6t6s　commerciales，dans　le　d61ai　d，m　mois　a
compter　de　la　conclusion　desdites　conventions．
　Lorsque　1’ex6cution　de　conventions　conclues　et　autoris6es　au　cours
d’exercices　an亡6rieurs　a6t6poursuiv王e　au　cours　du　dernier　exercice，　1es
commissaires　aux　comptes　sont　inform6s　de　cette　situation　dans　Ie　d61ai
（17un　mo量sゑcompter　de　la　c16ture　de1’exercice．
令第92条〔会計監査役の報告書の記載事項〕
　①会社法第103条第3項に定める会計監査役の報告書には，つぎの事項を記載
しなければならないo
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　総会の承認を必要とする契約の列挙，
　利害関係人である取締役または副社長の名前，
　前記契約の種類および目的，
　②この契約に特有の態様，とりわけ取引の価格または料率，合意された割戻金
の払戻しおよび手数料，約定した支払期限，約束利息および提供された担保の表
示，ならびに，その他この契約の締結に関連する利害関係につき株主が判断する
ことのできるための他のすべての表示，
　③引渡しを受けた納入品または提供を受けた役務の給付についての具体的内容，
ならびに，第91条第2項に定める契約の履行において現営業年度中に払込まれま
たは受領された金額の合計。
　D6c．Art．92．一Le　rapport　des　commissaires　aux　comptes，pr6vu　註
1’article103，a1玉n6a3，de　la　loi　sur　les　soci6t6s　commerciales，cont量ent：
　L’6num6ration　des　conventions　soumisesき1’approbation　de　l’assemb16e
96n6rale；
　Le　nom　des　administrateurs　ou　d量rceteurs　g6n6raux　int6ress6s；
　Lanatureet玉’obletdesditesconventionsl
　Les　modalit6s　essentielles　de　ces　conventions，　notamment　1’indication
des　prix　ou　tarlfs　pratiqu6sンdes　r1stoumes　et　commlsslons　consentiesン
des　d6丑ais　de　paiement　accord6s，des　int6rets　stipu16s，des　saret6s
co且f6r6es　et，1e　cas6ch6antシtoutes　autres　indications　permettant　aux
actionnaires　♂apPr6cier　l’int6ret　qui　sラattachait　a　la　conclusion　　des
conventionsanalys6es；
　L’importance　des　foumitures　livr6es　ou　des　prestations　de　service
foumiesainsiquelemontantdessommesvers6esoureguesaucoursde
1ヲexercice，en　ex6cution　des　conventions　vis（iesき1’artfcle91，alin6a2．
　〔解　説〕
　　　1．序説　　本条は，自己取引の承認手続として，旧会社法第40条における
手続と同じく，5段階の手続を定めている。すなわち，（1）取締役会に対する申告
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（d6claration　de　radministrateur　au　consei1），（2）取締役会による事前の認許
（auto「isation　P「6alable　de　la　convention　Par　le　conseil），（3）会計監査役に対す
る取締役会の通知（avis　donn6Pa「1e　conseil　aux　commissai「es　aux　comPtes）’
（4）株主総会に対する会計監査役の特別報告書（rapPort　special　des　commissaires
a1’assembl6e　g6n6raie），（5）株主総会による承認（rati恥ation　de　la　convention
Par「assemb16e），がそれである（Hamiaut，II，P・77）。以下で詳説する。
　　　2．取締役会に対する開示　　取締役または副社長は，自己取引を行なった
場合には，その取引が法第101条の適用される自己取引であることを知ったときに
取締役会に対して報告しなければならない（法103条1項）。すなわち，自己取引
に関して取締役会に対する開示義務の発生時期に関するものである。しかしながら，
利害関係人がこの申告をしなかったときは，かかる取引の存在を知っていた取締役
は，法令違反による損害賠償責任を会社または第三者に対して負わなければならな
い（法244条参照）。
　　　3．取締役会による事前の認許　　取締役会は，認許を求められた取引につ
いて審議する（法101条）。関係取締役または取締役の資格をも有する関係副社長
は，特別利害関係人であるから，議決に加わることができない（法103条1項）。
認許（autorisation）は，取締役会の監督に服する取引ないし契約についてのみ与
えられる。すなわち，一般的な認許や期間の定めのない認許は，認許がない場合と
同じであると解される（Paris23novembre1955，G．P．1956．1．40）。
　　認許は取締役会における審議を前提としているのであるから，各取締役によっ
て個別的に与えられた合意によってはこれを与えることができない（Paris131uin
1963，D．1965。2．398）。また，認許は，議決がなされた後でその成立に関して争わ
れる混乱した討議よりも，会議の議事録の形式的な記載を優先しなければならない
と解されさえした（Paris230ctobre1965，J．C　P・1966・II・14491）。
　　関係取締役に対する議決権行使の禁止は，取締役会にとって，その認許を与え
ることをできなくすることがある。すなわち，同一人が取締役となっている2つの
会社間で契約が締結された場合がそれである。この場合には，会計監査役は，この
事清を特別報告書に述べなければならない。株主総会は，この報告書にもとづいて，
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その取引の毅疵を治癒することになる。
　　　4．会計監査役に対する通知　　社長は，認許を受けた契約が締結された日
から起算して1ヵ月内に（令91条1項），この契約について会計監査役に通知しな
けれぼならない（法103条2項）。前営業年度中に締結されかつ認許された契約の
履行が現営業年度に継続している場合には，会計監査役は，現営業年度終了の目か
ら起算して1ヵ月内にこの状態について報告を受けなければならない（令91条2
項）。
　　　5．会計監査役の特別報告書　　会計監査役は，自己取引に関する特別報告
書（rapport　sp6cia1）を株主総会に提出しなければならない（法103条2項）。こ
の報告書には，つぎの事項を記載しなけれぽならない（令92条）。
　　（1）総会の承認（aPprobation）を必要とする契約の列挙。
　　（2）利害関係人である取締役または副社長の名前。
　　（3）前記契約の種類（nature）および目的（objet）。
　　（4）この契約に特有の態様，とりわけ取引の価格または料率（tarifs），合意さ
れた割戻金（ristoumes）の払戻しおよび手数料（commissions），約定した支払
期限，約定利息および提供された担保の表示，ならびに，その他この契約の締結に
関連する利害関係につき株主が判断することのできるための他のすべての表示。
　　（5）引渡を受けた納入品（foumitures）または提供を受けた役務の給付につ
いての具体的内容（importance），ならびに，第91条第2項に定める契約の履行に
おいて，現営業年度中に払込まれまたは受領された金額の合計。なお，《impor－
tance》とは，数量，品質，価格，等級，形状などの具体的内容を指す。
　　このように，会計監査役は，行なわれた自己取引に関する数多くの情報（ren－
seignements）を株主総会に対して提供しなければならない。また，会計監査役は，
取締役会から通知を受けている認許された契約のみならず，通知されなかったが調
査の過程で発見したすべての自己取引についてもまた，それが取締役会によって認
許されていると否とを問わず，その作成する特別報告書において指摘しておかなけ
ればならない（J．O。D6b．A．N．8mars196g　P．595）。この自己取引が認許され
ていない場合には，会計監査役は，さらに，一般報告書においてその不適法なる旨
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を指摘しなければならない（法230条3号，法233条1項）。
　　　6．株主総会による承認　　会計監査役の提出した特別報告書にもとづいて，
株主総会は，この自己取引に関して，それを承認するか否かを審議する（法103条
2項，3項）。利害関係人たる取締役または副社長（株主である場合には）は，特
別利害関係人として，議決に加わることができない。また，この者の株式は，定足
数および多数決の計算に算入されない（法103条4項）。もっとも，議決権が行使
できないのは，取締役が利害関係人である自己取引の承認決議についてのみである。
その結果株主総会が異なった取締役のそれぞれについての多数の自己取引に．関して
審議を行なわなければならない場合には，その取引ごとに別個の決議をしなけ’れば
ならず，その決議ごとに，新たに定足数と多数決の要件を満たすべく手続を進めな
ければならない。
　　株主総会による承認に関しては，以下の点に注意しなければならない。
　　（1）議決に参加できないのは，利害関係人たる取締役のみであることは前述の
とおりである。その結果として，A社がB社の株主であり（A社とB社は共通取締
をもっている），かつ，A社とB社との間で自己取引が行なわれた場合には，A社
とB社の共通取締役はこの自己取引の承認決議に加わることがでぎないが，A社は，
主要な利害関係人であるにもかかわらず，この取引を承認することができることに
なる。
　　なぜならぽ，第1に議決権を制限している法第103条第4項の規定は，制限的
に解釈しなければならないからである。すなわち，本項は，おそらく，利害関係人
を対象として，利害関係人たる取締役を対象としていないかのようである。しかし，
本項の趣旨は，法第101条以下が対象としていない利害関係人たる株主を問題とす
るのではなくて，取締役を問題にしていると解すべきである。第2に，株主は，法
の定める限定された場合を除き（法283条，法359条，法164条1項，法82条3項，
法103条4項，法145条4項等参照），常に自己の関係する議決に加わることがで
きるからである。前述の例は，実際には，親子会社間の数多い自己取引の際にみら
れることが多い。したがって，立法論としては，会社集団の特別規制を定める必要
性があることを示している。
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　（2）利害関係入たる取締役の議決権行使についての禁止は，取締役が1人また
は数人の他の株主の代理人である場合をも対象としているのであろうか。かかる取
締役の議決権を排除した以上は，代理人たる取締役はその本人の株式をもってして
も議決に加わることができないと解すべきである。したがって，定足数および多数
決の計算は，その中から代理人たる当該取締役自身の株式のみならず，本人たる株
主の株式をも差引かなければならないと解される。
　（3〉会計監査役の報告書には，前営業年度中に締結されかつ認許されている契
約について，それが現営業年度中に履行される場合には，その内容を記載しなけれ
ばならない。この契約内容になんらの変更もないとすれば，総会の新たな承認を得
ることは必要ではない（もっとも，なんらかの変更があれぽ，取締役会の新たな認
許を要することはいうまでもない）。すなわち，株主総会は，前営業年度中に認許
された契約に関してのみ審議しなけれぽならないにすぎない。
法第104条〔自己取引に対する総会の承認の効果〕
　①総会により承認された契約は，総会が承認しなかった契約と同じく，
詐欺の場合に取消されるときを除き，第三者に対してその効力を生ずる。
　②詐欺のない場合においても，承認されなかった契約が会社に損害を
与える結果をもたらしたときは，利害関係人である取締役または副社長
をはじめ，場合によっては取締役会の他の構成員に対しても，その責を
負わせることができる。
　Loi　Art．104．一Les　conventions　approuv6es　par　1’assemb16e，
comme　celles　quアelle　d6sapprouve，produisent　leurs　effets　a176gar（i
des　tiers，sauf　lors（1u’elles　sont　annu16es（ians　le　cas　de　frau（ie．
　Meme　en1’absence　de　fraude，1es　cons6quences，pr6judiciables　a
1αsoci6t6，des　conventions　d6sapprouv6es　peuventδtre　mises　a　la
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charge　de1’administrateur　ou　du　directeur　g6n6ral　int6ress6et，
6ventue11ement，des　autres　membres（iu　conseil　dフadministration・
　〔解説〕
　　1．　序説　　本条は，株主総会の承認の有無により，自己取引の効力に影響
がない旨を定める。それゆえ，本条によって，株主総会の承認（approbation）と
取締役会の認許（authorisation）との関係が明らかとなる。すなわち，自己取引
の効力要件は取締役会の認許であり，株主総会は，その承認手続を介して，かかる
認許を与える取締役会を事後的に監督するのである。
　　2．総会の承認があった場合　　この場合には，当該自己取引は，詐欺
（fraude）によって取消されないかぎり，第三者に対して，その効力を生ずる（法
104条1項）。総会の承認を得た当該取引が会社を害する結果をもたらすことがあっ
ても，利害関係人たる取締役またはそれ以外の取締役は，それについて責を負わな
いと解すべきである（法104条2項反対解釈）。
　　3．総会の承認がなかった場合　　この場合にも，当該取引は，詐欺による
取消がないかぎり，総会の承認があった場合と同じく，第三者に対して，その効力
を生ずる（法104条1項）。しかし，詐欺がない場合でも，当該取引が会社損害を
与える結果をもたらしたとぎは，利害関係人たる取締役または副社長はその責を負
わなければならない。場合によっては，取締役会の他の構成員もまた責を負なけれ
ばならない（法104条2項）。なお，かかる場合において，取消（相対無効）によ
る制裁がない点については注意しなけれぽならない（法105条1項参照）。なぜな
らぽ，取締役会が仮の認許をしたとしても，その契約は，すでに履行されてしまっ
たか，または，履行を開始しているからである（Hamiaut，II・p・78）。
法第105条〔自己取引に対する取締役会の認許の効果〕
　①第101条に定める契約でかつ取締役会の事前の認許なしに締結され
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たものは，それが会社に対して損害を与える結果をもたらしたときは，
これを取消すことができる。ただし，利害関係人である取締役または副
社長の責任を妨げない。
　②取消訴権は，契約の日から3年を経過したとき時効によって消滅す
る。ただし，契約が隠蔽されているときは，時効期間はそれが発見され
た日から進行する。
　③この取消原因は，認許の手続が行なわれなかった事情を開示する会
計監査役の特別報告書について行なう総会の議決によって，これを治癒
することができる。第103条第4項の規定は，この場合に適用する。
　Loi　Art．105．一Sans　pr6judice　de　la　responsabilit6de1’administ－
rateur　ou　du　directeur　g6n6ral　int6ress6，1es　conventions　vis6es　a
rarticle　101　et　conclues　sans　autorisation　pr6alable　（1u　conseil
d’administration　peuvent　etre　annu16es　si　elles　ont　eu　des　cons6・
quences　dommageables　pour　la　soci6t6．
　Lラaction　en　nullit6se　prescrit　par　trois　ans，a　compter　de　la
date　de　la　convention．Toutefois，si　la　convention　a6t6dissimu16e，
1e　point　de　d6part　du（i61ai　de　la　prescription　est　report6　au　jour
o貢elle　a6t6r6v616e．
　La　nullit6peut6tre　couverte　par　un　vote　de　1’assemb16e
96n6rale　intervenant　sur　rapPort　sp6cial　des　commissaires　aux
comptes　exposant　les　circonstances　en　raison　desquelles　la　pro．
c6dure　d’autorisation　n’a　pas6t6suivie．Les　dispositions　de1’article
103，aIin6a4，sont　apPlicables．
　〔解　説〕
　　1．序説　　本条は，法第104条が総会の承認を欠いた自己取引の効力に関
して定めているのに対し，取締役会の事前の認許を欠いた取引の効力について定め
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る。
　　　2．取締役会による事前の認許がなかった場合　　この場合には，会社に対
して損害を与える結果をもたらしたときにかぎり，当該自己取引を取消すことがで
きる（法105条1項）。したがって，かかる場合は，法律上当然の無効（nu11it6de
plein　droit）ではなく，裁判官が自由に判断して宣告することのでぎる取消（相対
無効）（nullit6facultative）である。したがって，裁判所の判決があるまでは，こ
の取引は有効とみなされる。
　　取消訴権（action　en　nullit6）は，会社の機関によってであれ（Paris26
mars1966，G。P．1966。1．400），直接株主によってであれ（Amiens　ler　d6cembre
1966，D・1967．234），これを行使することができる。反対に，取引の相手方たる第
三者は，取消訴権を行使することができない。なぜならば，判例によれば，取締役
会によるこの訴権の行使が要求されるのは，第三者のためにではないからである
（Cass．com．23mai1967，Bull・III・191）。この判例は，旧会社法のもとにおける
ものであるが，新会社法のもとにおいても有効である。
　　認許の手続が行なわれなかった事情を開示する会計監査役の特別報告書にもと
づいて行なわれる総会の議決によって，取消原因を治癒することができる　（法105
条3項）。
　　取消訴権は，取引の日から起算して3年を経過したとき時効によって消滅する。
この契約が隠蔽されている場合には，時効期間は，それが発見された目から進行す
る（法105条2項）。
　　なお，取締役会による認許がなかった場合には，取消訴権を行使することがで
きるだけではなく，取締役または副社長の責任追及を行なうこともできる　（法105
条1項）。
　　　3．取締役会によるその他の手続がなかった場合　　たとえ取締役会による
認許があったとしても，当該自己取引が会計監査役に通知されなかったり，その特
別報告書の対象とされていなかったり，または総会の議決に付されなかったりした
場合には，当該取引は，判決をもって裁判所が取消すことがでぎない。この場合の
唯一の制裁は，当該取引が会社に損害を与える結果をもたらすときには，取締役の
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責任を追及することができ，場合によっては，総会の決議を無効とすることができ
る。
　かかる解釈は，旧会社法第40条のもとにおいても，総会の承認がなかった自己
取引について認められていた（Cass・com・170ctobre1967，BulL皿・313）。事
実，取締役会の認許の場合と異なり，総会の承認がなかった場合には，当該自己取
引の効力には影響がないからである。新会社法のもとにおいては，一方では，総会
の承認が得られない場合には，当該取引は，詐欺がないかぎり，その効力に影響が
ないとし，他方では，取締役会の事前の認許がない場合には，明文上，取消すこと
がでぎる旨を定めている。したがって，株主総会の承認がない取引の効力が有効で
あることについては，疑問の余地がない。そして，この場合の唯一の制裁は，当該
取引が会社に損害を与える結果をもたらした場合に，取締役の責任を追及できると
いうだけにすぎない（法104条2項参照）。
　つぎに，会計監査役に対する通知がなかった場合，または，その特別報告書が
作成されなかった場合もしくはその作成が不完全であった場合についても，当該自
己取引の効力は，総会の承認がなかった場合と同じく有効である。しかし，総会に
おける会計監査役の自己取引に関する関示は，その審議について準備する機会を提
供するものであるから，その機会を欠いたかかる総会決議はこれを無効とすること
ができる（法360条2項）。もっとも，総会決議を無効としたところで，当該取引
には影響がない（Mercadal　et　aL，PP。404－405）。
法第106条〔取締役に禁止された自己取引〕
　①法人以外の取締役に対しては，その形式のいかんを問わず，会社か
ら金銭の貸付を受け，交互計算その他によって信用を受けることを会社
に同意させ，または第三者に対する自己の債務につき会社に保証させも
しくは手形保証をさせることは禁止され，これに反する契約は無効とす
る0
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　②前項の規定にかかわらず，会社が銀行またはその他の金融業を営む
ときは，この禁止は，通常の条件で締結されたこの営業のためにする日
常の取引に対しては，これを適用しない。
　③同一の禁止は，副社長および法人取締役の常任代表者に対しても，
これを適用する。この禁止は，本条に定める者の配偶者，直系尊属およ
び直系卑属ならびにすべての介在者に対しても，これを適用する。
　：Loi　Art．106．一A　peine　de　nullit6du　contrat，il　est　interdit　aux
administrateurs　autres　que　les　personnes　morales　de　contracterシ
sousquelque｛ormequecesoit，desempruntsauprさsdelasoci6t6，
de　se　faire　consentir　par　elle　un　d6couvert，en　compte　courant　ou
autrement，ainsi　que　de　faire　c我utionner　ou　avaliser　par　elle　leurs
engagements　envers　les　tiers．
　Toutefois，si　la　soci6t6exploite　m6tablissement　bancaire　ou
丘nancier，cette　inter（iiction　ne　s’αPPlique　pas　aux　op6rations　couran－
tes　de　ce　commerce　conclues　a　des　conditions　normales．
　La　meme　interdiction　sヲapPlique　aux　directeurs　g6n6raux　et　aux
repr6sentants　permanents　des　personnes　morales　administrateurs．
Elle　sシapplique6galement　aux　conloint，ascendants　et　descendants
des　personnes　vis6es　au　pr6sent　article　ainsi　qu7a　toute　personne
interpos6e．
　〔解　説〕
　　　1．　序説　　本条は，取締役会の認許をもってしても禁止される自己取引で
あり，その意味では，きわめて厳しい自己取引の規制を行なうフラソス法独自の規
定である。一般的には，会社の取締役に対する金銭貸付（empτunts）を禁止する
ものである。
　　　2．　自己取引禁止の適用範囲　　（1）物的範囲　　以下の場合については，
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取締役に対して自己取引が禁止される（法106条1項）。
　（a）形式のいかんを問わず，会社から金銭の貸付を受けること。
　（b）交互計算その他によって，信用を受けること（d6couvert）を会社に同意さ
せること。
　（c）第三者に対する自己の債務につき，会社に保証さぜまたは手形保証をさせる
こと。
　　（2）人的範囲　　以上の自己取引の禁止は，つぎの者に対してもまた適用され
る（法106条3項）。
　（a）副社長（取締役たると否とを問わない）。
　（b）法人取締役の常任代表者。
　（c）取締役，副社長および法人取締役の常任代表者の配偶者，尊属および卑属。
　（d）いかなる方法をもってであれ，以上の者と会社との間に存するすべての介在
者（personneinterpos6e）。
　　　3．　自己取引禁止の適用除外　　以下の2つの場合がある。
　　（1）法人取締役　　取締役が法人である場合には，金銭貸付等の自己取引が許
容される（法106条1項）。したがって，親会社と子会社とは，相互に金銭の貸付
が可能である。しかし，この場合には，取締役会の認許を受けなければならない
（法101条）。日常取引に関して通常条件をもって行なう自己取引については，この
かぎりでない（法102条）。常任代表者にっいては，適用除外とされていない点を
注意しなければならない。
　　（2）金融機関の取引　　会社カミ銀行またはその他の金融業　（6tablissement
bancaire　ou且nancier）を営むときには，通常の条件で締結された営業のためにす
る目常の取引については，適用除外とされる（法106条2項）。
　　以上の2つの適用除外例以外については，本条の規定からして，協同組合
（soci6t6cooP6rative）の場合における一切の貸付（prδt）または保証（garantie）
についても，その自己取引は禁止され（J。0．D6b．A．N．10avri11970P。924），
外国人に対しても本条が適用されると解されている。すなわち，後者の場合には，
フランスの会社の社長が自己の個人的債務についてモ・ッコ人に対してなした保証
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について，かかる保証を無効とする判決がある（Paris26mars1966，G，P・1966・
1・400）。
　　しかしながら，かかる自己取引の禁止は，契約締結の目または保証を受けた目
に在任中の取締役，副社長または常任代表者（およびこれらの者の家族）に対して
のみ適用されるにすぎない。したがって，これら以外の者に対する金銭の貸付は，
その者が取締役等に就任する日に返済しなければならない。すなわち，契約に定め
る通常の支払期限の到来した場合の手続にしたがうことをもってたりる。
　　　4．　自己取引禁止違反の効果　　違法に締約された金銭貸付，信用授与，保
証または手形保証は，無効である（法106条1項）。したがって，貸付を受けた者
は，その全額を会社に返還しなけれぽならない。しかしながら，無効訴権はすべて
の会社に対して適用される制度にしたがわなければならないので（法360条以下），
この無効は，裁判所が第一審の本案判決なす以前に利害関係人たる取締役が辞任し
た場合には，治癒することができる（法363条参照）。また，この禁止されている
取引が，同時に会社財産を危くする場合には，刑事上の制裁が課される（法437条
3号）。
法第107条〔取締役の報酬制限〕
　①第93条の適用ある場合を除き，取締役は，第108条，第109条，第
110条および第115条に定める場合以外に，継続的であると否とを問わ
ず，いかなる報酬をも会社から受けることができない。
　②前項に反する決議はすべてこれを無効とする。
　Loi　Art．107．一Sous　r6serve　des　dispositions　de1’article93，1es
administrateurs　ne　peuvent　recevoir　de　la　soci6t6aucune　r6mu－
n6ration，permanente　ou　non，autre　que　celles　vis6es　aux　aricles
108，109，110　et　115．
　Toute　d6cision　contraire　est　nulle．
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　〔解　説〕
　　　1．序説　　フランスの取締役の報酬規制は，かなり複雑であり，かつ，厳
格である。本条は，その全体像を示し，報酬の範囲を明らかにするとともに，それ
に反する報酬を受けた場合の制裁について定める（フラソス会社法上の会社役員の
すべてについての報酬規制の詳細は，金沢理rフランス新会社法における取締役等
の報酬規制」早稲田法学44巻1・2号（1968）33頁以下を参照）。
　　　2．取締役の報酬制限　　本条第1項は，取締役の報酬を，原則として，出
席手当および賞与（法108条），特別報酬（法109条），社長としての報酬（法110
条1項），副社長としての報酬（法115条）に限定している。そして，例外として，
取締役が使用人を兼務している場合（法93条）にかぎり，前記以外の報酬を受取る
ことを認めた。
　　問題なのは，在任中の取締役に対して，かつてこの者が社長もしくは副社長ま
たは株式会社に組織変更した有限会社の業務執行者であったことを理由に会社が退
職金（retraite）を支給する場合であるが，現行法のもとでは，これは認められな
いと解すべきである（もっとも，旧会社法のもとにおいては，判例はこれを認めて
いた。Trib．com．Seine3mai1965，Rev．soc．1966．1951Paris22f6vrier
1967」・C・P・1957。II。15144）。同様に，今目では，退職金は過去の労務の提供に
対する報酬であり，後払報酬（r6mun6ration　di脱r6e）と解すべきである（Mer－
cadal　et　a1．，pp，394－395）。
法第108条〔取締役の出席手当および賞与〕
　①総会は，取締役に対し，その活動の報酬として，出席手当の名義で
一定年額を麦給することができる。この額は営業経費として計上される。
　②定款は，第352条に定める条件をもって，取締役会に対し賞与を与
える旨を定めることができる。
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　Loi　Art．108．一L’assemb16e　g6n6rale　peut　allouer　aux　administra－
teurs，enr6mun6rationdeleuractivite，unesomme五xeαmuelle
a　titre　de　jetons　de　pr6sence．Le　montant　de　celle－ci　est　port6
aux　charges　dヲexploitation．
　Les　statuts　peuvent　pr6voir　que　des　tantiさmes　seront　allou6s　au
conseil　d’administration　dans　les　conditions　pr6vues　a　rarticle352．
令第93条〔出席手当および賞与の配分，費用の償還〕
　①取締役会は，出席手当および賞与の形式で取締役に与えられた総額をその構
成員間で自由に分配する。取締役会は，第90条第2項に定める委員会の構成員で
ある取締役に対し，他の取締役の配分額をこえる額を特別に与えることがでぎ
る。
　②取締役会は，旅費および短期間の出張費ならびに会社のために取締役が負担
したその他の出費の償還を認めることができる。
　D6c．Art．93．一Le　conseil　d’admi且istration　r6partit　librement　entre　ses
membres　Ies　sommes　globales　allou6es　aux　administrateurs　sous　forme
de　pr6sence　et　de　tant琵mes　l　il　peut　notamment　allouer　aux　adm量nistra・
teurs，membres　des　comit6s　pr6vus　par1’article90，alin6a2，une　part
sup6rieure議cel三e　des　autres　administrateurs．
　Le　conseil　d7administration　peut　autoriser　le　remboursement　des　frais
de　voyage　et　de　d6placement　et　des　d6penses　engag6es　par　les　administ・
rateurs　dans　王’int6rδt　de　la　soci6t6．
　〔解　説〕
　　　1．　序説　　取締役は，取締役会での活動に対する報酬（r6mun6ration）
を受けることができる。それは，年俸の形式をとるr出席手当」（∫etons　de　pr6sen－
ce）および利益参加によるr賞与」（tanitさmes）である（法108条）。
　　このように，フランス会社法では，出席手当とよぶ一定額の年俸形式と，利益
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に応じて変動する賞与形式とを組み合わせた点に特徴があり，とりわけ，賞与の計
算については，客観的な算定基準を設けている点が注目される（法108条2項，法
352条）。
　　　2．取締役の出席手当　　（1）意義　　出席手当は，原則として，取締役会
会議に対する取締役の精勤（assiduit6）に報いるためのものである。しかしながら，
その名称にもかかわらず，取締役会を欠席した場合にも支給される。
　　出席手当は，賞与と異なって，営業の成果とは無関係であり，かつ，利益を計
上できない場合ですらも支給され，営業経費（charge　d’exPloitation）として計上
される。その額は一定であり，生活費指数に合わせる賃金とは異なる。しかも，こ
の額は総会により年額をもって定められる。また．総会による新たな決議があるま
では，当該営業年度のみならずそれ以降の営業年度の出席手当の年額（montant
annue1）を定める慣行は，禁止されていないと解される。さらに，出席手当の額は，
総額として決定され（令93条1項），その取締役間における分配は，総会ではなく
取締役会自体の権限に属する。
　　（2）出席手当の決定権者　　取締役会の出席手当の額を決定する権限を有する
のは，株主総会のみである（法108条1項）。通常，この決定は，計算書類承認の
ために招集された年次通常総会において行なわれる。しかしながら，法第108条第
1項の文言は，総会としているだけであるので，通常総会のみならず特別総会にお
いて決定してもさしつかえないと解される。
　　株主総会は，議事日程に掲げていないかぎり，出席手当にっいて決定すること
ができない（Trib・com．Seine25avri11960）。また，出席手当の支給について
は，賞与の場合とは異なって，定款上明文をもって支給方法を定める条項が存して
も，それにしたがう必要はない。法第108条は，出席手当の支給につき定款上の規
定につきなんら言及していないので，その支給方法は株主総会の専決事項と解すべ
きである。
　　さらに，取締役会に対して出席手当を支給しないことも可能である。しかし，
この場合には，特別総会の決議にもとづく定款上の明文の規定によらねぽならな
い。
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　　（3〉出席手当の分配方法　　取締役会は，その構成員間で自由に各人の分配額
を決定することができる（令93条1項）。一般に，取締役間での分配は同額である
が，不平等であることはなんらさしつかえない。たとえば，つぎの者に対しては，
他の取締役よりも多く分配することができる。
　（a）調査委員会の構成員たる取締役（令90条1項，令90条2項）。
　（b）特別職の取締役（すなわち，社長または副社長）。
　（c）もっとも勤勉な取締役。
　　取締役会は出席手当につき自由に決定することができるのであるから，不平等
な分配を決定する場合でも，取締役全員一致の同意も，もっとも少額の分配を受け
る取締役の同意も必要ないと解される。したがって，出席手当の分配は，取締役会
の多数決をもってすればたりる。もっとも，多数派の取締役に有利な分配は，権限
濫用（abus　de　pouvoir）として無効される場合があることはいうまでもない。
　　（4）出席手当の税制　　出席手当は，当該会社の課税利益から控除される。当
然，過大な出席手当が支給された場合には，このかぎりではない。もっとも，取締
役の個入的所得として所得税（imp6t　sur　le　revenu）を課されることはいうまで
もない。
　　　3．取締役の賞与　　（1）賞与に対する取締役の権利　　配当可能な利益ま
たは準備金の一部に対する取締役の権利はr賞与」（tantiさmes）とよばれるが，そ
れは定款上の明文の規定にもとづいてのみ発生する（法108条2項）。したがって，
定款上に明文の規定が存しないときは，取締役は，賞与を得ることができない。
　　賞与に対する取締役の権利を剥奪もしくは変更する権限または定款に明文の規
定がない場合に取締役に対して賞与を与える権限は，特別総会の専決事項に属す
る◎
　　（2）賞与の算定方法　　分配が行なわれる営業年度のr利益」（b6n甜ces）に
対する場合と．その「準備金」（r6serves）に対する場合とに分けて説明する。
　（・〉配当可能利益に対する取締役の権利　　賞与の額は，配当可能利益（b6n甜ce
distribuable）から以下の金額を控除した額の10分の1をこえることがでぎない（法
352条1項，なお，法第493条2項の経過規定に注意）。ただし，ここで，配当可
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能利益とは，過去の損失および法定準備金の積立額を減じ，かつ，繰越利益を加え
た純利益（b6n蕊cenet）をいう（法346条1項参照）。
　一払込済かつ未償還の資本の5パーセントにあたる金額，または，第一次配当
の率が資本の5パーセントをこえるときは定款に定める第一次配当の額。
　一繰越剰余金の額または積立てられた準備金の額。
　　したがって，賞与の算定については，定款に定める配当（第一次配当）が5パ
ーセント以上の場合と5パーセソト未満の場合とに分けて説明するのが適当であ
る。そして、その算定は，定款に定める率によってなされ，その結果，前記控除額
を差引いた後の配当可能利益の10パーセントをこえてはならない。
　　〔1〕定款上の配当が5パーセソト以上の場合　　この場合においては，取締
役は，第一次配当を差引いてもなお株主に対して分配可能な追加配当　（superdivi・
dende）の9分の1を限度として，賞与を受ける権利を有する。
　　〔互〕定款上の配当が5パーセソト未満の場合　　第一次配当の額が5パーセ
ント未満の場合，または，第一次配当につき定款に定めのない場合にも，賞与の算
定については，原則として，払込済かつ未償還の資本の5パーセントにあたる金額
を控除する。この場合には，賞与の額は，株主に対して支払われる配当総額から資
本の法定利息（第一次配当）の5パーセントを控除した額の9分の1を限度とす
る。
　　かくして，賞与の額は，配当可能利益から法第352条第1項に定める3種の額
を控除した額の10パーセントをこえることができず，これに違反した総会の決議ま
たは定款の規定は無効である（法353条）。ただ，ここで注意すべきなのは，取締
役会に対ずる賞与が法定最高限に達することは・まずないといってよい点である。
その意昧では，賞与についての法律上の制限は，最低限度の株主保護機能を有する
ものであるにすぎない。
　（b）配当可能な準備金に対する取締役の権利　　配当可能利益に対する権利のほ
かに，取締役は，額面超過額（primes　d’6mission）を除いて，定款に定めのある
ときは株主に対して分配される準備金の一部について分配を受ける権利を有する。
　　準備金の分配の場合における賞与の額を決める算定基準は，法文上明らかにさ
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れていない。したがって，この算定基準については，見解が分れている。
　　第1の見解は，理論上の衡平を期したものであり，分配されるべき準備金があ
らかじめ5パーセント以上の第一次配当を控除していない利益から成る場合におい
ては，それが多かれ少なかれ複雑な計算となるにいたったとしても，理論上の計算
によれぽ第一次配当たる5パーセントを控除した後に処分可能となる部分を明らか
にしなければならない。取締役に対して支払うことのでぎる最高額は，その残額の
10パ・一セントであるとするものである（Vuillermet　et　Hureau，P．360）。したが
って，この見解は，もっとも衡平なものであり，賞与の限界を明らかにする法352
条項にもっとも適合するものであるといえよう。しかし，他方，これには複雑の計
算を要する。なぜならば，まず，準備金には，第一次配当の全部または一部（年に
よって変動する）を控除したものと控除されていないものとが混同しており，また，
準備金の一部を資本に組入れたり，損失の填補に当てることが可能だからである。
そこで，かかる算定上の困難性を考慮して，第2の見解が生ずる。
　　第2の見解は，実務上の明快さを期して，たとえ分配されるべき準備金が5パ
ーセント以上の第一次配当を控除していない利益であるとしても，取締役は，その
全額の10パーセントを限度として具体的には定款の規定にしたがって権利を有する
とするものである（Mercadal　et　a1，P。392）。おそらく，このように解すること
は，多くの場合，取締役にとって有利であろう。しかし，取締役は，これ以降，資
本に組入れられた利益，準備金または額面超過額についてなんらの権利も有しない
のであるから（法352条2項），その利益は埋め合わせがつくと考えられる。
　　ところで，準備金の分配については，分配されるべき準備金から賞与を控除す
ることがでぎるという点に注意しなければならない。旧会社法のもとでは，1943年
3月4目法の第11条（1953年9月30日の命令により改正）は，r当該営業年度の純
益から賞与」を取締役に対して与える旨を定款に定めることができるとしていたた
め，この賞与は，分配される準備金の額そのものからは控除できないと解すること
も可能であった。しかし，現行法のもとでは，そうした議論は生ずる余地がない。
確かに，法第352条は，もっぱら賞与の算定に関する規定であるにすぎず，賞与が
純利益からのみ控除すべきものであるか否かについては明らかでない。それにもか
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かわらず，賞与が株主に分配すべぎ額と緊密な関係を有していること，また，分配
すべき準備金に対して取締役が賞与を受ける権利をもつことを認めるとすれぽ，こ
の額から賞与が控除されることについては疑問の余地のないことから，取締役が分
配されるべき準備金から賞与を受取る権利を有することが認められる。そうでない
とすれぽ，取締役は，分配されるべき準備金から賞与として自己に属すべき額を控
除する利益がない場合には，法律が明文をもって認めた権利を奪われることにな
る。すなわち，法律は，準備金から賞与を受取る権利を認め，かつ，この準備金か
ら控除することを明文をもって禁止していないのであるから，その権利を実現する
唯一の方法であるこの控除を認めねぽならないことになる。
　　（3）賞与の支払時期　　取締役に対する賞与は，株主に対する配当金の支払の
提供があるまでは，これを支払うことができない（法351条，なお，法347－1条参
照）。これに反する総会の決議または定款の条項は，すべて無効とされる（法353
条）。
　　問題があるのは，年次通常総会以外で決定された準備金の分配である。これを
禁ずる規定は存しない。しかし，この場合には，準備金の分配は配当と同一視する
ことができる。また，取締役は，株主に対して分配されるべき準備金に相当する金
額の支払の提供があると同時に，賞与を受取る権利を有すると解される。なぜなら
ば，配当金（dividendes）は一般に利益の年次の分配と解されているが，多数の人
の間で分けられた全体に対する割合を示す用語であるにすぎず，利益ならびに準備
金が分配されたときに配当金となるからである。
　（4）賞与の分配方法　　取締役会は，出席手当の場合と同じく，賞与のうちか
ら各取締役に属する額を自由に決定することができる（令93条1項）。賞与を受取
る取締役の権利は，取締役会の分配決議によって生ずる。その結果，準備金の分配
の場合ですらも，賞与は，分配決議の日に在任中の取締役に属する。
　取締役は，架空の利益の一部を受取った場合には，これを返還しなければなら
ない。この場合に，株主がその受取った配当金を返還しなければならないことはい
うまでもない（法350条）。株主が配当金に対する権利を失う結果として，取締役
もそれに相当する賞与に対する権利を失うのである。
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　　（5）賞与に関する規定違反　　賞与の計算およびその支払の提供に関する規定
に違反する総会の決議および定款の条項は，すべて無効とされる（法353条）。
　　（6）賞与に関する税制　　賞与は，それを支払う会社に対しては，その額の25
パーセントが特別控除の対象となる。残りの75パ’一セントについては，25パーセン
トの控除は認められず，受取った取締役に対して所得税が課せられる。
　　　4・取締役の出費の償還　　旅費（frais　de　voyage）および短期出張費
（至rais　de　d6placement）ならびに取締役が会社のために負担した出費（d6penses）
については，取締役会はその償還を認めることができる（令93条2項）。（以上は，
Mercadal　et　al．，pp．386－395）。
法第109条〔取締役の特別報酬〕
　取締役会は，取締役に託した任務または委任に対し，特別報酬を支給
することができる。この場合には，この報酬は営業経費に計上され，第
101条ないし第105条の規定にしたがう。
　Loi　Art．109．一11peut6tre　allou6，par　le　conseil　d夕administration，
des　r6mun6rations　exceptionnelles　pour　les　missions　ou　mandats
con丘6s　a　des　administrαteurs　l　dans　ce　cas，ces　r6mm6rations，
port6es　aux　charges　d’exploitation，sont　soumises　aux　dispositions　des
articles　101　a　105．
　〔解　説〕
　　　1．序説　　本条は，1943年3月4目法第11条（1953年9月30目の命令によ
り改正）とほぼ同じ規定であるが，これよりも対象を拡大している点で若干異なっ
ている。すなわち，1943年法第11条は通常の職務とはまったく異なる特別の任務と
され制限的であったが，本条は，r取締役に託された任務または委任」に対して一
般的に適用される。取締役の通常の職務のほかに特別に負う任務であるから，追加
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的報酬（r6mun6rations　supp16mentaires）を与えられるのである。したがって，
出席手当および賞与の不平等の分配とはまったく別の問題である（Hamiaut，II，p，
83）。
　　　2．取締役の特別報酬　　取締役会は，取締役に託した任務または委任に対
して，特別報酬（r6munerations　exceptionnelles）を支給することができる。法
文上明らかではないが，特別報酬は，取締役の職務の通常の範囲に入らず，かつ，
継続性をもたない任務または委任に対して与えられるものと解される。たとえば，
海外の調査旅行，市場調査などがこれに当る。逆に，会社の専門的諮問の任務など
は，むしろ継続的活動であり，特別報酬の対象ではない。
　　特別報酬は，実労働に相当するものでなけれぽならないが，過大なものであっ
てはならない。この条件を満たすかぎり，特別報酬は営業経費とすることができる
（法109条）。反対に，過大な場合には，利害関係人たる取締役は，会社財産の濫
用によって，刑事上の制裁を受け（法437条3号），その不当に受取った報酬を返
還しなければならない。さらに，過大とみなされた特別報酬は，会社に対する法人
税額を決定するために，再度会社の利益に組み込むことができる。
　　特別報酬は，会社とその取締役の1人との契約による。したがって，自己取引
規制の対象となる（法101条参照）。（Mercadal　et　a1。，P，394）。
　　　3．調査委員会の取締役の報酬　　調査委員会（comit6s　d’6tudes）の構成
員たる取締役は，法第109条の条件にしたがって，特別報酬を受けることができ
る。もちろん，特別報酬を支給しないで，賞与および出席手当を他の取締役より増
額する方法によってもさしつかえない（令93条参照）。取締役でない構成員につい
ては，取締役会がその報酬を決定することができる（令94条参照）。
　　調査委員会は，取締役会の決議によってのみ設置することができる（令90条2
項）。したがって，取締役会は，各調査委員会の組織をも定めることができ，取締
役または株主以外からも自由にその構成員を選任することができる。
　　調査委員会の権限は，取締役会によって定められるが，調査の範囲内に限定し
なければならない。すなわち，調査委員会は，会社の指揮に関与できず，間接的に
せよ，社長または副社長の権限を削減することができない。それゆえ，その権限は，
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諮問権（pouvoir　consultatif）に限られる。
法第1m条〔社長〕
　①取締役会は，その構成員の中から社長を選出する。社長は自然人で
なければならない。これに反する選任は無効とする。取締役会は社畏の
報酬を決定する。
　②社長は，取締役としての任期をこえない期間をもって選任される。
社長はこれを再選することができる。
　③取締役会は，いつでも社長を解任することができる。これに反する
規定はすべて記載のないものとみなされる。
　Loi　Art。110．一Le　conseil　dラadministration61it　parmi　ses　mem－
bres　un　pr6sident　qui　est，a　peine　de　nullit6de1αnomination，
une　personne　physique．11d6termine　sa　r6mun6ration．
　：Le　pr6sident　est　nomm6pour　une　dur6e　qui　ne　peut　exc6der
celle　de　son　man（iat　dテadministrateur．11est　r661igible．
　lLe　conseil　d’administration　peut　Ie　r6voquer　a　tout　moment．
Toute　disposition　contraire　est　r6put6e　non6crite．
　〔解　説〕
　　　1．序説　　社長（pr6sident－directeur　g6n6ra1）の地位は，現在でもなお，
株式会社法のもっとも主要な論点の1つである。事実，学説上の争いは，とりわけ，
社長の報酬をめぐって行なわれ，その地位の性質についての理解の相違にしたがい，
旧会社法第40条（自己取引）の適用の有無が論じられた。しかしながら，この理論
上の争いは，きわめて実務的な問題から生じたものであり，株主は，社長の報酬を
監督することができるのか，その額を知ることができるにすぎないのか，を争ったの
であった。そして，この問題は，社長補佐（directeur　g6n6ral　adjoint）または社
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長に故障ある場合の職務代行取締役（administrateur　remplagant　le　pr6sident
empech6）にも及んでいた。
　　社長の報酬が自己取引に該当しないとする否定的見解には，社長の報酬契約は
旧会社法第40条の契約（convent圭ons）の範疇に入れることができPない特殊性をも
つとするものと，社長の地位は，報酬を含むすべてについて，機関的性格（caractさre
圭ns脆utionnel）を有しており，契約的性格（caractさre　contractue1）を有しない
とするものとがあった（Hame1，Ripertなど）。
　　これに対して，社長の報酬が自己取引に該当することを肯定する見解も存した
（とりわけ，Rault，Bastian，Mazeaudなど）。判例は，破殿院で争われる機会が
なかったため確定していないが，その下級審における動向は，肯定説に傾いている
ようである（たとえぽ，Montpellier28novembre1963，D。1964。483；Paris
240ctobre1960，D。1961，97　など）。
　　ところで，新会社法では，この点はどうなっているかというに，残念ながらい
まだ未解決のままである。しかし，株主保護や株主に対する情報開示を確保しよう
とする立法者の意図からすれば，社長の報酬もまた，株主の監督のもとにおく必要
があるとも解される。すなわち，r会社という建物は，ガラス張りでなければなら
ない」《1a　maison　soclal　doitεtre　une　maison　de　crista1》（Mazeaud）からで
ある（Hamiaud，II，pp．83－85）。ただ，それでよいか，後述のごとく問題の多い
規定である（なお，法101条解説参照）。
　　　2．社長の選任　　社長（Pr6s三dent－directeur96n6ra1）は，取締役会の構
成員の中から選任しなければならず，かつ，自然人（personne　physique）でなけ
ればならない。これに反する選任は無効とされる（法亘0条1項）。この規定は強
行法と解され，この無効はすべての利害関係人から主張されうる。
　　（1）社長の資格要件　　社長は自然人であり，かつ取締役であることが資格要
件となっている。したがって，取締役の場合と同じく，能力者であり，欠格事由が
存せず，かつ，営業について禁止または失権の宣告を受けていないことを要する
（法95条解説参照）。また，社長が外国人の場合には，共同市場加盟国間で一定の
合意がなされている場合を除ぎ，外国人営業許可証（carte　de　commergant）を必
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要とし，一定の事業活動を行なう会社においては，社長の資格について一定の条件
（国籍，資格免許状など）がある（たとえぽ，薬剤師。Code　de　la　sant6Publique
art．R5113）。
　　（2〉社長の選任方法　　社長は，取締役会が選任する。それゆえ，社長の選任
は取締役会の専属的管轄事項であり，その選任決議が適法に構成されていない取締
役会によってなされた場合，株主総会の決議をもってしてもこの蝦疵を治癒するこ
とができない（Cass．com．31janvier1968，D。1968．321）。したがって，取締役
会における社長選任決議に理疵がある場合には，当該決議は無効とされる（法360
条2項）。その意味で，法第110条は強行規定と解すべきである。同じく，定款に
定める選任方法に反する場合にも，無効とされる。
　　取締役会における選任決議は，多数決によらねぽならない。ただし，定款によ
って，多数決要件を加重することはさしつかえない。議決権の行使は，取締役会の
他のすべての会議と同じく自由であり，取締役は，いつでも，良心的にしたがって，
会社のための意見を述べることができる。
　　（3）社長選任の公示手続　　社長の選任については，つぎの公示手続を行なわ
なけれぽならない（終任の場合についても同じである）。
　（a）本店所在地の法定公告掲載紙への掲載。
　（b）社長を選任した取締役会決議の正本2通の商事裁判所書記局への提出。
　（c）本店および支店があるときはその所在地の商業登記簿への変更登記。
　（d）裁判所書記の請求にもとづく商事公告公報（Bulletin　of巨ciel　des　annonces
commerciales，B．0．D．A．C。）への掲載。
　　　3．社長の任期　　定款または取締役会によって定められる社長の任期は，
自らの取締役としての任期をこえることができない（最大限6年）。また，社長は
再選されることができる（法110条2項）。
　　（1）社長の終任事由　　死亡の場合を除き，社長の終任事由にはつぎのごとき
ものがある。
　（a）選任の際に定めた期間の満了。
　（b）取締役としての資格の喪失。
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　（c）辞任。ただし，この辞任が適切でない時機になされる場合に会社に生じた損
害の賠償を妨げない。
　（d）制限年令。
　（e）解任。取締役会は，いつでも社長を解任することができ，これに反する規定
はすべて記載のないものとみなされる（法110条3項）。判例は，この場合，解任
される社長の名誉を不当に害するような事惰があったとぎには，取締役の場合と同
じく，社長に損害賠償の請求権を認めている（Cass．com．20novembre1962，G．
P．1963．1．232；Paris3avri11963，D．1963，646）。
　　（2）社長の終任の公示　　社長の終任は，その選任のときと同一の公示手続を
必要とする。また，新社長の選任の公示は，旧社長の終任のそれと同時に行なうこ
とが多い。
　　　4．社長の報酬規制　　社長は，取締役として，他の取締役よりも一般に多
く出席手当と賞与を受けるほか，取締役会の決定する特別の報酬（r6mun6ration
sp6ciale）を受ける（法110条1項）。この報酬は，売上高もしくは利益またはそ
の双方に比例して決められることもあれば，これらを考慮せずに決められることも
ある追加的報酬（r6mun6ration　supP16mentaires）である。
　　（1）自己取引との関係　　社長報酬については，すでに述べたように，それが
株主総会の承認を要するか否か，すなわち，自己取引に該当するか否かが争われて
いる。これは，実際には，社長報酬の公開の是非に関する問題である。比較法的に
も，ドイツ法の公開主義とイギリス法の非公開主義とが対立し，容易に決着のつか
ない困難な問題である。
　　議会では，国民議会が公開主義に立ち，上院は非公開主義に立った。最終的に
は，上院案が採択されたのであるが，なお，理論上の争いは決着がついていない
（金沢・前掲論文早法44巻1・2号50－59頁参照）。しかし，取締役会が社長の報
酬決定に大きな裁量権をもっており，それは定款または株主総会によっても制限で
きない排他的権限であると解するのが制定過程からして妥当であろう（H6mard　et
a1．，1．p。847．なお，法101条の解説参照）。
　　（2）社長報酬の税制　　社長の報酬については，俸給（traitements）および給
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与（salaires）に関する税制が適用される。すなわち，この報酬は，会社の利益か
ら経費として控除され，かつ，給与所得者に対して定められている特典のともなう
所得税を課税される。しかしながら，過大な報酬または実質労働に相当しない報酬
については，その一部を会社の利益に組入れて，それに対し課税される。
　　　5．社長の法的地位　　社長は，取締役と同一の法的条件にしたがってい
る。その結果，つぎの点に注意すべぎである。
　　（1）社長は，一定の条件のもとで更生整理または清算整理（1967年7月13目法
第101条）の対象となりうるが，商人の資格を有さない。
　　（2）社長は，会社との労働契約が取締役就任の2年前であり，かつ，実際に雇
用されているときは，労働契約によって会社と雇用関係を結ぶことができる。反対
に，在任中の社長は，他の取締役と同じく，会社において従業員として雇用される
ことはできない（法93条参照）。
　　（3）なお，社長は，会社の株式をいくらもっていようとも，社会保障および幹
部退職年金制度に加入するこができる（以上は，Mercadal　et　a1。，PP，414－419）Q
法第110－1条〔社長の年令制限〕
　（1970年12月31日法律第70－1284号により追加）①定款には，社長の
職務の遂行に関し，年令の制限を定めなければならない。年令の制限は，
定款に明文の規定がないとぎは，65才とする。
　②前項に定める規定に反する選任は，すべてこれを無効とする。
　③社長が制限年令に達したときは，社長は，当然に辞任したものとみ
なす。
　Loi　Art．110－1．一（L．no704284du31d6c．1970）　：Les　statuts
doivent　pr6voir　pour　1’exercice　des　fonctions　de　pr6sident　du
conseil　d’administration　une　limite　d，age　qui，a　d6faut　d，une
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disposition　expresse，est　fix6e　a　soixante－cinq　ans．
　Toute　nomi無ation　intervenue　en　violation　des　d，ispositions　pr6－
vues　a　ralin6a　pr6c6（玉ent　est　nulle．
　：Lorsqu’un　pr6sident　de　conseil　d’administration　atte呈nt　la　limite
dシage，il　est　r6put6d6missionnaire　d，o伍ce．
　〔解　説〕
　　定款は，社長の職務の遂行に関し，年令の制限（1圭mite　d’age）を定めなけれ
ばならない。定款に明文の規定がないときは，65才とされる。法第90－1条の取締役
の年令制限と較べると，激職たる社長職に対する配慮からか，制限年令が引下げら
れている。もっとも，原則的には，定款の規定によるわけであるから，65才という
のは補充規定にすぎず，社長の年令引下げの効果がどれだけあるか疑わしい。
法第111条〔社長職の兼任制限〕
　①いかなる者も，フランス本土内に本店を有する株式会社の2つをこ
える社長の職を兼任することができない。
　②第92条第2項以下の規定は，これを社長に適用する。
　Loi　Art．111．一Nul　ne　peut　exercer　simultan6ment　plus　de　deux
mandats　（1e　pr6sident　de　conse盆1　d，administration　　de　soci6t6s
anonymes　ayant　Ieur　siさge　social　en　France　m6tropoIitaine．
　Les　dispositions　（玉e　rarticle　92，　alin6as　2　et　suivants，　sont
applicables．
　〔解　説〕
　　　1．序説　　本条は，基本的には，1940年11月16日法第3条を承継したもの
であるが，例外をかなり大幅に認めたので，人的結合関係を中心とした企業結合の
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形成予防的機能は，もはやほとんど期待しえない。ただ，比較法的には，ほとんど
他に例をみない規定である。
　　　2．社長の兼任制限の原則　　フランス本土内に本店を有する株式会社の社
長は，同時に3社以上の株式会社の社長を兼任することができない（法111条1
項）。また，旧型株式会社と新型株式会社の社長の兼任についても，同様である（法
151条2項）。
　　　3．社長の兼任制限の例外　　本条2項は，法第92条第2項以下の適用を定
めているが，法第92条第3項の例外は，つぎのごとくである。
　　（1）法令により社長に対する報酬をすべて排除している会社。
　　（2）営業の段階に達していない研究会社または開発会社。
　　（3）地域開発会社。
　　（4）社長が属する他の会社により資本の少なくとも20パーセントが保有されて
いる会社。ただし，この場合，当該社長は5社をこえて社長を兼任してはならな
い。したがって，当該社長は最大限7社の社長を兼任することがでぎ，結合企業の
形成を促進する。
　　（5）商号の主要部分を同じくする各種の保険会社。
　　　4．兼任制限違反の効果　　社長職の兼任制限に違反したときは，その兼任
超過数を無効としていない点に注意しなければならない。関係当事者は，1個また
は数個の社長職を辞任することによって，3ヵ月内にかかる違法状態を補正するこ
とを要す。3ヵ月内に補正していないと，新たな挫長職を辞任したものとみなされ，
受領した報酬を返還しなけれぽならない（法m条2項，法92条2項）。
法第112条〔社長の職務代行取締役〕
　①社長の一時的故障または死亡の場合には，取締役会は，社長の職務
を取締役の1人に代行させることができる。
　②一時的故障の場合には，この職務代行は一定の期間について行なわ
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れる。職務代行は更新することができる。死亡の場合には，
行は，新社長の選任までその効力を有する。
この職務代
　Loi　Art．112．一En　cas　d’empechement　temporaire　ou　de　d6cさs　du
pr6sident，1e　conseil　d，administration　peut　d616guer　un　administra．
teur　dans　les　fonctions　（ie　I）r6si（1ent．
　En　cas　d’emp6chement　temporaire，cette　d616g＆tion　est　donn6e
pour　une　dur6e　limit6e；elle　est　renouvelable．　En　cas　de　（i6cさs，
elle　vαut　jusquヲゑr61ection　du　nouveαu　pr6si（ient．
令第94条〔社長の職務代行取締役の報酬等〕
　取締役会は，社長の職務を一時的に代行する者のその職務代行期間中の報酬を
決定しなけれぽならない。第90条第2項の定める委員会が設置されている場合に
は，取締役以外の構成員の報酬をも決定しなければならない。
　D6c．Art．94．一Le　conseil　d’administr3tion　d6termine　Ia　r6mun6ration
de　Ia　personne　d616gu6e　temporairement　dans　les　fonctions　de　pr6sidentン
pendant　la　dur6e　de　la　d616gat圭on　et，1e　cas6ch6ant，des　membres　non
administrateurs　des　comit6s　pr6vus　par　rarticle90，alin6a2．
　〔解　説〕
　　　1．序説　　本条は，1940年11月16日法第2条（1943年3月4目により改
正）の系譜をひくものであるが，1940年法と決定的に異なる点は，社長の職務代行
取締役の任命権者を取締役会とした点である。本条は，いうまでもなく，任意規定
である。なお，これと類似する制度である仮取締役についてもここで解説する。
　　　2．職務代行取締役の選任　　取締役会は，社長の一時的故障（empδche－
ment　temporaire）または死亡（d6cさs）の2つの場合にかぎって，社長の職務を
取締役の1人に代行させることができる（法112条1項）。ここで注意すべき点は，
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第1に，社長の職務代行取締役（administrateur　d6169u6）の任命権者は，社長で
はなくて取締役会であるということであり，第2に職務代行取締役の選任事由が，
社長の一時的故障と死亡に限定されていることである。したがって，社長の辞任ま
たは解任の場合は含まれていない点が注目される。
　　問題は，r故障」の内容であるが，病気，疲労，不在など，社長の一身上の出
来事であり，かつ，その職務を担うのに支障がある場合をいう。したがって，たん
なる個人的都合（simple　convenance　persomelle）を理由としては，職務代行取締
役を選任することがでぎないと解される（Trib．cor．Seine7novembre1961，G．P．
1962・1・20）。反対に，社長が実際に事故の犠牲者となる場合に備えて，あらかじ
め職務代行取締役を選任しておくことは禁止されていないと解される。
　　職務代行取締役は，社長自身と同一の資格要件を満たしていなければならな
い。とりわけ，職務代行取締役が外国人である場合には，外国人営業免許身分証明
書（carted’identit6decommergant6tranger）を有していなければならない
（Trib．cor．Seine7novembre1961，G．P．1962．1．20）。定款または法律による
年令制限（法110－1条）も適用される。しかしながら，社長の兼任制限（法111条）
は，職務代行取締役の任務がr一時的」であることから適用を受けないと解すべき
である。
　　　3．職務代行取締役の任期　　第1に，社長の死亡の場合には，職務代行取
締役の任期は新たな社長の選任の目に終了する（法112条2項）。第2に，一時的
故障の場合には，職務代行取締役の選任の際に取締役会がその任期を定めなければ
ならない（法112条2項）。また，この任期は，職務代行取締役の解任によっても終
了する。なぜならば，この任務は本来一時的なものであり，取締役会は，社長が新
たにその職務を担うことができる一定の期間の経過前に，その任務を終了させるこ
とができると解されるからである。
　　　4．職務代行取締役の権限　　職務代行取締役の権限は，原則として，この
者が代行する社長の権限と同一である。しかし，，法第112条1項は，この者の権限
の制限を禁止してはいないと解される。もっとも，この権限の制限は，社長の場合
と同じく，第三者に対抗することがでぎない（法113条4項参照）。
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　　　5．職務代行取締役の責任　　職務代行取締役は社長の職務を執行している
のであるから，結果的に全般的指揮（direction　g6n6rale）の責任を負っている。
したがって，職務代行の期間中に自らなした行為については，この者は社長と同一
の責任を負わなければならない。
　　　6．職務代行取締役の報酬　　職務代行取締役の報酬については，取締役会
がこれを決定する（令94条）。この点でも，社長の場合と同じである（法110条1
項参照）（以上は，Mercadal　et　a1。，PP。420－421．）。
　　　7．仮取締役制度　　仮取締役（admin圭stateur　prov量soire）ないし裁判所
により選任された取締役（administrateur　judiciaire）という制度は，判例法によ
り形成されてきた制度であり，会社法上根拠条文をもたないので，便宜上，ここで
解説する（なお，欠員補充のための仮取締役に関する法94条を参照）。
　　仮取締役は，取締役が全員辞任したり，株主が勢力の伯仲した2派に分かれ取
締役会の再構成が不可能となった場合に，取締役会なしでは会社が存続できないこ
とから，裁判所によって仮取締役を選任してもらい，会社業務の執行を一時的に確
保するための制度である（RiPert　Par　Roblot，PP・423et644）。
　　（1）仮取締役制度の利用範囲　　一般に，会社の業務執行が，管理機関と指揮
機関によってにせよ，株主総会によってにせよ，あるいはその双方によってにせよ，
阻害されている場合に，裁判所は仮取締役を選任することがでぎる。この場合，業
務執行の阻害事由は，会社での正常な運営を実際に妨げ，かつ，会社の利益を危険
にさらすという性質のものでなけれぽならない。さらに，会社業務の再建が期待で
きるものでなければならない。そうでない場合には，唯一の解決策は会社の裁判上
の解散だけとなるであろう。
　　仮取締役が選任される例としては，以下のものがある。
　（a）当事者の利益ならびに会社の利益を危険におとしいれる2派の株主間の深刻
な対立（Req．3mars1941，」。C．P．1942．II．1776）。
　（b）株式の過半数取得に関する2派の株主間の争い（Paris14mai1949，G・P・
1949．2．230）。
　（c）会社の設立無効の訴を種々の第一審裁判所に提起して争う株式のほとんど全
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部を有する2派の発起人間の確執（Req．8novembre1933，J．Soc・1935．660）。
　（d）適法に選任されながら，2つの取締役会を別個に組織している2派の取締役
の存在（Paris5janvier1939，J．C。P．1939．II。998）。
　（e）会社の利益を害する決議を行なうことを欲する多数派取締役の存在（Paris
22maま1965，J。C．P．1965．II．14274bis）。
　　（2）仮取締役の選任と終任　　仮取締役の選任は，管理機関もしくは指揮機関
または株主の1人もしくは数人によって，裁判所に対してこれを請求することがで
きる。反対に，会社債権者はこの権利をもたないと解することができるが，なお議
論が存する。選任手続は本訴の形式を採ることもできるが，実際には，即決審理に
よることが多い。したがって，即決手続（proc6dure　de　r6f6r6）ンこ関する通常の
規定の適用があり，一方では，緊急性の要件が必要であり，他方では，この決定は
仮処分的性質をもたねばならず，また本訴を受理した判事を拘束してはならない。
仮取締役は，1955年5月20日デクレ第55－603号にしたがって控訴院が毎年作成する
名簿にもとづいて選任されなければならない。また，この選任は商業登記簿により
公示しなければならない。
　　仮取締役の職務は，その任務が履行された日に終了する。この選任を根拠づけ
る特別の事情がなくならないかぎり，仮取締役はその他位を保持する。仮取締役は，
かかる事情がなくなった場合には退任しなけれぽならない。
　　（3）仮取締役の権限と責任　　仮取締役を選任する命令は，その権限の範囲に
ついても定める。この権限は，この者に託された任務の性質に応じて増減する。た
とえば，仮取締役の職務の異例な延長により最初の権限を変更することが必要と思
われるときには；仮取締役は自己を選任した裁判所に対してそれを請求することが
できる（Trib・com・Seine22mars1949，J．C．P．1949。II。4980）。仮取締役の権
限の範囲に関して疑問がある場合でも，この者はその変更を裁判所に請求すること
ができる。
　　仮取締役は，自己の責任において会社の業務執行を確保しなければならない。
たとえば，会社の名においてその負担可能性をこえた債務を引受ける場合には，そ
の責任を自ら負わねばならない（Paris28janvier1966，D．1966．439）。
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　　（4）仮取締役の報酬　　仮取締役の報酬は，判事がこれを決定する。この報酬
は，原則として，会社が負担する。しかしながら，この報酬は取締役の選任にっい
て責任のある社員の負担とすることもできる　（Cass．com．12∫an▽ier1970，Bu11．
IV。10）。（以上は，Mercadal　et　a1．，PP．427－429）。
法第113条〔社長の権限〕
　①（1967年7月12日法律第67－559号により改正）社長は，自己の責任
において，会社の全般的指揮を行なう。社長は第三者との関係において
会社を代表する。
　②株主総会に対し法律が明示的に付与する権限ならびに取締役会に対
し法律が特別に留保する権限を除き，かつ，会社の目的の範囲内におい
て，社長は，あらゆる場合に会社の名において行為するもっとも広汎な
権限を有する。
　③（1969年12月20日命令第69－1176号により追加）《会社は，第三者に
対する関係において，会社の目的の範囲外の社長の行為についても責任
を負う。ただし，当該行為がこの目的の範囲をこえていることを第三者
が知り，またはそのときの状況からみて知りうべきであったことを会社
が証明したときは，このかぎりでない。定款の公示のみでは，この証明
とはならない。》
　④この権限を制限する定款の規定または取締役会の決定は，これを第
三者に対抗することができない。
　Loi　Art．113．一（L．nQ67－559du12jui11．1967．）Le　pr6sident　du
consei1♂administration　assume，sous　sa　responsabilit6，Ia　direction
96n6rale　de　la　soci6t6．11　repr6sente　la　soci6t6　dans　ses　rapPorts
avec　les　tiers．
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　Sous　r6serve　des　pouvoirs　que　la　loi　attribue　express6ment　aux
assemb16es　dラactionnaires　ainsi　que　des　pouvoirs　qu’elle　r6serve（ie
faCon　sp6ciale　au　conseil　d’administration，et　dans　la　limite　de
1’objet　socia1，1e　pr6si（ient　est　investi　des　pouvoirs　les　plus6tendus
pour　agir　en　toute　circonstance　au　nom　de　la　soci6t6．
　（Ord．nQ69－1176du20jui1L1969．）《Dans　les：rapports　avec　les
tiers，1a　soci6t6est　engag6e　meme　par　les　actes　du　pr6si（1ent　（iu
conseil　d’administration　qui　ne　re1さvent　pas　de1夕objet　socia1ジa
moins　（luヲelle　ne　prouve　que　le　tiers　savait　que　1’acte　d6passait
cet　objet　ou　qu’il　ne　pouvait　rignorer　c6mpte　tenu　des　circon－
stances，6tant　exclu　que　la　seule　publication　des　statuts　sufase　a
constituer　cette　preuve．》
　Les　dispositions　des　statuts　ou　les　d6cisions　du　conseil　d’adminis－
tration　limitant　ces　pouvoirs　sont　inopposables　aux　tiers．
　〔解　説〕
　　　1．　序説　　旧会社法のもとにおける社長の概念は，新会社法によっても基
本的には変更されなかった。すなわち，1940年11月16目法第2条（1943年3月4目
法により改正）は，その第1項において，r社長は，自己の責任において，会社の
全般的指揮を行なう」としており，新会社法第113条第1項とほぼ同じといってよ
い。したがって，新会社法のもとでは，依然として，社長の権限の基礎はあいまい
なままである（旧法上の議論については，山口・前掲書121頁以下・153頁以下参
照）。社長の権限の基礎は，取締役会の委任にあるのか，法律の付与にあるのか・
さらにいえぽ，取締役会の権限の委譲なのか，社長の固有の権限なのかについて，
新会社法はなんら明確なものとしてくれてはいないのである　（Hamiaut，II，p．
89）。
　　　2．社長の権限　　社長（pr6sident　du　consdld’administration，pr6sident・
directeur　g6n6ral）は，2重の機能を有している。すなわち，第1に，社長は取
締役会の議長（pr6sident　du　conseil　dシadministration）であるので，会社の機関
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（取締役会，株主総会）の順調な運営を監視する地位を有する。それゆえ，社長は，
招集の手続や会議の開催を行なったり，会社と取締役または副社長との間の取引に
つき会計監査役に通知をしたりしなければならない。しかしながら，種々の会社機
関の間に存する階序性を考慮すれば，法律が明文をもって株主総会または取締役会
に対して付与した権限をこれらの機関に代って行使することは禁止されている（法
113条2項）。たとえぼ，社長は，取締役会に代わって総会を招集する権限を有せ
ず，ましてや総会に代わって定款を変更する権限を有しない。
　　第2に，社長は会社の総指揮者（preside飾directeur　g6n6ra1）である。社長は
取締役会によって選任されかつ解任されるけれども，法律により固有の権限（pou－
voirs　propres）を有している。すなわち，社長は，自己の責任において，会社の
全般的指揮を行ない，かつ，第三者に対し会社を代表する（法113条1項）。株主
総会または取締役会に対して法律が明文をもって留保している権限を除き（法98条
の解説参照），かつ，会社の目的の範囲内においては，社長は，あらゆる場合に会
社の名において行為するもっとも広汎な権限（pouvoirs　les　plus6tendus）を有し
ているのである（法113条2項）。ただ注意しなけれぽならない点は，会社は，第
三者に対する関係においては，会社の目的外の社長の行為についても責任を負わね
ぽならないとされたことである（1969年12月30目命令第69－1176号により追加され
た法113条3項）。もっとも，第三者が社長の行為が目的の範囲をこえていること
を知り，またはそのときの状況からみて知りうべきであったことを会社が証明した
ときには，責任を負わなくてもよい。定款の公示をするだけでは，第三者が会社の
目的を知り，社長の行為が目的の範囲外の行為であることを知りまたは知りうべき
であったとの証明とはならないとして（法113条3項），会社に債務免脱の口実を
封じ取引の安全を保護している。
　　したがって，社長という機関は，一方では管理機関に属し，他方では，指揮機
関であるという特殊な地位を有する。
　　　3．社長の権限の制限　　社長の権限は，実際には定款によって制限されて
いる例が多く，また，取締役会の決定によっても制限できる（法113条4項）。た
とえぽ，不動産または営業財産の譲渡，会社財産に対する担保権の設定（抵当権，
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質権），一定金額をこえる契約，一定の従業員の報酬に関する承認および決定など
は，あらかじめ取締役会の認許を必要とする旨を定めることができる。
　　このような社長の権限の制限は適法であるが，これをもって第三者には対抗で
きない（法113条4項）。すなわち，どのような定款上の制限条項や取締役会の決
定があろうとも，社長がこれに違反した場合においては，会社は，社長のなした契
約上の債務を履行しなければならない。この場合，社長個人の責任が追及され，場
合によっては，社長の解任事由となることはいうまでもない。
　　社長の権限の制限は，あくまで制限にすぎず，判例によれば，それが社長から
指揮権限を奪うことになってはならないとされている（Cass。com．11juin1965，
G・P・19652・322）。また，保証，手形保証または担保の提供は，会社が金融機関
でないかぎり，取締役会の事前の認許を必要とする（法98条4項参照）。
　　　4．社長の権限の委譲　　社長は，第三者に対し自己の権限の全部を委譲す
ることはできないが（Cass．com．11juin1954，G。P。1965。2・322），その権限の
一部であれば委譲することが可能である。実務上，とりわけ，大規模会社において
は，社長は，副社長によって補佐を受けている場合ですらも，すべての業務執行を
自分1人で確保することはできないから，権限の委譲（d6169ation　de　Pouvoirs）
は避けることができない。すなわち，会社の従業員（secr6taire96n6ra1・directeurs
administ「atifs　ou　techniques）に対して，社長権限の一部を委譲することができ
る。また，経理部長（che至des　services　comptables）は，会社の金銭出納を行な
う継続的権限を有している。権限の委譲は，この点について定款に定めがない場合
ですらも，可能である（J．O．D6b。A。N。3d6cembre1970，P・6095）。
　　権限の委譲については，社長が自己の責任にもとづいて行なう。すなわち，社
長は，会社に対して，自ら選任した者のなした非行（erreurs）または不正（irr69U－
1arit6s）に対して責任を負う。
　　　5．社長の責任　　社長は，他の取締役と同一の条件にしたがって（法242
条以下参照），民事および刑事の責任を負う。しかし，社長は，会社の全般的指揮
に任じるのであるから，追加的責任（responsab圭1it6supp16mentaire）が生ずる・
したがって，社長は会社の名において犯した法令違反につぎ，自ら刑事上および民
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　571
　取　締　役　会
事上の責任を負わねばならない。とりわけ，以下の場合については，社長が責任を
負う。
　　（1）社会保障制度の拠出金の支払をしない場合（社会保障法典第151条）。
　　（2）衛生および安全に関する労働法令に違反した場合。ただし，その監査また
は指揮の任務を代理人に行なわせている場合にこの違反が生じたことを証明すると
きは，このかぎりでない（Cass．crim．22avr∬1966，D。1966．som。108）。
　　（3）会社の代理人によって犯された道路交通法典（Code　de　la　route）違反，
（Cass、crim．6man964，D・1964・5621Paris3mai1967シD・1967。som・71），
または交通整理違反（Cass・crim・20mai1969，Bul1・crim・437）の場合。ただ
し，代理人に対し交通規制の遵守を監督するに必要な権限を与えていたことを証明
するときは，このかぎりではない。
　　（4）会社の更生整理または清算整理の場合。これについては，法第114条参
照。（以上は，Mercadal　et　a1．，PP・417－420）。
法第114条〔会社の更生整理・清算整理の場合における社長等の職務の
　禁止および失権〕
　（1967年7月13日法律第67－563号により改正）会社の更生整理または
清算整理の場合においては，更生整理，清算整理，個人破産および破産
犯罪に関する法令の定める禁止および失権は，同法令に掲げる者に対し
かつその定める条件にしたがってこれを適用する。
　Loi　Art．114．一（L．nO67－563du13jui11．1967．）En　cas　de　rさglement
judiciaire　ou（ie　liqui（iation　des　biens　de　la　soci6t6，1es　inter（iictions
et　d6c五6ances　pr6vues　par　la16gislation　sur　le　rさglement　ludiciaire，
1a　liqui（iation　des　biens，1a　faillite　personnelle　et　les　banqueroutes，
sont　apPlicables　aux　personnes　vis6es　et　（ians　les　conditions
pr6vues　par　ladite16gislation・
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　　〔解　説〕
　　　1．序説　　本条は，支払停止の状態にある（すなわち，支払不能）の会社
の債務履行手続（proc6dure　d7apurement　du　passif　d7une　soci6t6commerciale）
が，r更生整理，清算整理，個入破産および破産犯罪」（鉛9iement　judiciai「e，Ia
Hquidation　des　biens，Ia　famte　personnelle　et亙a　banquer（∫ute）　に関する1967
年7月13日法律第67－563号および1967年12月22目命令第67－1120号により，根本的
に改正されたのに際して改正されたのである。したがって，本条は，制定当初は，
「①会社の破産または更生整理の場合には，社長は，商法典第471条および第472
条に定める禁止または失権にしたがわなければならない。ただし，商事裁判所は，
当該破産または更生整理が会社の業務執行および指揮における重大な過失にもとづ
くものでないことを社長が証明するときは，これを免責することがでぎる。②前項
の規定は，社長に代わり，第112条にしたがって選任された取締役に対して，委譲
された職務の範囲内においてこれを適用する。」とされていた。しかし，前記1967
年7月13目法の制定にともない，商法典第3編第437条以下（いわゆる破産法）が
廃止されたために，本条の改正となったのである（なお，法54条の解説参照）。
　　ところで，1967年法（いわゆる新破産法）の改正の基本的目的は，企業の運命
とその指揮者の運命とを分離するものであった。このように，会社は，その指揮者
に対し制裁を課すことなく，清算することができる。逆にいえば，会社は，その指
揮者が失権または刑罰の制裁を受けるかぎり，強制和議（concordat）によって存
続することができることとなったのである。すなわち，企業が継続できる場合には，
会社は，強制和議を受けることにより，更生整理（企glement　judiciaire）の手続
に入る。企業活動の継続に再建の見込が立たない場合には，会社は，その資産の換
価処分およびその負債の清算のために，清算整理（1iquidation　des　biens）の手続
を開始しなけれぽならない。
　　会社の指揮者に関しては，その過失の性質と軽重とにしたがって，以下の制裁
を受ける。すなわち，（1）指揮者に会粒債務の支払を命じまたは更生整理もしくは清
算整理の対象とさえする財産上の制裁。（2）個人企業または会社企業の指揮，業務執
行，管理または監督をする権利の：失権（d6chance）を主要な内容とする個人破産
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（faillte　Personnelle）またはその他の禁止（interdictions）という職業上の民事制
裁。（3）破産犯罪（banqueroutes）と同視すべき不法行為を罰する刑事制裁，がそ
れである。
　　　2．指揮者の会社負債支払義務　　会社の更生整理または清算整理の開始後，
資産の不足（insu伍sance　d’acdf）ないし債務超過が明らかとなった場合には，裁
判所は，管財人の請求にもとづき，指揮者に対し会社債務を負担すべき旨を命ずる
ことができる（1967年7月13日法99条）。しかし，この点については，株式会社の
場合には法第248条および法第249条が直接にこれを扱うので，ここでは説明を省
略する（なお，この点については，有限会社では法54条，株式合資会社では法260
条2項を参照）。
　　　3．指揮者の責任拡張　　会社の更生整理または清算整理の場合において，
法律上または事実上の，公然のまたは隠れた，有給または無給のすべての指揮者は，
法人の背後に隠れて自己の行動を偽装し個人的利益のために商行為を行なった場合，
会社財産を自己のものとして処分する場合または個人的利益のために法人を支払停
止に立ちいたらせて赤字経営をみだりに遂行する場合には，自ら更生整理または清
算整理の宣告を受ける（1967年7月13目法101条）。
　　この規定は，1935年8月8日のデクレ・βワによって，商法典第437条第1項
に初めて登場し，後に1955年および1958年の改正をへて，商法典第446条第1項に
定められていたいわゆるr会社破産の拡張制度」（extension　de　la　faiIlte　socia1）
を承継したものであり，フラソス法独自の規定として知られている（旧会社法のも
とでの破産拡張制度については，中村真澄r法人格濫用に関する一対策一フラン
スにおけるr会社破産の拡張』について一」企業法研究78輯17頁以下，同r会社
債務にたいする取締役の責任」早稲田法学38巻3・4冊168頁以下，奥島・前掲論
文早法会誌19巻22頁以下，新会社法のもとにおいては，奥島r会社の支配従属関係
とフラソス新会社法㊥」企業法研究197輯（昭和46年10月号）34－33頁を参照）。旧
破産法はいわゆる商人破産主義を採っていたので，1940年法は社長を商人とみなす
旨を定め（4条1項），技術的な調整を行なっていたが，新破産法（1967年法）は
一般破産主義を採っているので，その必要がなくなった。
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　　破産拡張ないし責任拡張は，会社の本店所在地の裁判所の決定による。このよ
うに，責任拡張について管轄裁判所が本店所在地の裁判所とされるのは，それが更
生整理または清算整理の結果として行なわれるからである。指揮者がすでに更生整
理または清算整理の宣告を受けている場合には，責任拡張の手続は，この指揮者に
対して更生整理または清算整理を宣告した裁判所において追行される（1967年12月
22目命令99条1項）。
　　提訴権者は，原則として，管財人である。しかし，会社の漬権者もまた訴を提
起することができるのみならず，異議の申立および控訴の申立をもなすことがでぎ
る（Cass．com．70ctobre1964，D．1964．742）。裁判所は，職権をもって，申立
を受理することができる（Cass．com。23f6vrier1954，G．p．1954．1。289）。なお，
提訴期間については定めがないので，30年で時効にかかると解される。
　　　4．個人破産と破産犯罪　　個人破産は，とりわけ，個人企業であれ会社企
業であれすべての形態の企業の指揮，業務執行，管理または監督することを禁止す
る（1967年法105条）。強制個人破産原因（同106条）および任意個人破産原因（同
108条）については，法54条の解説を参照。
　　また，破産犯罪およびこれと同視すべき不法行為について，会社の指揮者は，
会社債権者に損害を与える性質の行為（1967年法131条ないし133条）を行なった
ときは，刑罰を課される。破産犯罪と同視すべき不法行為とは，詐欺的な行為をい
う（刑法典402条ないし404条参照）。（以上は，Mecadal　et　aL，PP・985－989，な
お，新破産法については，さしあたり，霜島甲一r1967年のフランス倒産立法改革
に関する法文の翻訳O⇔㊧」法学志林68巻1・2号，3・4号，69巻1号（昭46）
を参照）。
法第115条〔副社長〕
　社長の提案にもとづいて，取締役会は，自然人の1人に対し副社長と
して社長の補佐を委任することがでぎる。資本が50万フラン以上の会社
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においては，副社長を2人選任することができる。
締役会がこれを定める。
副社長の報酬は，取
　Loi　Art．115．一Sur　la　proposition　du　pr6s組ent，1e　conseil　d’3dmi－
nistrαtion　peut　donner　mandat　a　une　personne　physique　d’assister
le　pr6si（ient　a　titre（ie　directeur　g6n6ra1．Deux　directeurs　g6n6raux
peuventδtrenomm6sdanslessoci6t6sdontlecapitaiestau
moins6ga1議500，000F．Le　conseil　d6termine　leur　r6mun6ration．
　〔解　説〕
　　　1．序説　　本条は，1940年11月16日法（1943年3月4日法によって改正さ
れた2条1項および2項）によって設けられた，いわゆる双頭の指揮体制（direction
bic6phale）で知られるr社長補佐」制度（directeur　g6n6ral　adloint）を承継し
たものである。本条にいうr副社長」（directeur　g6n6ra1）とヤ・う制度は，旧会社
法のもとにおける同様，その選任については任意であり，かつ，社長を補佐する任
務（miss至ond7assister，rδled’auxiliairedupr6sident）を有する者である。
　　しかし，新会社法は，以下の3点で，旧会社法のもとにおける疑問を払拭した。
まず第1に，副社長はかならず自然人でなければならないこと。第2に，副社長は
社長を補佐するために取締役会によって選任されること。すなわち，社長は副社長
の選任を提案するが，社長の受任者（mαndata圭re）ではない。このことは，副社
長に対し社長の受任者たる資格を否認した判例からも明らかである（Cass・com．
21janvier1958，」・C・P・1958・II・10463）。さらに，第3に，副社長を原則として
1人または2人（資本金50万フラソ以上の会社）に限定したこと。かつては，副
社長の人数については，かならずしも1入に限定されないとする有力な学説（とり
わけ，Hame1，Mazeaudなど）が存していた。かくして，新会社法は，旧会社法
のもとでの社長補佐制度を法的に確立整備したが，副社長は自然人であれぽ取締役
たる地位を兼任することが認められているので，その意味では，指揮機関と管理機
関との一定の混同は避けられないこととなった（Hamiaut，II，pp．92－93）。
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　　　2．全般的指揮者と局部的指揮者　　社長または副社長である全般的指揮者
（directeur96n6ra1）は，局部的指揮者（directeurs　techniques）と呼ぽれ，多
かれ少なかれ企業の専門部局の長として指揮の職務権限を行使する者とは区別され
なければならない。局部的指揮者は，社長により任命される従業員（salari6s）で
あり，その職務権限は一定範囲に限定される。すなわち，この者は，社長によって
特定事項の代理権を授与された範囲内においてのみ，会社を代表することができる
地位を有するにすぎない。
　　このように，《directeur　g6n6ra1》と《directeur　technique》を区別すること
は，その解任について実益をもつ。すなわち，《directeur　g6n6ra1》は，いつでも
（ad　nutum）解任できるのに反し，《directeur　technique》は労働契約にもとづき
従業員としての保護が与えられている（解雇の予告，解雇権の濫用にあたる場合に
は損害賠償，解雇の補償）。この区別は，局部的指揮者と会社との問の争訟の場合
の裁判管轄権についてもまた実益がある。すなわち，全般的指揮者については，商
事裁判所（tribunα1de　commerce）が管轄権をもつが，局部的指揮者については，
労働裁判所（cons翻des　prud’hommes）の管轄に服する。
　　会社を拘束する権限，すなわち，会社自体の行為と評価される全般的指揮者の
行使する権限に関しては，その判定基準は，全般的指揮者（すなわち，社長または
副社長）の資格にではなく，その商業登記簿上になされた公示に求められる。した
がって，商業登記簿上において全般的指揮者としての資格を有する者としてその名
が公示されている者は，たとえ，この者が事実上局部的指揮者としての職務を遂行
したにすぎない場合であっても，会社を拘束する権限（pouvoir　d7engager　la
soci6t6）を有する。反対に，自己の名が商業登記簿上公示されていない者は，たと
え事実上全般的指揮者としての職務を遂行した場合であっても，第三者に対して，
会社に責任を負わせることはでぎない。
　　しかしながら，この区別はぎわめて困難な場合が少なくない。実務上では，こ
の両者を混同する傾向があり，法の適用を回避する目的をもって両者を混同する
場合も少なくない。すなわち，全般的指揮者は，局部的指揮者の地位を確保するこ
とによって経営の安定をはかり，また，副社長の人数の制限を回避するために局部
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的指揮者の制度を利用する。さらに，局部的指揮老は，その敬称として，副社長と
呼ばれさえする。それゆえ，全般的指揮者ないし副社長と局部的指揮者（幹部職員）
との区別は，事実上においては，付与された職務権限の性質および範囲，ならびに，
その選任権の所在に対応するものである。したがって，その区別は，個別具体的事
例にそくして判断されなけれぽならない。
　　判例によれぽ，社長と同一ないしそれに準ずる権限を有する者は副社長とみな
されているが（Cass．soc．4d6cembre1958，Bu11．IV・99g　l　Douai261anvier
1960，J」C．P．1960。II．11693），反対に，ぎわめて重要な職務権限（たとえぱ，工
場の指揮）を有する者であっても，その権限が会社業務の全体におよばないとして，
局部的指揮者とみなされている（Cass・soc・8juillet1960，D・1961som・8）。し
かしながら，副社長の資格はその行使する権限の性質からのみ導かれるものではな
いとする判決がある。すなわち，副社長の資格および職務は取締役会の決定によっ
てのみ生じうも。したがって，副社長は，社長が有する職務にともなう資格を有さ
ないとする（Pau31janvier1967，D．1967．476）。
　　局部的指揮者の職務は，取締役のそれと兼務することができる（法93条1項）。
副社長が取締役でない場合には，副社長の職務と局部的指揮者のそれとを兼任する
ことはさしつかえない。したがって，この場合には，副社長は，一方では，全般的
指揮者としての委任契約によって会社と結ばれ，他方では，局部指揮者としての労
働契約によって会社と結びついているのである。そして，この会社との関係は，それ
ぞれ別個独立に存在し，独自に適用される法律制度にしたがわなければならない。
それゆえ，副社長としては，取締役会によって任意に解任できるが，局部指揮者と
しては，労働契約によるその地位には影響がない（以上は，Mercadal　et　a1・，PP・
422畢423；Ripert　par　Roblot，P．664）。
　　かくして，副社長制度は，会社の全般的指揮権を有する点では社長と異ならな
いが，あくまで，社長の補佐制度であるにすぎず，高級幹部職員（部課長など）た
る局部的指揮者の地位に近接している点に注意しなければならない。
　　　3．　副社長の選任　　（1）副社長の資格　　副社長は，取締役会の構成員中
またはそれ以外の者から選任される。したがって，副社長は，取締役の資格を有す
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る必要がない点を注意しなければならない。また，株主たる資格を必要としないこ
とはいうまでもない。しかしながら，副社長は，かならず自然人でなければならな
い（法115条）。
　　取締役に関する行為能力，欠格事由および職務の禁止に関する規制は，副社長
についても同じく適用される（法90条解説参照）。また，副社長が外国人である場
合には，共同市場の加盟国間で別段の協定が存する場合を除き，外国人営業許可証
を必要とする。
　　（2）副社長職の兼任　　法律に特別の規定がないかぎり，同一人が同時に複数
の副社長職を兼任することについては制限されない。この点は，社長の場合と決定
的に異なる（法皿条参照）。
　　（3）副社長の任命権者　　副社長の任命権者は取締役会であり，社長はその提
案権者であるにすぎきい（法115条）。社長の職にある者は，その権限の範囲がど
うであれ，副社長の資格を取得できない。そのような兼任を認める実益が存しない
からである（Pau31janvier1967，D．1967．476）。
　　（4）副社長選任の公示　　副社長の選任は，社長選任の場合と同一の手続にし
たがって，これを公示しなければならない（終任の場合も同じである。なお，法
110条の解説参照）。
　　　4．　副社長の人数制限　　資本が50万フラン未満の会社においては，副社長
は1人しか選任でぎない。資本が50万フラン以上の会社においては，最大限2人の
副社長を選任することができる。
　　　5．副社長の法的地位　　副社長は，商人たる資格を有さないが，一定の条
件のもとでは，更生整理または清算整理の宣告を受けることがある（法114条参
照）。
　　副社長は，一定の条件のもとでは，労働契約によって会社と雇用関係を結ぶこ
とができる。すなわち，副社長が取締役の資格を有している場合には，労働契約に
よる従業員たる資格と取締役の職務との兼務に関する制限にしたがわなければなら
ない。すなわち，従業員たる資格を有する副社長は取締役であってもさしつかえな
いが，取締役たる資格を有する副社長は労働契約によって従業員たる資格を取得し
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えない（法93条1項参照）。また，副社長に関する任意解任の原則を回避するため
に結ぽれた労働契約は無効である。さらに，副社長は，社長と同じく，社会保障制
度および幹部退職年金制度に加入しなければならない。
　　会社と取締役との取引（いわゆる自己取引）に関する法第101条以下の規定は，
副社長が取締役であると否とを問わず，副社長に対しても適用されることはいうま
でもない。
　　　6．副社長の報酬　　副社長の報酬は，取締役会の専決事項である　（法115
条）。副社長が取締役である場合には，取締役として与えられる出席手当およぴ賞
与のほかに，副社長としての報酬が加算される。
　　なお，この報酬が副社長と会社との取引に該当するか否かについては，社長の
場合と同じ問題が存する（法110条の解説参照）。また，これに対する税制も，社
長の場合と同じである。
法第115－1条〔副社長の年令制限〕
　（1970年12月31目法律第70－1284号により追加）①定款には，副社長
の職務の遂行に関し，年令の制限を定めなければならない。年令の制限
は，定款に明文の規定がないときは，65才とする。
　②前項に定める規定に反する選任は，すべてこれを無効とする。
　③副社長が制限年令に達したときは，副社長は，当然に辞任したもの
とみなす。
　Loi　Art．115－1．一（L．nQ70－1284du31d6c．1970）Les　statuts
doivent　pr6voir　pour1’exercice（ies　fonctions　de　（1irecteur　g6n6ral
une　limite　d7age　qui，a　d6faut　d’une　disposition　expresse，est五x6e
a　SOiXante剛Cinq，anS．
　Toute　nomination　intervenue　en　violation　des　dispositions　pr6vues
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a1，alin6a　pr6c6（ient　est　nulle．
　Lorsqu’m　directeur　g6n6ral　atteint　Ia　limite　dシage，il　est　r6put6
d6missionnaire　dbf五ce．
　〔解　説〕
　　本条は，社長の年令制限に関する法第110－1条とまったく同一の規定である。
そこで，取締役の年令制限に関する法第90－1条との簡単な比較を行なうと，以下の
とおりである。
　　第1に，副社長と取締役との年令制限は，いずれも定款によって行なうのが原
則である。しかし，副社長については，この者が2人の場合にも（資本金50万フラ
ン以上の会社），2人に同一の制限を課さなけれぽならないが，取締役については，
全員またはその一定割合のいずれかの選択的制限を定款においてなすことが認めら
れている。
　　第2に，定款上年令制限に関する明文の規定がないときは，副社長については
65才とされ，取締役については70才をこえる者が在任中の全取締役数の3分の1を
こえることができないとして，副社長の年令制限が引き下げられている。
　　第3に，制限年令に到達した場合には，副社長は当然辞任したものとみなされ
るが，取締役については，定款上特別の手続を定めていないかぎり，新たに制限年
令に到達した取締役ではなく，制限年令に到達している取締役の中で最年長者が当
然辞任し・たものとみなされる。
法第116条〔副社長の任期〕
　取締役会は，社長の提案にもとづき，いつでも副社長を解任すること
ができる。社長の死亡，辞任または解任の場合には，副社長は，取締役
会による別段の決議がないかぎり，新社長の選任されるまで引続ぎその
職務および権限を有する。
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　Loi　Art．116．一Les　directeurs　g6n6raux　sont　r6vocables　a　tout
moment　par　le　conseil　d’administration，sur　proposition　du　pr6si－
dent．En　cas　de　d6cさs，de　d6mission　ou　de　r6vocation　de　celui－ci，
ils　conservent，sauf（16cision　contraire　（1u　consei1，1eurs　fonctions
et　leurs　attributions　jusqu7a　la　nomination　du　nouveau　pr6sident．
　〔解　説〕
　　　1．序説　　本条と法第117条とは，副社長の任期について定めているが，
便宜上，ここで一括説明する。なお，本条は，解任の方式が選任の方式と対応し，
社長の提案にもとづき・取締役会の決定によってなされることを定め（法115条参照），
また，社長と同じく任意解任制を採っている（法110条3項参照）。
　　　2．副社長の任期　　副社長の任期は，社長との合意にもとづき，取締役会
によって決定されるのが原則である。しかし．副社長が取締役である場合には，そ
の任期は，取締役の任期をこえることができない（法117条1項）。
　3．　副社長の終任事由　　以下のごとき場合がある。
（1）死亡。
（2）任期満了（法115条）。
（3）制限年令への到達（法115－1条3項）。
（4）辞任。ただし，この辞任が，適切な時期においてなされたものでなく，会
社に損害を与えた場合には，当該副社長は賠償責任を負わねばならない。
　　（5）社長の職務停止。後述。
　　（6）解任。後述。
　　　3．社長の職務停止　　社長の死亡，辞任または解任の場合には，副社長は，
引き続きその職務を維持することカミできる場合がある（法116条）。しかし，この
場合は，新たな社長の選任あるまで任期が延長されるにすぎず，それは会社の指揮
に一定の継続性を確保する必要があるとの理由によって根拠づけられるものであ
る。しかも，新たに選任された社長は，自己を補佐すべき副社長として，別の者を
取締役会に対し提案することができる（法115条参照）。したがって，取締役会は，
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社長の職務停止にともない，その決議をもって，副社長の職務の継続を認めず，新
たな社長の選任前であっても，副社長を終任せしめることがでぎる（法116条）。
　　法第116条は，社長が再選されなかった場合について規定していない。すなわ
ち，これによれば，社長が任期満了によって終任した場合には，当然，副社長も退
任するものと解される余地ボある。社長と副社長は，補佐を受ける者と補佐する者
として当初より緊密な結びつきがみられるから，社長がその職務を停止するにいた
った場合には，副社長も運命をこれと共にすべぎと解されねばならない。したがっ
て，社長の職務停止があった場合には，原則として，副社長の終任事由が発生す
る。しかし，取締役会が別段の決議をしなかった例外的場合についてのみ，新社長
の選任があるまで引き続きその職にあると解される。
　　　4．　副社長の解任　　副社長は，いつでも解任できる。しかし，この解任は，
社長の提案にもとづき，かつ，取締役会の決議をもってのみ行うことができる（法
116条）。したがって，取締役会は，社長の同意を得られない場合でも，副社長の
解任を望み，また，社長は，取締役会が認める意思をもたない場合でも，副社長の
解任を提案するという事態が生じうる。このような両者の合意の成立しない事態が
継続する場合には，社長カミ自ら辞任するか，取締役会により解任されないかぎり，
対立は解消しない。
　　取締役会の副社長解任権は，強行規定であり，これを削除，制限または拘東す
る定款上の条項または契約は，すべて無効である。しかしながら，この解任権を濫
用してはならないことはいうまでもない。とりわけ，解任が副社長の名誉を侵害す
るにいたる事情のもとで行なわれる場合には，副社長は損害賠償を請求することが
できる。
　　　5．　副社長の職務停止の公示　　副社長の職務停止の場合は，その選任の場
合と同一の公示手続を要する（法110条の解説参照）。
法第m条〔副社長の権限〕
　①取締役会は，社長との合意をもって副社長に委譲すべき権限の範囲
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および任期を定める。副社長が取締役であるときは，その任期は，取締
役の任期をこえることができない。
　②副社長は，第三者に対し，社長と同一の権限を有する。
　Loi　Art．117．一En　accord　avec　son　pr6sident，1e　conseil　d7admi．
nistration（i6termine　r6ten（lue　et　la　dur6e　（ies　pouvoirs　（1616gu6s
aux　directeurs　g6n6raux．Lorsqガun　directeur　g6n6ral　est　admi－
nistrateur，1a（iur6e　de　ses　fonctio簸s　ne　peut　exc6（ier　celle　de　so葺
mandαt．
　Les　directeurs　g6n6raux　disposent，　a　r6gar（1　des　tiers，　des
memes　pouvoirs　que　le　pr6sident．
　〔解　説〕
　　　1．　序説　　本条は，副社長の権限カミ社長との合意をもって取締役会により
付与されることを定め，副社長に対する権限の付与（octroi　des　pouvoirs）カミ最終
的に取締役会に由来するものであることを明らかにして，旧会社法のもとにおける
疑問に答えた（Hamiaut，II，P。94）。なお，副社長の任期に．ついては，法第116条
の解説を参照。
　　　2．副社長の権限　　副社長の権限は，社長との合意（accord）にもとづい
て，取締役会により定められる（法117条1項）。それゆえ，この権限は，同一条
件にしたがってのみ変更することがでぎる。しかし，定款をもって，この権限を定
めることができない点については，注意を要する。
　　副社長の権限の範囲については，法律上いかなる制限も存しない。したがって，
副社長に対しては，社長に対すると同一の権限を与えることができると解される。
たとえば，定款による授権がない場合ですらも，副社長は，自ら行なうことができ
る取引を会社の名において行なう代理権を第三者に対し与えることができる（J．0．
D6b．A．N．3d6cembre1970p．6095）。
　　副社長の権限に対する制限は適法であるが，それは第三者に対して対抗できな
　584
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第117条
い。第三者に対する関係では，副社長は，いかなる理由にもとづこうとも，社長と
同一の権限を行使することができる（法117条2項）。それゆえ，副社長は，社長
と同じく，会社を拘束することができる。その権限が制限の範囲をこえた場合には，
取締役会は，副社長に対して損害賠償を請求し，または，副社長を社長との合意に
もとづいて解任することができる。
　　　3．　副社長の責任　　副社長は，普通法1；したがって，その個人的過失にも
とづき，会社または第三者に対し責任を負う。副社長が取締役でもある場合には，
その資格にもとづく責任についても同じく自ら負わねばならない（法244条）。
　　副社長の刑事上の責任は，取締役のそれと類似しているが，罰則に関する条文
のほとんど全体は，取締役の場合と同時に規定している。会社の更生整理または清
算整理の場合における副社長の刑事責任については，法第114条の解説を参照。
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